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序   文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ベトナム社会主義共和国の税関近代化のための通関電子

化及びナショナル・シングルウィンドウ導入計画にかかる協力準備調査を実施することを

決定し、同調査を輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社に委託しました。 

 調査団は、平成 23 年 9 月から平成 24 年 3 月まで、ベトナムの政府関係者と協議を行う

とともに、現地調査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとな

りました。 

 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

平成 24 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部 

部長  桑島 京子 
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要   約 

 

 

① 国の概要  

 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベ」国）は、東南アジアに位置し、面積は約 33 万 km2

（うち陸地約 31 万 km2）で ASEAN10 カ国中 4 番目の広さである。陸上国境は約 4,600km で

あり、カンボジア（約 1,200km）、中国（約 1,300km）及びラオス（約 2,100km）と国境を接

している。また、海岸線は約 3,400km（島嶼部を除く）となっている。国土は南北に長く、

北部はモンスーン気候で暑い雨季（5月～9月）と温暖な乾季（10 月～3月）にわかれ、南

部は熱帯性気候となっている。 

民族構成は、約 86%がキン族（越人）であり、他に 53 の少数民族がいる。公用語はベト

ナム語である。宗教については、約 8 割が仏教徒とみられているが、国勢調査（1999 年）

によると仏教徒は約 9%に過ぎず、約 80%が無宗教となっている。 

人口は、約 9,000 万人（2011 年 7 月推計）であり、ASEAN10 カ国中第 3 位の人口を有す

る。人口構成は、14 歳以下が約 25%、15 歳から 64 歳が約 69%、65 歳以上が約 6%となって

いる。また、最大の都市はホーチミン（約 600 万人）であり、次いで首都ハノイ（約 270

万人）、ハイフォン（約 190 万人）、ダナン（約 81 万人）となっている（2009 年）。平均寿

命は 72.18 歳で、男性が 69.72 歳、女性が 74.92 歳となっている（2011 年推計）。 

 2010 年の GDP は 1,981 兆 VND（約 1,015 億 US$）で ASEAN10 カ国中第 6 位、一人当たり

GDP は 1,169US$で ASEAN10 カ国中第 7 位となっている。主要産業は、農林水産業、鉱業、

軽工業であり、GDP に占める比率は、第一次産業が約 21%、第二次産業が約 41%、第三次産

業が約 38%となっている（2010 年推計）。また、就業構造は、第一次産業が約 54%、第二次

産業が約 20%、第三次産業が約 26%となっている（2009 年）。なお、2010 年の経済成長率は

6.78%、物価上昇率は 11.75%、失業率は 2.88%（都市部：4.43%、農村部：2.27%）となって

いる。 

 「ベ」国は、2007 年 1 月に WTO に加盟しているが、2010 年の貿易額は、輸出が 722 億 US$、

輸入が 848 億 US$となっている。主要貿易品目は、輸出については縫製品、履物、水産物、

原油等、輸入については機械機器（同部品）、鉄鋼、石油、布等となっている。また、主要

貿易相手国は、輸出については米国、日本、中国、韓国、ドイツ、輸入については中国、

韓国、日本、台湾、タイとなっている。なお、我が国との間では、2008 年 12 月に日・ASEAN

包括的経済連携協定（EPA）が「ベ」国について発効している。また、日・越 EPA も 2009

年 10 月に発効しているが、これは「ベ」国にとって初の二国間 EPA である。ちなみに、「ベ」

国は、最近では環太平洋パートナーシップ（TPP）協定交渉にも参加している。 
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② プロジェクトの背景、経緯及び概要 

 

「ベ」国は、1986 年のドイモイ政策導入以降、継続的に経済成長を達成してきており、

2008～2009 年の世界経済危機の影響を受けることもあったが、2009 年の実質 GDP 成長率は

5.3%、2010 年は同 6.8%と東南アジア地域の中でも比較的高い成長を達成している。この背

景には、2007 年 1 月の WTO 加盟以降、急速に伸びた外国直接投資があげられ、これに比例

し、輸出入量も年率 10%を超える伸びを見せるなど、飛躍的に増大している。また、東南ア

ジア地域各国は、2010年10月28日にハノイで開催された第17回ASEAN首脳会議において、

ASEAN 域内における物理的、制度的及び人と人との連結性の強化を図る「ASEAN 連結性マス

タープラン」を採択するなど、2015 年までの ASEAN 共同体実現のための取組みを継続的に

進めている。 

このような状況の下、「ベ」国は、国際物流の著しい増大及び高度化に適切に対応し、自

国の投資・ビジネス環境の整備につなげるべく、2012 年までのナショナル・シングルウィ

ンドウ1実用化や通関手続きの簡素化・国際的調和化といった税関行政の近代化を強力に推

進している。「ベ」国においては、これまでも税関の近代化に関する種々の計画が策定され

ているが、財務大臣からの提議を受けて 2011 年 3 月 25 日に首相決定がなされた「2020 年

までの税関近代化戦略」（No. 448/QD-TTg）においては、IT 技術に基づき、リスクマネジメ

ント手法を広く適用した、国際慣行と調和した透明で簡素な税関手続きを実現した、ASEAN

内先進諸国と同等の近代的な税関を構築することが全体目標とされている。 

 「ベ」国税関総局（以下、GDVC）では、同戦略の下、法制度及び業務プロセスの見直し

並びにこれらに対応した IT システムの導入を通じた税関の近代化に取組んでいる。IT シス

テムの構築については、世界銀行の税関近代化プロジェクトが 2005 年から開始されたが、

活動の大幅な遅れにより、当初のプロジェクト期限を前に所期の目的を達成しないまま終

了してしまい、現在は GDVC が独自に開発した通関システムを活用するにとどまっており、

ナショナル・シングルウィンドウ機能を含む包括的な通関 IT システム構築が急務の課題と

なっている。 

かかる背景の下、GDVC は、我が国で使用されている輸出入・港湾関連情報処理システム

（以下、NACCS）及び通関情報総合判定システム（以下、CIS）の技術的優位性に鑑み、NACCS・

CIS 技術を活用した「ベ」国における通関 IT システム（以下、VNACCS/VCIS）の構築に関し、

我が国に対する無償資金協力の要請をしている。 

本件は、我が国政府が積極的に支援する貿易円滑化を通じた「アジアカーゴハイウェイ

構想」の実現に資する案件であり、また我が国政府が推進する「新成長戦略」のもと、我

が国の官と民を挙げて途上国に対する我が国の事業実施を企図することにより、相手国政

府の開発戦略に資するとともに、我が国の成長戦略に資することをねらいとした「インフ

ラ海外展開の基盤整備支援」無償資金協力予算を活用した案件として位置づけられる。 

 

 

  

                                                  
1 ナショナル・シングルウィンドウとは、ある国において輸出入のために必要とされる通関、検疫等の複

数の手続きを、一回の入力・送信で行えるようにすることをいう。 
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③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

  

独立行政法人国際協力機構は、2011 年 10 月に「ベ」国の税関近代化のための通関電子化

及びナショナル・シングルウィンドウ導入計画にかかる協力準備調査団を「ベ」国に派遣

し、「ベ」国政府関係者との協議を含む調査を実施した。同調査により確認された我が国へ

の主な要望内容は、以下のとおりである。 

 

(1) VNACCS/VCIS ソフトウェア開発 

 1) 電子申告（e-Declaration）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易（輸入、

輸出、トランジット等）関係者が貨物の通関及び引取りに係る法令及び手続

きに従うことを支援するほか、「ベ」国のナショナル・シングルウィンドウの

ASEAN シングルウィンドウへの接続に資する。 

 2) 電子積荷目録（e-Manifest）：本モジュールは、税関当局及び国際輸送関係者

が貨物の通関及び引取りに係る法令及び手続きに従うことを支援する。 

 3) 電子インボイス（e-Invoice）：本モジュールは、国際貿易関係者が電子商業

インボイスを貨物の通関及び引取りに利用することを支援する。 

 4) 審査選定処理（Selectivity）：本モジュールは、税関当局がリスク情報／リ

スク判定基準を基に審査・検査（即時許可/書類審査/現物検査）に関する決

定を行うことを支援する 

 5) 電子納税（e-Payment）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易関係者が関

係諸税の電子納付を利用することを支援するとともに、税関当局による関税

等の納付管理を支援する。 

 6) 電子原産地証明書（e-C/O）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易関係者

が電子原産地証明書を利用することを支援する。 

 7) 輸出入者管理（Importer / exporter management）：本モジュールは、税関当

局が輸入者/輸出者/通関業者/システム利用者を全国規模で管理することを

支援する。 

 8) 貨物の通関及び引取り：本モジュールは、税関当局が貨物の通関及び引取り

に関する決定を行うことを支援する。 

 9) 監督及び管理：本モジュールは、システム管理者や権限を付与された者がシ

ステムの利用・アクセスの監督及び管理を行うことを支援する。 

 10) システムテスト/開通テスト、税関当局のシステム利用者への研修、技術支援

及びシステムメンテナンス 

(2) VNACCS/VCIS 用ハードウェア調達 

 上記ソフトウェアの稼働に必要なハードウェア、OS、ミドルウェア、関連機器の調

達 
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なお、本プロジェクトにおいては、GDVC が「ベトナム税関近代化のための電子通関及び

ナショナル・シングルウィンドウ構築プロジェクトのブリーフデザイン」（以下、B/D）を

作成している。B/D の作成にあたっては、我が国において税関の所掌事務に係る電子情報処

理に関する調査、企画及び調整を含む税関行政を所掌している財務省関税局により、我が

国の NACCS/CIS の特長や設計構造及び「ベ」国税関の現状を把握したうえで、きめ細かく

指導・助言がなされている。そのため、B/D は、VNACCS/VCIS 導入の目的を、NACCS 及び CIS

を擁する我が国の通関 IT システムのみならず、そのベースとなる我が国の法制度等も必要

に応じて「ベ」国に導入することを通じて「ベ」国税関の近代化を図ることと明確に位置

づけた上で、システム開発過程における要件定義(ソフトウェアに実装されるべき機能を明

確化するもの)を行うとともに、要件定義を踏まえたシステム設計(業務設計(業務一覧、業

務フローを含む)、オンライン及びバッチ処理方式設計、信頼性設計、性能設計等)等基本

設計まで踏み込んだ記載をしており、その内容は妥当なものとなっている。 

したがって、本プロジェクトにおいて導入する VNACCS/VCIS にかかる以下の諸設計にお

いては、その妥当性に鑑み、B/D の内容を最大限活用する方針とした。 

 

業務設計 信頼性設計 運用設計 

オンライン処理方式設計 性能設計 保守設計 

バッチ処理方式設計 ネットワーク設計 安全性設計 

外部インターフェース設計 セキュリティ設計 端末設計 

 

また、VNACCS/VCIS のソフトウェアは我が国の NACCS/CIS のソフトウェアを基に開発され

ることから、同ソフトウェアを稼働させるために必要とされる VNACCS/VCIS 用機材（ハー

ドウェア、OS、ミドルウェア）については、性能、セキュリティ、安全性も含めた品質確

保の観点等から、基本的に我が国の NACCS/CIS において使用実績のあるもの（NACCS/CIS ソ

フトウェアが正常に動作することが実証されているもの）と同等以上のものを念頭に調達

する方針とした。 

 なお、本プロジェクトにおける VNACCS/VCIS ソフトウェアの開発については、「ベ」国か

らの随意契約にかかる要請及び NACCS/CIS の開発経験を有するベンダーが 1 社しか存在し

ないという事実を踏まえ、我が国の NACCS/CIS の技術を活用した「ベ」国における通関 IT

システムという本プロジェクトの目的物が持つ特殊性、目的物の完成までの時間的制約及

び本プロジェクトの実施にかかるトータルコストからみた経済的合理性について、技術的

な視点から検討を行った結果、現行 NACCS/CIS の開発ベンダーと随意契約を行うことが合

理的と判断した。（「無償資金協力調達ガイドライン（日本の一般プロジェクト無償資金協

力等）」の第 3部 III-2-1 に規定された（2）一般競争入札方式以外の調達方法 3)資格条

件にあったサプライヤーや請負業者の数が極めて限られている場合、に合致すると判断。） 
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④ プロジェクトの工期及び概略事業費  

 

(1) 工期 

無償資金協力により本計画が実施される場合、コンサルタントによる実施設計業務（仕

様確定、入札関連業務等）を経て、機材調達業者による機材調達が行われる。また、当該

実施設計業務と一部並行してソフトウェア開発業者との随意契約が行われ、同業者により

ソフトウェアの開発が行われる。 

実施設計業務には 5 カ月間、その後の機材調達（据付作業や試運転等を含む。）には 19

カ月間が見込まれる。また、ソフトウェアの開発については、現行 NACCS/CIS の開発業者

との随意契約により行われる場合、要件定義／外部設計に 2カ月間、内部設計に 4カ月間、

製造に 5 カ月間、試験（結合試験／総合試験）に 6 カ月間、総合運転試験に 5 カ月間弱の

計 22 カ月間が見込まれる。これらの業務については、一部並行して行われることから、全

体の工期（総期間）は 24 カ月と見込まれる。 

 

(2) 概略事業費  

 本プロジェクトにかかる概略事業費のうち、「ベ」国側負担経費は約 4.79 億円と見込ま

れる。 

 また、本プロジェクトにより新たに導入される VNACCS/VCIS にかかる「ベ」国側の年間

運営・維持管理費の概算額は約 3.99 億円と想定されるが、今後見込まれる GDVC の税関情

報技術費予算の額に鑑み、また、GDVC の所要予算確保に対する確約に鑑み、当該経費の負

担について、問題はない。 
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⑤ プロジェクトの評価 

 

(1) 妥当性 

「ベ」国は 2007 年 1 月に WTO に加盟するなど対外開放的経済政策を進めており、国際貿

易の拡大を通じた経済発展を目指している。我が国との間でも 2008 年 12 月に日・ASEAN 包

括的経済連携協定（EPA）が「ベ」国について発効し、二国間 EPA も 2009 年 10 月に発効し

ている。また、「ベ」国を含む東南アジア地域各国は、2010 年 10 月 28 日にハノイで開催さ

れた第 17 回 ASEAN 首脳会議において、ASEAN 域内における物理的、制度的及び人と人との

連結性の強化を図る「ASEAN 連結性マスタープラン」を採択するなど、2015 年までの ASEAN

共同体実現のための取組みを継続的に進めているほか、「アジアカーゴハイウェイ構想」を

貿易円滑化の共通目標として我が国と共有している。このような状況の下、「ベ」国におい

ては、「2020 年までの税関近代化戦略」（2011 年 3 月 25 日付首相決定）に基づき、通関に

関する法制度及び業務プロセスの見直し並びにこれに対応した ITシステムの導入を通じた

税関の近代化が進められているところである。 

本プロジェクトは、我が国の NACCS/CIS の技術を活用した利便性及び効率性に優れた通

関 IT システムである VNACCS/VCIS の構築を行うものであり、「ベ」国の税関近代化に向け

た取組みの中核と位置づけられ、通関手続きの迅速化を通じた一層の貿易拡大及び経済成

長に極めて重要な役割を果たすものであることから、税関及び国際貿易に直接関わる民間

企業のみならず貧困層を含む一般国民に広く裨益するものである。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトの実施により、我が国の NACCS/CIS の技術を活用した利便性及び効率性

に優れた VNACCS/VCIS が「ベ」国に導入されることから、「ベ」国において電子化された通

関手続きの利用が促進されるとともに輸出入貨物の通関手続きにかかる時間が短縮される

こととなる。また、個々の職員による恣意的取扱いの機会が減少することと相俟って、「ベ」

国における通関手続き全般の効率性が改善されることとなる。 

このうち通関手続きにかかる時間の短縮効果については、通関所要時間を調査すること

により定量的に測定することが可能である。 

また、通関手続きの効率性の改善については、民間利用者の主観的評価による部分が多

く、本来的に定性的な効果指標と考えられるが、世界銀行が隔年公表しているロジスティ

クス・パフォーマンス・インデックス（LPI）において、各国の通関手続きの効率性に関す

る評価値が示されていることから、同評価値を参考指標として定量的に効果を把握するこ

とも可能である。 
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写真 

写真-１：GDVC 新庁舎建設現場標識（完成予

想図）。左奥がデータセンター棟（5階建）。

写真-2：GDVC 新庁舎事務棟建設現況（2011

年 12 月 8 日撮影） 

 

写真-3：データセンター棟建設現況（2011

年 10 月 21 日撮影）。基礎工事段階。 

写真-4：データセンター棟建設現況（2011

年 12 月 8 日撮影）。3階部分まで建設進捗。

 

写真-5： タンソンニャット国際空港税関輸

入通関部門。輸出入申告の件数の増加に伴

い、30 以上の窓口で対応している。 

写真-6：タンソンニャット国際空港税関輸入

通関部門。税関審査を待つ申告者。 



 
 

 

写真-7：ドンダン税関（中国国境）。手書き

の紙で申告及び税関審査が行われている。 

写真-8：ディンヴー港税関。計算機で申告書

の税額計算チェックを行う税関職員。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１－１ 当該セクターの現状と課題 

 

 １－１－１ 現状と課題 

 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベ」国）は、1986 年のドイモイ（刷新）政策導入

以降、市場経済化を進め、高い経済成長率を継続的に達成している。また、2007 年 1 月

の世界貿易機関（WTO）加盟以降、対内直接投資の増大と相俟って、国際貿易量が増加し

ているが、税関への輸出入申告件数の伸び率は経済成長率を大きく上回っており、この

状態は今後も続くものと見込まれている。 

しかしながら、「ベ」国においては、2010 年 12 月時点で、独自開発による電子通関シ

ステムが全 33 管区税関のうち 13 管区税関に導入されているものの、電子通関手続きの

利用は、申告件数の 10%、輸出入申告額の 23%、徴収税額の 16%、申告企業の 6%にとどま

っている。また、申告処理時間の短縮という通関手続きの電子化に期待される効果も利

用者に実感されていない状況にある。なお、世界銀行が隔年公表しているロジスティク

ス・パフォーマンス・インデックス（LPI）において、各国の通関手続きの効率性に評価

値が示されているが、2010 年版のベトナム国の評価値は 2.68 であり、ASEAN 内先進諸国

であるシンガポール（4.02）、マレーシア（3.11）、タイ（3.02）とは差が見られる。 

また、現在の「ベ」国の通関 IT システムは、ナショナル・シングルウィンドウ1機能

を有していない。 

 

表１－１ 「ベ」国の実質経済成長率及び国際貿易状況 

年 実質経

済成長

率(%) 

輸出 輸入 

金額 

(百万 US$) 

伸率

(%) 

申告件数

(千件) 

伸率

(%) 

金額 

(百万 US$)

伸率 

(%) 

申告件数

(千件) 

伸率

(%) 

2006 8.2 39,826 - 1,124 19.8 45,015 - 1,195 19.3

2007 8.5 48,561 21.9 1,385 23.2 62,682 39.2 1,356 13.5

2008 6.3 62,685 29.1 1,560 12.6 80,714 28.8 1,723 27.1

2009 5.3 57,096 -8.9 1,620 3.8 69,949 -13.3 1,892 9.8

2010 6.8 72,192 26.4 2,007 23.9 84,801 21.2 2,157 14.0

2011 5.8 - - 2,159 7.6 - - 2,356 9.2

2012 6.3 - - 2,353 9.0 - - 2,574 9.3

2013 6.8 - - 2,607 10.8 - - 2,806 9.0

2014 7.2 - - 2,780 6.6 - - 3,014 7.4

注：イタリックは予測値。 

出典：IMF（実質経済成長率）、WTO（輸出入金額）、GDVC（輸出入申告件数） 

                                                  
1 ナショナル・シングルウィンドウとは、ある国において輸出入のために必要とされる通関、検疫等の複

数の手続きを、一回の入力・送信で行えるようにすることをいう。 
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 １－１－２ 開発計画 

 

「ベ」国においては、これまでも税関の近代化に関する種々の計画が策定されている

が、財務大臣からの提議を受けて 2011 年 3 月 25 日に首相決定がなされた「2020 年まで

の税関近代化戦略」（No. 448/QD-TTg）においては、IT 技術に基づき、リスクマネジメ

ント手法を広く適用した、国際慣行と調和した透明で簡素な税関手続きを実現した、

ASEAN 内先進諸国と同等の近代的な税関を構築することが全体目標とされている。 

 「ベ」国財務省税関総局（以下、GDVC）では、同戦略の下、法制度及び業務プロセス

の見直し並びにこれらに対応した IT システムの導入を通じた税関の近代化に取組んで

おり、我が国で使用されている輸出入・港湾関連情報処理システム（以下、NACCS）及び

通関情報総合判定システム（以下、CIS）の技術を活用した通関 IT システム（以下、

VNACCS/VCIS）の構築を目的とした本プロジェクトは、当該取組みの中核に位置づけられ

ている。 

 

 １－１－３ 社会経済状況 

 

上記１－１－１のとおり、「ベ」国は 1986 年のドイモイ政策導入以降、継続的に経済

成長を達成しており、国際貿易額も、2009 年には世界経済危機の影響で対前年比減とな

ったものの、2007 年 1 月の WTO 加盟以降、順調な伸びを示している。また、2010 年の一

人当たり GDP は US$1,169 となっている。 

なお、国際貿易については赤字が続いているが、2010 年の主要貿易相手国は次のとお

りであり、我が国は「ベ」国にとって輸出入とも第３位の貿易相手国となっている。 

 

表１－２ 「ベ」国の主要貿易相手国（2010 年） 

輸出  輸入 

順位 相手国 構成比(%)  順位 相手国 構成比(%) 

1 米国 20.0  1 中国 22.0

2 EU 16.5  2 シンガポール 10.0

3 日本 11.1  3 日本 9.8

4 中国 9.5  4 韓国 9.6

5 スイス 4.4  5 台湾 8.7

出典：WTO 

 

１－２ 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

 

「ベ」国は、1986 年のドイモイ政策導入以降、継続的に経済成長を達成してきてお

り、2008～2009 年の世界経済危機の影響を受けることもあったが、2009 年の実質 GDP

成長率は 5.3%、2010 年は同 6.8%と東南アジア地域の中でも比較的高い成長を達成して
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いる。この背景には、2007 年 1 月の WTO 加盟以降、急速に伸びた外国直接投資があげ

られ、これに比例し、輸出入量も年率 10%を超える伸びを見せるなど、飛躍的に増大し

ている。また、東南アジア地域各国は、2010 年 10 月 28 日にハノイで開催された第 17

回 ASEAN 首脳会議において、ASEAN 域内における物理的、制度的及び人と人との連結性

の強化を図る「ASEAN 連結性マスタープラン」を採択するなど、2015 年までの ASEAN

共同体実現のための取組みを継続的に進めている。 

なお、国境をまたいだ物流の円滑化・迅速化を通じた地域協力・地域統合の推進に

ついては、我が国政府としても、アジア諸国と日本のシームレスな物流の実現を目的

とする「アジアカーゴハイウェイ構想」を貿易円滑化の共通目標としてアジア各国と

共有し、その実現を目指すべく具体的な支援を展開してきている。2010 年には、我が

国は日 ASEAN 首脳会議や APEC 財務大臣会合の場で、域内の貿易円滑化を促進するため

アジア開発銀行（ADB）を通じた 2,500 万ドル規模の支援策を表明し、また独立行政法

人国際協力機構（以下、JICA）と我が国財務省関税局、ADB、世界税関機構（WCO）が

一体となって、アジアの更なる貿易円滑化による連結性（Connectivity）向上を追及

すべく、支援対象国ごとの協力マトリクスを整理し、課題に応じた連携支援を進めて

いるところである。 

このような状況の下、「ベ」国は、国際物流の著しい増大及び高度化に適切に対応し、

自国の投資・ビジネス環境の整備につなげるべく、2012 年までのナショナル・シング

ルウィンドウ実用化や通関手続きの簡素化・国際的調和化といった税関行政の近代化

を強力に推進している。 

こうした課題を解決するために、GDVC は「税関近代化戦略」に基づき、必要な法・

体制整備や人材育成等を行ってきているが、加えて通関手続きにかかる包括的な IT シ

ステムの構築も重要な戦略として位置づけている。この IT システムの構築のために、

世界銀行の税関近代化プロジェクトが 2005 年から開始されたが、活動の大幅な遅れに

より、当初のプロジェクト期限を前に所期の目的を達成しないまま終了してしまい、

現在は GDVC が独自に開発した通関システムを活用するにとどまっており、ナショナ

ル・シングルウィンドウ機能を含む包括的な通関 IT システム構築が急務の課題となっ

ている。 

かかる背景の下、GDVC は、我が国で使用されている NACCS 及び CIS の技術的優位性

に鑑み、NACCS/CIS 技術を活用した「ベ」国における VNACCS/VCIS の構築に関し、我が

国に対する無償資金協力の要請をしている。 

なお、本件は、上記のとおり我が国政府が積極的に支援する貿易円滑化を通じた「ア

ジアカーゴハイウェイ構想」の実現に資する案件であり、また我が国政府が推進する

「新成長戦略」のもと、我が国の官と民を挙げて途上国に対する我が国の事業実施を

企図することにより、相手国政府の開発戦略に資するとともに、我が国の成長戦略に

資することをねらいとした「インフラ海外展開の基盤整備支援」無償資金協力予算を

活用した案件として位置づけられる。 
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１－３ 我が国の援助動向 

 

（１）技術協力プロジェクト及び個別専門家派遣 

我が国の「ベ」国に対する税関分野での技術協力プロジェクト及び個別専門家派遣

の状況は、表１－３のとおりである。 

 

表１－３ 我が国の対「ベ」国技術協力プロジェクト及び個別専門家派遣 

協力形態 実施年度 案件名 概要 

技術協力

プロジェ

クト 

2004～2007 税関行政近代化のための指

導員養成プロジェクト 

WTO 加盟に向け、「関税評価」、「事

後調査」、「HS 分類（含む分析）」

分野において、国際標準に準拠

した実務研修を行う指導員を育

成する。 

個別専門

家派遣 

2007～2009 税関業務改善 税関手続きの簡素・調和化、透

明性の向上等の税関行政全般に

ついて、指導を通して税関業務

に携わる行政官の能力向上を図

る。 

技術協力

プロジェ

クト 

2007～2010 メコン地域における税関リ

スクマネジメントプロジェ

クト 

「べ」国（及びカンボジア国、

タイ国）の税関が、国際基準に

合致した税関リスクマネジメン

トを効率的、効果的に実施する

能力を獲得することを図る。 

技術協力

プロジェ

クト 

2009～2012 税関行政官能力向上のため

の研修制度強化プロジェク

ト 

貿易円滑化につながる税関サー

ビス利用者との連携強化も図り

つつ、国際標準に沿った税関行

政近代化に対応した人材育成体

制を強化する。 

技術協力

プロジェ

クト 

2012～2014 通関電子化促進プロジェク

ト 

VNACCS/VCIS が適切に運用され

るための法制度及び通関業務プ

ロセス等の環境を整備する。 

注：イタリックは、準備中案件。 

 

(２）無償資金協力 

我が国の「ベ」国に対する税関分野での無償資金協力の状況は、表１－４のとおり

である。 
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表１－４ 我が国の対「ベ」国無償資金協力 

協力形態 実施年度 案件名 金額（億円） 概要 

無償資金

協力 

2008 ホーチミン市タンカ

ンカトライ港税関機

能強化計画 

8.67 「ベ」国最大のホーチミン

市タンカンカトライ港に大

型 X 線貨物検査機材及び関

連施設を整備するもの。 

無償資金

協力 

2009 ハイフォン港税関機

能強化計画 

8.61 「ベ」国北部最大のコンテ

ナ取扱量を誇るハイフォン

港にコンテナ貨物検査用の

大型 X 線貨物検査機材及び

関連施設を導入するもの。

 

（３）有償資金協力 

関連案件なし。 

 

１－４ 他ドナーの援助動向 

 

他ドナーの「ベ」国に対する税関分野での援助動向は、表１－５のとおり。 

 

表１－５ 他ドナーの対「ベ」国援助動向 

機関名 世界銀行（World Bank） 

プロジェクト名 税関近代化計画（Customs Modernization Project） 

期間 2005 年 11 月 10 日（承認）～2011 年 6 月 30 日（終了） 

プロジェクト目

標 

税関当局の実効性、効率性、説明責任、透明性の改善を通じた、貿

易の促進、歳入徴収額の増加、外国貿易統計作成の改善、コミュニ

ティ保護及び国家安全保障の強化 

コンポーネント ①税関制度・手続き、②組織再編・管理、③情報通信技術、④プロ

ジェクト実施支援 

機関名 米国 USAID（ADVANCE Program） 

プロジェクト名 ナショナル・シングルウィンドウ実施のための法的枠組みにかかる

ギャップ分析（Gap analysis on legal frame for implementation 

of National Single Window） 

期間 2010 年 4 月 7 日～2011 年 2 月（終了） 

プロジェクト目

標 

「ベ」国に対し、「ベ」国におけるナショナル・シングルウィンド

ウ実施にあたっての法令・規則にかかる課題の特定について技術支

援を提供すること 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

２－１ プロジェクトの実施体制 

 

 ２－１－１ 組織・人員 

 

本プロジェクトの実施にかかる「ベ」国側の主管官庁は財務省であり、財務省の外局

に位置づけられる GDVC が実施機関である。財務省及び GDVC の組織図は、各々図２－１

及び図２－２に示すとおりである。GDVC の総職員数は、約 10,500 人であり、中央組織

が約 1,400 人、地方組織が約 9,100 人となっている。 

GDVC において、本プロジェクトについては、副総局長を長とした組織横断的な作業チ

ームが主担となっており、税関近代化・改革委員会（職員数 61 人）がその事務局的機能

（全体調整）を行っている。同委員会は、我が国財務省関税局の協力の下で B/D を取り

まとめるにあたり、中核的役割を果たしている。 

また、我が国との連絡調整窓口は、国際協力局（職員数 35 人）が当たっている。同局

は、これまでにも我が国の GDVC 向け援助の窓口として、円滑な連絡調査を行ってきてい

る。 

なお、VNACCS/VCIS 導入後の運用・維持管理は、税関情報技術・統計局（職員数 91 人）

が担当することとなっている。GDVC では、既に複数の IT システムを業務上活用してお

り、その運用・維持管理は同局が担っているところ、同局は IT システムの運用・維持管

理にかかる相応の経験・ノウハウを有している。 

  



2-2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 「ベ」国財務省組織図 

 

 

財務省 
Ministry of Finance 

内部部局 
Minister supporting apparatus

国家予算局 
Department of State Budget 

投資局 
Department of Investment 

国防・安全保障財政局 
Dept. of Finance for National 

Defense & Security 

歳出局 
Dept. of Public Expenditure 

税制局 
Department of Tax Policy 

金融局 
Dept. of Banking & Financial 

Institutions 

会計・監査局 
Dept. of Accounting & Auditing 

Regulations 

国際協力局 
Dept. of International 

Cooperation 

法務局 
Legal Department 

大臣官房 
Ministerial Office 

人事・研修局 
Dept. of Personnel & Training

財政計画局 
Dept. of Financial Planning 

褒賞局 
Dept. of Emulation & 

Commendation 

国家財政監察局 
National Finance Inspectorate

外局 
Professional Specialized Units 

税務総局 
General Dept. of Taxation 

税関総局 
General Dept. of Customs 

国庫 
State Treasury 

国家準備金総局 
General Dept. of National 

Reserves 

証券委員会 
State Securities Commission 

公資産管理局 
Dept. of Public Asset 

Management 

価格管理局 
Dept. of Price Management 

企業金融局 
Corporate Finance Dept. 

財政情報科学・統計局 
Dept. of Financial Informatics 

& Statistics 

債務管理・対外財政局 
Dept. of Debt Management & 

External Finance 

保険監督局 
Insurance Supervisory 

Authority 

附属機関 
Subordinate Units 

財政戦略・政策研究所 
Institute of Strategy & Policy 

on Finance 

「ベ」国フィナンシャルタイムズ

Vietnam Financial Times 

フィナンシャルマガジン 
Financial Magazine 

財務職員研修所 
Training Center for Financial 

Officers 

財政アカデミー 
Academy of Finance 

財政・マーケティング大学 
University of Finance & 

Marketing 

財務出版所 
Financial Publishing House 

会計・財務大学 
College of Accounting & 

Finance 

財務・事業管理大学 
College of Finance & Business 

Administration 

税関・財務大学 
College of Customs & Finance 



2-3 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２－１－２ 財政・予算 

図２－２ GDVC 組織図 

財務省 
Ministry of Finance 

税関総局（約 10,500 人） 
General Dept. of Viet Nam Customs 

地方組織（約 9,100 人） 
 

地方管区税関（33 箇所） 
Provincial/Inter-Provincial/City

Customs Department 

税関出張所（194 箇所） 
Customs Branches 

中央組織（約 1,400 人） 
 
 
 

税関調査研究所（27 人） 
Customs research Institute 

税関分析所（107 人） 
Customs Laboratory Center 

税関研修所（54 人） 
Customs School 

税関新聞（22 人） 
Customs Newspaper 

総局長（1 人） 
Director General 

副総局長（4 人） 
Deputy Director General 

監督・管理局（66 人） 
Customs Supervision & 

Control Department 

事後調査局（121 人） 
Post Clearance Audit Dept. 

徴収・審査局（96 人） 
Duty Collection & 

Examination Department 

監察局（60 人） 
Inspection Department 

密輸取締・捜査局（372 人） 
Anti-smuggling & 

Investigation Department 

税関情報技術・統計局（91 人） 
Customs IT & Statistics Dept. 

国際協力局（35 人） 
International Cooperation Dept. 

法務局（36 人） 
Legal Department 

財務・計画局（64 人） 
Finance & Planning Dept. 

組織・人事局（50 人） 
Organization & Personnel Dept. 

総務局（86 人） 
General Affairs Department 

税関近代化・改革委員会（61 人） 
Board of Customs 

Modernization & Reform 

リスク管理委員会（60 人） 
Board of Customs Risk 

Management 
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  ２－１－２ 財政・予算 

 

本プロジェクトの実施機関である GDVC の近年の予算額及び執行状況は、表２－１に示

すとおりである。 

表２－１ GDVC 予算額及び執行状況 

（上段：予算額、下段：執行額）（単位：10 億 VND） 

 2008 2009 2010 2011 

GDVC 
1,633 2,031 1,667 2,611

1,563 2,046 1,516 -

うち税関情報技術費予算 
63 150 176 235

112 40 105 -

（出典：GDVC） 

 

なお、2012 年から 2015 年の GDVC の予算については、当該年の GDVC 徴収目標額の 1.9%

とされているところ、2012 年の GDVC 予算額は、同年の徴収目標額が 223.9 兆 VND とさ

れていることから、4.2 兆 VND となる。また、近年の徴収目標額の推移（表２－２参照。）

から想定される 2015 年までの予算額は、表２－３に示すとおりである。 

 

表２－２ 近年の GDVC 徴収額 

（単位：10 億 VND） 

 2008 2009 2010 2011 2012 

目標額 84,000.5 121,200.0 131,500.0 180,700.0 223,900.0

実績額 125,517.5 143,765.0 181,487.0 205,000.0* -

*2011 年 10 月現在 （出典：GDVC） 

 

表２－３ GDVC 予算額推計 

（単位：10 億 VND） 

 2012 2013 2014 2015 

GDVC 予算額 4,254 5,232 6,435 7,916

うち税関情報技術費予算 383 471 579 712

（注）2013 年から 2015 年の予算額は、前年予算額に徴収目標額の過去 3年間の平均増

加率（23.2%）を乗じて算出。また、2012 年から 2015 年の税関情報技術費予算は、

2011 年における GDVC 全体予算に占める同予算の割合（9.0%）が維持されるものと

して計上。 

 

2012 年度の GDVC 予算額は前年比＋63%、1.6 兆 VND（約 60 億円）の増額となる。また、

税関情報技術費予算についても前年比＋63%、1,480 億 VND（約 5.6 億円）の増額が見込

まれる。「ベ」国においては、今後も国際貿易の増加が見込まれるところ、本プロジェク

トの「ベ」国側負担事項にかかる経費を十分賄うことが可能である。 
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 ２－１－３ 技術水準 

 

 GDVC では、既に複数の IT システムを業務上活用しており、その運用・維持管理は税

関情報技術・統計局が担ってきている。VNACCS/VCIS も、税関の業務処理にかかる IT シ

ステムの一つとして、同局がこれまで培ってきた経験・ノウハウを活かしつつ、運用・

維持管理を担当することとなる。また、地方税関においても相当数の職員が IT システム

を利用した業務を経験している。なお、GDVC においては、組織・人事局が職員の研修計

画案を策定し、税関研修所が職員研修を実施する体制が整備されているほか、職務上必

要とされる専門性を有した人材の採用も行われている。 

 上記の採用及び職員研修を通じた GDVC の自助努力に鑑み、本プロジェクトにおいて導

入される VNACCS/VCIS の円滑な運用及び効果的な活用の実現を図る素地はできている。 

なお、GDVC は、現在、我が国に対し、VNACCS/VCIS の導入に伴う法制度及び業務プロ

セス等の見直しや「ベ」国税関の IT 専門家の能力向上等を目的とした技術協力の要請を

行っているところ、新たな通関 IT システムの円滑な運用及び効果的な活用の実現を一層

確実なものとする観点から、当該技術協力が速やかに実施されることが望ましい。 

 

 ２－１－４ 既存施設・機材 

 

本プロジェクトにより新たに導入される VNACCS/VCIS のためのデータセンターは、

GDVC 新庁舎の敷地内において、現在新規建設中となっている（「ベ」国側負担事項）。 

なお、ネットワークについては、現在、税関官署間については財務省 WAN、税関官署

内については財務省 LAN が使用されており、当該 WAN/LAN を引続き活用することも可能

であるが、VNACCS/VCIS の導入にあたり、WAN/LAN を別途構築することが検討されている。 

 

２－２ プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 

 ２－２－１ 関連インフラの整備状況 

 

本プロジェクトにかかる「ベ」国側負担事項であるデータセンターの建設地は、ハノ

イ市内の新開発地域（カウザイニュータウン）にある GDVC 新庁舎の敷地内であり、道路、

電気、水道等のインフラは整備されている。なお、「ベ」国においては、停電や電圧降下

等の電力供給関係の問題がみられるが、政府機関は電力優先供給先とされているほか、

データセンターには自家発電装置や UPS（無停電電源装置）も設置されることとなって

いる。 
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２－２－２ 自然条件 

 

本プロジェクトは、IT システムの開発・導入にかかるものであり、設計及び実施に影

響を及ぼす自然条件は想定されない。 

また、本プロジェクトにかかる相手国側負担事項であるデータセンターの建設地につ

いても、既に「ベ」国政府承認の下、建設が進められており、自然条件の影響は想定さ

れていない。なお、同建設地は、ハノイ市内の新開発地域（カウザイニュータウン）に

ある GDVC の新庁舎の敷地内であり、同地域は過去に地震や洪水などの自然災害に見舞わ

れた記録はないとの回答を得ている。ちなみに、同データセンターは 5 階建てであり、

サーバルームには 3～5階が充てられることとなっている。また、高温多湿なハノイ市に

おいては、データセンター内の温度・湿度管理が重要となるが、常時稼働の空調設備に

より、温度については約 22℃、湿度については約 50%に保たれることになっている。 

 

 ２－２－３ 環境社会配慮 

 

本プロジェクトは、IT システムの開発・導入にかかるものであり、環境や社会への望

ましくない影響が最低限かあるいはほとんどない。なお、本プロジェクトは、JICA の環

境社会配慮ガイドライン（2010 年 4 月）において、カテゴリ Cに分類される。 

 

２－３ その他（グローバルイシュー等） 

 

特になし。 
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３－１ プロジェクトの概要 

 

（１）上位目標とプロジェクト目標 

本プロジェクトは、「ベ」国において、通関手続きが迅速化されるとともに適切な取締

りが行われることを上位目標とするものであり、「ベ」国において、NACCS/CIS 技術を活

用した通関 IT システムである VNACCS/VCIS の構築を通じて、ナショナル・シングルウィ

ンドウの導入を含む税関行政の近代化が図られることをプロジェクト目標とする。 

 

（２）プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、上記目標を達成するために、NACCS 技術を活用した電子通関とナ

ショナル・シングルウィンドウを可能とするためのソフトウェアの開発及び CIS 技術の

通関業務に係る基本機能を活用した税関情報システムにかかるソフトウェアの開発を行

うこととしており、これにより、「ベ」国において、①NACCS/CIS 技術を活用した通関 IT

システムである VNACCS/VCIS が構築されること、②VNACCS/VCIS が稼働するための機材

環境が整備されること、が期待されている。本プロジェクトの主たる要素は、表３－１

のとおりである。 

 

表３－１ 本プロジェクトの主たる要素 

(1) VNACCS/VCIS ソフトウェア開発 

 1) 電子申告（e-Declaration）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易（輸入、

輸出、トランジット等）関係者が貨物の通関及び引取りに係る法令及び手続

きに従うことを支援するほか、「ベ」国のナショナル・シングルウィンドウの

ASEAN シングルウィンドウへの接続に資する。 

 2) 電子積荷目録（e-Manifest）：本モジュールは、税関当局及び国際輸送関係者

が貨物の通関及び引取りに係る法令及び手続きに従うことを支援する。 

 3) 電子インボイス（e-Invoice）：本モジュールは、国際貿易関係者が電子商業

インボイスを貨物の通関及び引取りに利用することを支援する。 

 4) 審査選定処理（Selectivity）：本モジュールは、税関当局がリスク情報／リ

スク判定基準を基に審査・検査（即時許可/書類審査/現物検査）に関する決

定を行うことを支援する 

 5) 電子納税（e-Payment）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易関係者が関

係諸税の電子納付を利用することを支援するとともに、税関当局による関税

等の納付管理を支援する。 

 6) 電子原産地証明書（e-C/O）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易関係者

が電子原産地証明書を利用することを支援する。 
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 7) 輸出入者管理（Importer / exporter management）：本モジュールは、税関当

局が輸入者/輸出者/通関業者/システム利用者を全国規模で管理することを

支援する。 

 8) 貨物の通関及び引取り：本モジュールは、税関当局が貨物の通関及び引取り

に関する決定を行うことを支援する。 

 9) 監督及び管理：本モジュールは、システム管理者や権限を付与された者がシ

ステムの利用・アクセスの監督及び管理を行うことを支援する。 

 10) システムテスト/開通テスト、税関当局のシステム利用者への研修、技術支援

及びシステムメンテナンス 

(2) VNACCS/VCIS 用ハードウェア調達 

 上記ソフトウェアの稼働に必要なハードウェア、OS、ミドルウェア、関連機器の調

達 

 

なお、VNACCS/VCIS が「ベ」国において継続的に利用されることを確保する観点から、

VNACCS/VCIS の著作権のうち、そのために必要とされるものについては、関係当事者間

で行われる検討に基づいて、「ベ」国側に移転されることとなる。 

 

３－２ 協力対象事業の概略設計 

 

 ３－２－１ 設計方針 

 

 （１）基本方針 

本プロジェクトにおいては、GDVC が「ベトナム税関近代化のための電子通関及びナシ

ョナル・シングルウィンドウ構築プロジェクトのブリーフデザイン」（以下、B/D）を作

成している。B/D の作成にあたっては、我が国において税関の所掌事務に係る電子情報

処理に関する調査、企画及び調整を含む税関行政を所掌している財務省関税局により、

我が国の NACCS/CIS の特長や設計構造及び「ベ」国税関の現状を把握したうえで、きめ

細かく指導・助言がなされている。そのため、B/D は VNACCS/VCIS 導入の目的を、NACCS

及び CIS を擁する我が国の通関 IT システムのみならず、そのベースとなる我が国の法制

度等も必要に応じて「ベ」国に導入することを通じて「ベ」国税関の近代化を図ること

と明確に位置づけた上で、システム開発過程における要件定義(ソフトウェアに実装され

るべき機能を明確化するもの)を行うとともに、要件定義を踏まえたシステム設計(業務

設計(業務一覧、業務フローを含む)、オンライン及びバッチ処理方式設計、信頼性設計、

性能設計等)等基本設計まで踏み込んだ記載をしており、その内容は妥当なものとなって

いる。 

したがって、本プロジェクトにかかる設計においては、B/D の内容を最大限活用する

方針とした。 
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 （２）自然環境条件に対する方針 

本プロジェクトは、IT システムの開発・導入にかかるものであり、環境や社会への望

ましくない影響が最小限かあるいはほとんどない。 

また、本プロジェクトにかかる相手国側負担事項であるデータセンターの建設地につ

いても、過去に地震や洪水などの自然災害に見舞われた記録はないとの回答を得ている。

なお、同データセンターは 5階建てであり、サーバルームには 3～5階が充てられること

となっている。また、高温多湿なハノイ市においては、データセンター内の温度・湿度

管理が重要となるが、常時稼働の空調設備により、温度については約 22℃、湿度につい

ては約 50%に保たれることとなっている。 

 

 （３）社会経済条件に対する方針 

上記１－１－１のとおり、「ベ」国経済が継続的に成長している中、税関への輸出入申

告件数はここ数年大幅に増加している状況にあり、今後も経済成長率を上回るペースで

の増加が見込まれている。したがって、VNACCS/VCISの要件・仕様作成にあたっては、「ベ」

国における今後の輸出入申告件数の増加に十分対応しうる要件・仕様を確保することと

する。 

 

 （４）調達事情に対する方針 

ソフトウェア開発については、「ベ」国からの随意契約にかかる要請及び NACCS/CIS の

開発経験を有するベンダーが 1 社しか存在しないという事実を踏まえ、我が国の

NACCS/CIS の技術を活用した「ベ」国における通関 IT システムである VNACCS/VCIS とい

う本プロジェクトの目的物が持つ特殊性、目的物の完成までの時間的制約及び本プロジ

ェクトの実施にかかるトータルコストからみた経済的合理性について、技術的な視点か

ら検討を行った結果、調達先を現行 NACCS/CIS の開発ベンダーとすることが合理的と判

断した。 

また、「無償資金協力調達ガイドライン（日本の一般プロジェクト無償資金協力等）」

の第 3部 III-2-1 に規定された（2）一般競争入札方式以外の調達方法 3)資格条件に

あったサプライヤーや請負業者の数が極めて限られている場合、に合致すると判断され

ることから、VNACCS/VCIS ソフトウェアの調達方法としては同開発ベンダーとの随意契

約が適当である。 

ソフトウェア開発期間については、B/D に基づく業務数及び想定されるステップ数か

ら試算した工数からみて、一般的にはシステム稼働までに最低 30 カ月程度は要すると考

えられる。しかしながら、上記のとおり、随意契約により現行 NACCS/CIS の開発ベンダ

ーがソフトウェアの開発を行う場合には、現行開発ベンダーが有するメリットを活かし

て各工程で所要期間を短縮しうることから、契約締結後 22 カ月以内に VNACCS/VCIS を稼

働させることが可能である。なお、GDVC としては、2014 年 3 月までの VNACCS/VCIS 稼働

を要請しているところ、現行 NACCS/CIS の開発ベンダーと随意契約を行う場合には、一

般競争入札手続きに要する期間を省略しうることと相俟って、同期限内に開発・試験を

終え、VNACCS/VCIS を稼働することが可能である。 

ハードウェア、OS、ミドルウェアについては、IT システム、とりわけ基幹システムの
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開発においては、①安定性・信頼性の確保、②障害時における迅速な復旧、③処理性能

の確保、等を図るため、ソフトウェアと一体的に設計・開発することが本来望ましいこ

とから、我が国における NACCS の開発に際しては、ソフトウェアとの一体的な調達が行

われている。しかしながら、無償資金協力案件では、経済性・効率性・公平性の観点か

ら競争による調達が求められているという原則に鑑み、上記のとおりソフトウェアの調

達を随意契約により行うこととする場合において、ハードウェア、OS、ミドルウェアの

調達についてまで随意契約の対象に含めることは不適当である。したがって、ハードウ

ェア、OS、ミドルウェアについては、ソフトウェアの調達とは切離し、一般競争入札に

より調達する方針とする。 

ただし、その場合には、ソフトウェアの開発業者とは異なる業者がハードウェア、OS、

ミドルウェアの調達業者となる可能性があることから、上記①から③に対応し、本プロ

ジェクトの円滑な実施を確保するため、調達仕様書を適切に作成すること（サーバの仕

様に具体的な OS 及びミドルウェアに関する情報を含め、業者間の責任分担・責任範囲を

明確化すること）により、リスクの極小化を図ることが適当である。また、入札図書に

は、参考資料としてソフトウェア仕様書を付すこととする。 

なお、入札については無償資金協力調達ガイドラインに従って行われることとなり、

同ガイドライン上、入札により決定される契約業者は日本人でなければならない。 

本プロジェクトにおいて調達されるハードウェア、OS、ミドルウェアについては、い

ずれも基本的に「ベ」国において調達可能であるが、「ベ」国において生産されてはおら

ず、原産国は本邦または第三国となる。また、価格については、業界慣行としてグロー

バル・プライシングが行われていることから、調達国による顕著な差異は認められない。

本プロジェクトにおいては、VNACCS/VCIS 運用開始後、「ベ」国においてベンダー（現地

代理店を含む。）から保守サービスが適時・適切に受けられることが極めて重要であるが、

ベンダーの事業方針から、「ベ」国以外で調達された製品については「ベ」国における同

製品の正規ベンダーから保守サービスを受けられないおそれがある。したがって、ハー

ドウェア、OS、ミドルウェアの調達においては、「ベ」国において正規ベンダーから保守

サービスの提供を適時・適切に受けられることを条件とする方針とする。 

無償資金協力プロジェクトにおいては、被援助国はプロジェクトの設計、入札、積算

及び調達の監理に関するコンサルティングサービスのための契約を日本人コンサルタン

トと締結することとされているが、当該コンサルタント契約については、無償資金協力

調達ガイドラインに従って JICA から出される推薦状に基づいて、随意契約によって行わ

れることとなる。 

 

 （５）現地業者の活用に係る方針 

ソフトウェア開発については、上記（４）のとおり、現行 NACCS/CIS の開発ベンダー

を調達先とすることが合理的であるが、実際の開発作業においては、VNACCS/VCIS 導入

後の保守及び更改作業にかかる現地対応体制・能力の整備を図る等の観点から、当該日

本の開発ベンダーは現地 IT ベンダー（現地 SE）を極力活用することが望まれる。 
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 （６）運営・維持管理に対する対応方針 

GDVC では、既に複数の IT システムを業務上活用しており、その運用・維持管理は税

関情報技術・統計局が担ってきている。VNACCS/VCIS も、税関の業務処理にかかる IT シ

ステムの一つとして、同局がこれまで培ってきた経験・ノウハウを活かしつつ、また、

関係ベンダーと協力しつつ、運用・維持管理を担当することとなる。 

なお、B/D に示されている VNACCS/VCIS の運用・保守体制は、日本の NACCS/CIS の運

用・保守体制を踏まえたものとなっており、妥当なものとなっていることから、B/D に

従って当該体制が構築されるべきである（後記３－４参照。）。 

 

 （７）施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

本プロジェクトにおいては、上記（１）のとおり、GDVC が我が国財務省関税局の協力

を受けつつ B/D を作成しており、B/D が提案している本システムの開発コンセプト及び

業務機能・フローは、以下の特徴を有している。 

① 我が国の NACCS/CIS と同様に、税関と国際物流関係者をオンラインで結ぶことに

より、申告処理と審査選定機能や納税機能との連携を図り、申告受理から許可通

知までを自動処理することを開発コンセプトとして業務機能及びフローが設定さ

れていること 

② 「ベ」国の現状を踏まえつつも、国際物流の川上から川下まで関係者による情報

が一元的に共有され、また再利用されることを開発コンセプトとして、我が国の

NACCS/CIS と同様の業務機能(登録、呼出し、照会、修正等)及びフローが設定さ

れていること 

これら B/D が提案している VNACCS/VCIS が提供する業務機能及びフローについては、

「ベ」国特有のものもあるが、基本的には我が国における通関制度や業務プロセスをシ

ステム化した NACCS/CIS をベースに設定されたものであり、「ベ」国にとっては法制度

及び業務プロセスの変更をもたらすものもある。しかしながら、「ベ」国財務省及び GDVC

内部においては、幹部を含めて B/D の開発コンセプトが共有されており、B/D が提案す

るシステムが提供する業務機能・フローに対応する制度及び業務プロセスの変更を行う

としていることから、本プロジェクトで実現する我が国の NACCS/CIS の技術を活用した

VNACCS/VCIS のソフトウェアの機能・仕様としては、GDVC が作成した B/D をベースに概

略設計を行う方針とする。 

また、B/D が提案するシステムの性能については、①オンライン業務処理のトラフィ

ック処理時間1の目標値を平均 1 秒以内とする等我が国における NACCS/CIS と同様の性

能を確保したものであること、②「べ」国において今後想定される輸出入申告件数を前

提として、想定される年間トラフィック数2やピーク時トラフィック等を確保している

こと等から、VNACCS/VCIS ソフトウェアの性能についても B/D をベースに概略設計を行

う方針とする。 

更に、オンライン及びバッチ処理方式設計、信頼性設計等 B/D が提案している

                                                  
1 トラフィック処理時間は、フロントサーバが電文を受信してから業務処理を行い、送信し、トランザク

ションが終了するまでの時間。 
2 トラフィック数は、申告件数に 1 申告当たりの実施業務件数を乗じて算出。 



3-6 
 

VNACCS/VCIS の設計方針は、いずれも「ベ」国の現状を踏まえつつも、我が国の NACCS/CIS

が持つ要素を極力取り入れた通関 IT システムの実現を目指したものと判断できること

から、本プロジェクトにおいては、B/D 全体をベースとして概略設計を行う方針とする。 

 

 ３－２－２ 基本計画 

 

（１）本システムの概要 

   

①設計コンセプト 

VNACCS/VCIS の業務機能設計コンセプトは、図３－１のとおりとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 業務機能設計コンセプト 

 

  ②前提条件 

 VNACCS/VCIS の処理範囲は、輸入については輸送手段の到着から貨物のマニフ

ェスト提出、輸入申告、許可、国内への引取りまで、輸出については輸出申告、

許可、出港までの国際運送貨物に係る税関手続きとする。 

 対象地域は、「ベ」国内全域とする。 

 VNACCS/VCIS で対象とする利用者は、キャリア、物流関係企業、銀行、輸出入

者、税関及びその他の政府機関とする。 

 「ベ」国税関システム（統計機能）への情報提供、銀行との口座残高情報の交

換、我が国の NACCS とのインボイス情報の交換を可能とし、情報の有効活用を

図る。他システムとの接続イメージを図３－２に示す。 

 

  

－設計コンセプト－ 

信頼性：いつでも利用可能 

正確性：確かなデータ提供 

拡張性：将来の備え、利用形態に合わせた設計 

省力化：人手による作業の削減 

即時性：リアルタイム応答、迅速な貨物引取 

利便性：情報活用の推進 
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(A) オンライン連携 

- NACCS（国際連携受付サーバ）（インボイス情報送受信機能） 

- 「ベ」国税関システム（統計機能） 

- KTT559/e-Payment3 

- e-Customs4 

- GTT015 

(B) ファイル連携 

- 銀行システム 

(C) 媒体連携 

- 対象システムなし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 他システムとの接続イメージ 

 

 「ベ」国の既存の税関システム（遠隔システム、e-Customs）から本システムへ

の移行は行わない。 

 

  

                                                  
3 「ベ」国の会計（収納管理）システム。 
4 「ベ」国の既存の電子通関システム。 
5 「ベ」国の価格情報システム。 

「ベ」国 日本 

VNACCS 
VCIS 

NACCS 

「ベ」国税関

統計機能 

銀行システム

KTT559/ 
e-Payment 

e-Customs 

ファイル連携 
口座残高情報 

オンライン 
未収納税額情報 

オンライン 
輸出入許可情報 

オンライン 
統計の元となる情報

オンライン連携 
インボイス情報 

GTT01 

オンライン 
輸出入許可情報 
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（２）業務設計 

B/D 第 2 章に示されているオンライン業務及びバッチ業務は、我が国の NACCS/CIS に

おける業務（輸入申告、輸出申告、保税運送申告等）を基礎としつつ、「ベ」国に合わ

せて陸上輸送貨物にも対応したものとなっている。本業務設計は、NACCS/CIS における

基幹業務をサポートしつつ、「ベ」国特有の陸上輸送貨物の通関にも対応しており、我

が国の NACCS・CIS 技術・機能を前提として「ベ」国の通関プロセスに対応するという

VNACCS/VCIS の目的と合致していることから、VNACCS/VCIS において処理する業務とし

て概ね適当である。したがって、VNACCS/VCIS のオンライン業務及びバッチ業務は、基

本的に B/D 第 2 章に従うこととし、当該業務の一覧を表３－２から表３－５に示す。 

 

 

表３－２ VNACCS オンライン業務一覧 

項

番 

業務 

コード 
業務名 機能 業務概要 海

上 

航
空 

鉄
道 

ト
ラ
ッ
ク 

上段：入力者 

下段：出力先 

上段：入力

下段：出力

税 

関 

キ
ャ
リ
ア 

輸
出
入
者 

物
流
関
係
企
業 

銀
行 

E
D
I
F
A
C
T
 

X
M
L
 

W
C
O
税
関
 

デ
ー
タ
モ
デ
ル
 

【e-Manifest】    

1 MFR 

マニフェ

スト情報

登録Ａ 

登録 

本船利用船会社単位（共同運航の場合は、

各本船利用船会社の自社単位）にマニフ

ェスト情報及び仮陸揚情報を登録する。

なお、本業務は「マニフェスト提出Ａ（Ｄ

ＭＦ）」業務が行われるまで行うことがで

きる。 

本情報によりスクリーニングを実施する

ことが可能である。 

○

○    ○   

○    ○   

2 CMF 

マニフェ

スト情報

訂正Ａ 

変更・訂

正・取消・

追加 

登録済のマニフェスト情報及び仮陸揚情

報の提出前の変更及び取消、提出後の追

加、訂正及び取消を行う。 

○

○    ○   

○ ○    ○   

3 CMF11 

マニフェ

スト情報

訂正呼出

しＡ 

呼出し 

「マニフェスト情報訂正Ａ（ＣＭＦ）」業

務に先立ち、登録済みのマニフェスト情

報の呼出しを行う。 

○

○       

○       

4 DMF 

マニフェ

スト提出

Ａ 

登録 

本船利用船会社毎に税関へマニフェスト

の提出（事前報告）及び仮陸揚届の提出

（事前報告）を行う。 

○

○    ○   

○ ○    ○   

5 IMI 

マニフェ

スト情報

照会Ａ 

照会 

本船単位（船舶コード、船卸港、船卸港

枝番単位）に登録済みのマニフェスト情

報を照会する。 

○

○ ○       

○ ○       

6 NVC 

ハウスマ

ニフェス

ト情報登

録Ａ 

登録・変

更・取消 

マスターＢ／Ｌ単位にハウスマニフェス

ト情報及び仮陸揚情報の登録、変更及び

取消を行う。 

本情報によりスクリーニングを実施する

ことが可能である。 

○

 ○     

 ○     
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項

番 

業務 

コード 
業務名 機能 業務概要 海

上 

航
空 

鉄
道 

ト
ラ
ッ
ク 

上段：入力者 

下段：出力先 

上段：入力

下段：出力

税 

関 

キ
ャ
リ
ア 

輸
出
入
者 

物
流
関
係
企
業 

銀
行 

E
D
I
F
A
C
T
 

X
M
L
 

W
C
O
税
関
 

デ
ー
タ
モ
デ
ル
 

7 NVC11 

ハウスマ

ニフェス

ト情報変

更呼出し

Ａ 

呼出し 

「ハウスマニフェスト情報登録Ａ（ＮＶ

Ｃ）」業務での変更に先立ち、登録済のハ

ウスマニフェスト情報の呼出しを行う。

○

 ○     

 ○     

8 INV 

ハウスマ

ニフェス

ト情報照

会Ａ 

照会 
ハウスマニフェスト情報をマスターＢ／

Ｌ単位に照会する。 
○

○  ○     

○  ○     

9 CLR 
貨物積込

登録Ａ 
登録 

仮陸揚届が提出された貨物について、貨

物積込情報を登録する。 
○

○  ○     

○ ○  ○     

10 ACH 

マニフェ

スト情報

登録Ｂ 

登録 

外国貿易機から取り卸される外国貨物に

ついて、マニフェスト情報及び仮陸揚情

報を登録する。 

なお、本業務は「マニフェスト提出Ｂ（Ｅ

ＡＷ）」業務が行われるまで行うことがで

きる。 

本情報によりスクリーニングを実施する

ことが可能である。 

○

○       

○       

11 CAW 

マニフェ

スト情報

訂正Ｂ 

変更・訂

正・取消・

追加 

登録済のマニフェスト情報及び仮陸揚情

報の提出前の変更及び取消、提出後の追

加、訂正及び取消を行う。 

○

○       

○ ○       

12 CAW11 

マニフェ

スト情報

訂正呼出

しＢ 

呼出し 

「マニフェスト情報訂正Ｂ（ＣＡＷ）」業

務に先立ち、登録済のマニフェスト情報

の呼出しを行う。 

○

○       

○       

13 EAW 

マニフェ

スト提出

Ｂ 

登録 

到着便単位に税関へマニフェストの提出

（事前報告）及び仮陸揚届の提出（事前

報告）を行う。 

○

○       

○ ○       

14 IMF11 

マニフェ

スト情報

照会Ｂ 

照会 
到着便単位に登録済みのマニフェスト情

報を照会する。 
○

○ ○       

○ ○       

15 HCH 

ハウスマ

ニフェス

ト情報登

録Ｂ 

登録・変

更・取消 

マスターＡＷＢ単位にハウスマニフェス

ト情報及び仮陸揚情報の登録、変更及び

取消を行う。 

本情報によりスクリーニングを実施する

ことが可能である。 

○

 ○     

 ○     

16 HCH11 

ハウスマ

ニフェス

ト情報変

更呼出し

Ｂ 

呼出し 

「ハウスマニフェスト情報登録Ｂ（ＨＣ

Ｈ）」業務での変更に先立ち、登録済のハ

ウスマニフェスト情報の呼出しを行う。

○

 ○     

 ○     

17 IMF12 

ハウスマ

ニフェス

ト情報照

会Ｂ 

照会 
ハウスマニフェスト情報をマスターＡＷ

Ｂ番号単位に照会する。 
○

○  ○     

○  ○     

18 CLB 
貨物積込

登録Ｂ 
登録 

仮陸揚届が提出された貨物について、貨

物積込情報を登録する。 
○

○  ○     

○ ○  ○     
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項

番 

業務 

コード 
業務名 機能 業務概要 海

上 

航
空 

鉄
道 

ト
ラ
ッ
ク 

上段：入力者 

下段：出力先 

上段：入力

下段：出力

税 

関 

キ
ャ
リ
ア 

輸
出
入
者 

物
流
関
係
企
業 

銀
行 

E
D
I
F
A
C
T
 

X
M
L
 

W
C
O
税
関
 

デ
ー
タ
モ
デ
ル
 

19 RMR 

マニフェ

スト情報

登録Ｃ 

登録 

陸上輸送される外国貨物について、マニ

フェスト情報及び仮陸揚情報を登録す

る。 

なお、本業務は「マニフェスト提出Ｃ（Ｄ

ＲＭ）」業務が行われるまで行うことがで

きる。 

本情報によりスクリーニングを実施する

ことが可能である。 

○

○       

○       

20 CRM 

マニフェ

スト情報

訂正Ｃ 

変更・訂

正・取消・

追加 

登録済のマニフェスト情報及び仮陸揚情

報の提出前の変更及び取消、提出後の追

加、訂正及び取消を行う。 

○

○       

○ ○       

21 CRM11 

マニフェ

スト情報

訂正呼出

しＣ 

呼出し 

「マニフェスト情報訂正Ｃ（ＣＲＭ）」業

務に先立ち、登録済のマニフェスト情報

の呼出しを行う。 

○

○       

○       

22 DRM 

マニフェ

スト提出

Ｃ 

登録 
税関へマニフェストの提出（事前報告）

及び仮陸揚届の提出（事前報告）を行う。
○

○       

○ ○       

23 IRM 

マニフェ

スト情報

照会Ｃ 

照会 
登録済みのマニフェスト情報を照会す

る。 
○

○ ○       

○ ○       

24 HRM 

ハウスマ

ニフェス

ト情報登

録Ｃ 

登録・変

更・取消 

ハウスマニフェスト情報の登録、変更及

び取消を行う。 

本情報によりスクリーニングを実施する

ことが可能である。 

○

 ○     

 ○     

25 HRM11 

ハウスマ

ニフェス

ト情報変

更呼出し

Ｃ 

呼出し 

「ハウスマニフェスト情報登録Ｃ（ＨＲ

Ｍ）」業務での変更に先立ち、登録済のハ

ウスマニフェスト情報の呼出しを行う。

○

 ○     

 ○     

26 IHR 

ハウスマ

ニフェス

ト情報照

会Ｃ 

照会 ハウスマニフェスト情報を照会する。 ○

○  ○     

○  ○     

27 LCR 
貨物積込

登録Ｃ 
登録 

仮陸揚届が提出された貨物について、貨

物積込情報を登録する。 
○

○  ○     

○ ○  ○     
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項

番 

業務 

コード 
業務名 機能 業務概要 海

上 

航
空 

鉄
道 

ト
ラ
ッ
ク 

上段：入力者 

下段：出力先 

上段：入力

下段：出力

税 

関 

キ
ャ
リ
ア 

輸
出
入
者 

物
流
関
係
企
業 

銀
行 

E
D
I
F
A
C
T
 

X
M
L
 

W
C
O
税
関
 

デ
ー
タ
モ
デ
ル
 

【e-Declaration】    

28 IDA 
輸入申告

事項登録 
登録・変更 

「輸入申告（ＩＤＣ）」業務に先立ち、輸

入申告に関する事項及び評価申告に関す

る事項を登録する。システムは自動的に

関税等の税額を算出し、登録する。 

また、登録内容を変更することができる。

○ ○ ○ ○

○ ○    ○

○ ○    ○

29 IDB 

輸入申告

事項呼出

し 

呼出し 

「輸入申告事項登録（ＩＤＡ）」業務での

変更に先立ち、システムに登録した輸入

申告に関する情報を呼び出す。 

なお、ＩＤＡ業務に先立ち、システムに

登録されているマニフェスト情報、イン

ボイス・パッキングリスト情報のうち、

利用しうる情報を呼び出すこともでき

る。 

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

30 IDC 輸入申告 登録 

「輸入申告事項登録（ＩＤＡ）｣業務後、

税関に対し、輸入申告及び評価申告の手

続きを行う。 

○ ○ ○ ○

○ ○    ○

○ ○ ○ ○   ○

31 IDA01 

輸入申告

変更事項

登録 

訂正 
「輸入申告（ＩＤＣ）」業務後、許可前に

輸入申告に関する事項を訂正する。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

32 IDD 

輸入申告

変更事項

呼出し 

呼出し 

「輸入申告変更事項登録（ＩＤＡ０１）」

業務に先立ち、システムに登録されてい

る輸入申告に関する情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

33 IDE 
輸入申告

変更 
訂正 

「輸入申告変更事項登録（ＩＤＡ０１）｣

業務後、税関に対し、輸入申告の訂正の

手続きを行う。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

301 MIC 

輸入申告

（エキス

プレスカ

ーゴ） 

登録 

少額無税のエキスプレスカーゴについ

て、税関に対し、輸入申告の手続きを行

う。 

○

○ ○     

○ ○ ○     

302 MID 

輸入申告

呼出し（エ

キスプレ

スカーゴ） 

呼出し 

「輸入申告（エキスプレスカーゴ）（ＭＩ

Ｃ）」業務または「輸入申告変更（エキス

プレスカーゴ）（ＭＩＥ）」業務に先立ち、

システムに登録されている輸入申告（エ

キスプレスカーゴ）に関する情報を呼び

出す。 

○

○ ○     

○ ○     

303 MIE 

輸入申告

変更（エキ

スプレス

カーゴ） 

訂正 

少額無税のエキスプレスカーゴについ

て、税関に対し、輸入申告の訂正の手続

きを行う。 

○

○ ○     

○ ○ ○     
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項

番 

業務 

コード 
業務名 機能 業務概要 海

上 

航
空 

鉄
道 

ト
ラ
ッ
ク 

上段：入力者 

下段：出力先 

上段：入力

下段：出力

税 

関 

キ
ャ
リ
ア 

輸
出
入
者 

物
流
関
係
企
業 

銀
行 

E
D
I
F
A
C
T
 

X
M
L
 

W
C
O
税
関
 

デ
ー
タ
モ
デ
ル
 

35 CEA 
輸入申告

審査終了 
登録 

輸入申告に関する審査終了及び検査終了

の情報を登録する。 
○ ○ ○ ○

○       

○ ○ ○ ○    

36 PAI 
輸入申告

撤回等 
取消 

輸入申告、修正申告において、何らかの

理由でシステムでの税関手続きを止める

場合に、撤回及び手作業移行の情報を登

録する。 

○ ○ ○ ○

○       

○       

37 IID 
輸入申告

等照会 
照会 

輸入申告の内容及び手続き状況を照会す

る。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

38 EDA 
輸出申告

事項登録 
登録・変更 

「輸出申告（ＥＤＣ）」業務に先立ち、輸

出申告に関する事項を登録する。システ

ムは自動的に関税等の税額を算出し、登

録する。 

また、登録内容を変更することができる。

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

39 EDB 

輸出申告

事項呼出

し 

呼出し 

「輸出申告事項登録（ＥＤＡ）」業務での

変更に先立ち、システムに登録した輸出

申告に関する情報を呼び出す。 

なお、ＥＤＡ業務に先立ち、システムに

登録されているインボイス・パッキング

リスト情報のうち、利用しうる情報を呼

び出すこともできる。 

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

40 EDC 輸出申告 登録 
「輸出申告事項登録（ＥＤＡ）｣業務後、

税関に対し輸出申告の手続きを行う。 
○ ○ ○ ○

○ ○    ○

○ ○ ○ ○   ○

41 EDA01 

輸出申告

変更事項

登録 

訂正 
「輸出申告（ＥＤＣ）」業務後、許可前に

輸出申告に関する事項を訂正する。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

42 EDD 

輸出申告

変更事項

呼出し 

呼出し 

「輸出申告変更事項登録（ＥＤＡ０１）」

業務に先立ち、システムに登録されてい

る輸出申告に関する情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

43 EDE 
輸出申告

変更 
訂正 

「輸出申告変更事項登録（ＥＤＡ０１）｣

業務後、税関に対し輸出申告の訂正の手

続きを行う。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

401 MEC 

輸出申告

（エキス

プレスカ

ーゴ） 

登録 

少額無税のエキスプレスカーゴについ

て、税関に対し、輸出申告の手続きを行

う。 

○

○ ○     

○ ○ ○     
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402 MED 

輸出申告

変更呼出

し（エキス

プレスカ

ーゴ） 

呼出し 

「輸出申告変更（エキスプレスカーゴ）

（ＭＥＥ）」業務に先立ち、システムに登

録されている輸出申告（エキスプレスカ

ーゴ）に関する情報を呼び出す。 

○

○ ○     

○ ○     

403 MEE 

輸出申告

変更（エキ

スプレス

カーゴ） 

訂正 

少額無税のエキスプレスカーゴについ

て、税関に対し、輸出申告の訂正の手続

きを行う。 

○

○ ○     

○ ○ ○     

44 CEE 
輸出申告

審査終了 
登録 

輸出申告に関する審査終了及び検査終了

の情報を登録する。 
○ ○ ○ ○

○       

○ ○ ○ ○    

45 PAE 
輸出申告

撤回等 
取消 

輸出申告、修正申告において、何らかの

理由でシステムでの税関手続きを止める

場合に、撤回及び手作業移行の情報を登

録する。 

○ ○ ○ ○

○       

○       

46 IEX 
輸出申告

等照会 
照会 

輸出申告の内容及び手続き状況を照会す

る。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

47 CKO 

審査区分

変更・検査

指定 

登録・変更 

輸入申告または輸出申告により、審査区

分が書類審査または検査に選定されたも

のについて、審査区分の変更または検査

区分の指定を行う。 

○ ○ ○ ○

○       

○ ○ ○     

48 RCC 領収確認 登録 

申告者から提出された領収証書に基づ

き、輸入申告または輸出申告に関する税

額についての領収確認情報を登録する。

○ ○ ○ ○

○       

○ ○ ○     

49 COW 保留解除 登録 

口座残高不足のために許可が保留されて

いる輸入申告または輸出申告について、

当該保留を解除する。 

○ ○ ○ ○

○       

○ ○ ○     

501 AMA 
修正申告

事項登録 
登録・変更 

「修正申告（ＡＭＣ）」業務に先立ち、修

正申告に関する事項を登録する。 

また、登録内容を変更することができる。

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

502 AMB 

修正申告

事項呼出

し 

呼出し 

「修正申告事項登録（ＡＭＡ）」業務での

変更に先立ち、システムに登録した修正

申告事項登録に関する情報を呼び出す。

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

503 AMC 修正申告 登録 
「修正申告事項登録（ＡＭＡ）」業務後、

税関に対し修正申告の手続きを行う。 
○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○ ○     
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506 CAM 

修正申告

請求審査

終了 

登録 
修正申告について審査が終了した旨を登

録する｡ 
○ ○ ○ ○

○       

○ ○ ○     

507 IAD 
修正申告

照会 
照会 修正申告の内容を照会する。 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

50 MSB 
添付ファ

イル登録 
登録 

税関から要求のあった参考資料を添付フ

ァイルで送付する。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○    

○ ○ ○ ○    

51 MSC 
添付ファ

イル取得 
 

「添付ファイル登録（ＭＳＢ）」業務によ

り登録された添付ファイルを取り出す。
○ ○ ○ ○

○       

○       

57 IAS 担保照会 照会 担保残高等の担保登録内容を照会する｡ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○    

○ ○ ○ ○ ○    

508 TEA 
免税リス

ト登録 
登録 

免税リストの情報について、登録／訂正

／取消を行う。 
○ ○ ○ ○

○       

○  ○     

509 TEB 
免税リス

ト呼出し 
呼出し 

「免税リスト登録（ＴＥＡ）」業務での変

更に先立ち、システムに登録した免税リ

ストに関する情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○       

○       

510 ITE 
免税リス

ト照会 
照会 免税リストの情報を照会する。 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

511 TIA 

一時輸出

入情報登

録 

変更／取消 
一時輸出入の情報について、変更／取消

を行う。 
○ ○ ○ ○

○       

○  ○     

512 TIB 

一時輸出

入情報呼

出し 

呼出し 

「一時輸出入情報登録（ＴＥＩ）」業務で

の変更に先立ち、システムに登録した一

時輸出入に関する情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○       

○       

513 ITI 

一時輸出

入申告状

況照会 

照会 一時輸出入申告状況を照会する。 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

【e-Payment】    

58 IBA 口座照会 照会 専用口座の情報を照会する。 ○ ○ ○ ○
○ ○ ○    

○ ○ ○    

【e-Invoice】    

59 IVA 

インボイ

ス・パッキ

ングリス

ト情報登

録 

登録・変更 

輸入申告または輸出申告に必要なインボ

イス情報及びパッキングリスト情報を登

録・変更する｡ 

○ ○ ○ ○

○    ○  

○    ○  
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60 IVA01 

インボイ

ス・パッキ

ングリス

ト情報呼

出し 

呼出し 

「インボイス・パッキングリスト情報登

録（ＩＶＡ）」業務での変更に先立ち、シ

ステムに登録したインボイス・パッキン

グリスト情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○      

○      

61 IIV 

インボイ

ス・パッキ

ングリス

ト情報照

会 

照会 

輸入申告または輸出申告に必要なインボ

イス情報及びパッキングリストの仕分情

報を登録・変更する｡ 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

601 IVB 

インボイ

ス・パッキ

ングリス

ト仕分情

報登録 

登録・変更 
インボイス・パッキングリスト情報を照

会する｡ 
○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

602 IVB01 

インボイ

ス・パッキ

ングリス

ト仕分情

報呼出し 

呼出し 

「インボイス・パッキングリスト情報登

録（ＩＶＢ）」業務での変更に先立ち、シ

ステムに登録したインボイス・パッキン

グリスト仕分情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

【e-C/O】    

62 OVA 

原産地証

明書情報

受信 

登録 

海外システムより送付された原産地証明

書情報を受信した場合に、Ｃ／Ｏ情報に

原産地証明書情報の登録を行う。 

○ ○ ○ ○

      

      

63 IOV 

原産地証

明書情報

照会 

照会 原産地証明書情報を照会する。 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

【港湾・空港シングルウィンドウ】    

64 VBX 
船舶基本

情報登録 

登録・変

更・取消 

本船単位の外航船に関する船舶基本情報

を登録、変更または削除する。 
○

○    ○   

○    ○   

65 VBX11 

船舶基本

情報変更

呼出し 

呼出し 

「船舶基本情報登録（ＶＢＸ）」業務での

変更に先立ち、システムに登録した船舶

基本情報を呼び出す。 

○

○       

○       

66 VIT 到着届Ａ 
登録・訂

正・取消 

「船舶基本情報登録（ＶＢＸ）」業務によ

り登録された内容及び本業務での入力内

容に基づき、到着届の手続きを行う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

船用品目録提出も併せて行うことが可能

である。 

○

○    ○   

○ ○    ○   

67 VIT11 

到着届訂

正呼出し

Ａ 

呼出し 

「到着届Ａ（ＶＩＴ）」業務での訂正に先

立ち、システムに登録した到着届情報を

呼び出す。 

○

○       

○       
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68 VOT 出発届Ａ 
登録・訂

正・取消 

「船舶基本情報登録（ＶＢＸ）」業務によ

り登録された内容及び本業務での入力内

容に基づき、出発届の手続きを行う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

○

○    ○   

○ ○    ○   

69 VOT11 

出発届訂

正呼出し

Ａ 

呼出し 

「出発届Ａ（ＶＯＴ）」業務での訂正に先

立ち、システムに登録した出発届情報を

呼び出す。 

○

○       

○       

70 IVS 

到着・出発

届情報照

会Ａ 

照会 
船舶基本情報、到着届及び出発届情報を

照会する。 
○

○ ○       

○ ○       

71 GIR 到着届Ｂ 
登録・訂

正・取消 

到着届の手続きを行う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

○

○       

○ ○       

72 GIR11 

到着届訂

正呼出し

Ｂ 

呼出し 

「到着届Ｂ（ＧＩＲ）」業務での訂正に先

立ち、システムに登録した到着届情報を

呼び出す。 

○

○       

○       

73 GOR 出発届Ｂ 
登録・訂

正・取消 

出発届の手続きを行う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

○

○       

○ ○       

74 GOR11 

出発届訂

正呼出し

Ｂ 

呼出し 

「出発届Ｂ（ＧＯＲ）」業務での訂正に先

立ち、システムに登録した出発届情報を

呼び出す。 

○

○       

○       

75 IGD 

到着・出発

届情報照

会Ｂ 

照会 到着届及び出発届情報を照会する。 ○

○ ○       

○ ○       

76 RIR 到着届Ｃ 
登録・訂

正・取消 

鉄道輸送における到着届の手続きを行

う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

○

○       

○ ○       

77 RIR11 

到着届訂

正呼出し

Ｃ 

呼出し 

「到着届Ｃ（ＲＩＲ）」業務での訂正に先

立ち、システムに登録した到着届情報を

呼び出す。 

○

○       

○       

78 ROR 出発届Ｃ 
登録・訂

正・取消 

鉄道輸送における出発届の手続きを行

う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

○

○       

○ ○       
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79 ROR11 

出発届訂

正呼出し

Ｃ 

呼出し 

「出発届Ｃ（ＲＯＲ）」業務での訂正に先

立ち、システムに登録した出発届情報を

呼び出す。 

○

○       

○       

80 IRD 

到着・出発

届情報照

会Ｃ 

照会 
鉄道輸送における到着届及び出発届情報

を照会する。 
○

○ ○       

○ ○       

701 TIR 到着届Ｄ 
登録・訂

正・取消 

トラック輸送における到着届の手続きを

行う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

○

○ ○       

○ ○       

702 TIR11 

到着届訂

正呼出し

Ｄ 

呼出し 

「到着届Ｄ（ＴＩＲ）」業務での訂正に先

立ち、システムに登録した到着届情報を

呼び出す。 

○

○ ○       

○ ○       

703 TOR 出発届Ｄ 
登録・訂

正・取消 

トラック輸送における出発届の手続きを

行う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

○

○ ○       

○ ○       

704 TOR11 

出発届訂

正呼出し

Ｄ 

呼出し 

「出発届Ｄ（ＴＯＲ）」業務での訂正に先

立ち、システムに登録した出発届情報を

呼び出す。 

○

○ ○       

○ ○       

705 ILD 

到着・出発

届情報照

会Ｄ 

照会 
トラック輸送における到着届及び出発届

情報を照会する。 
○

○ ○       

○ ○       

81 PLR 
旅客氏名

表報告 

登録・訂

正・取消 

到着時及び出発時に関する旅客氏名表の

報告を行う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

○ ○ ○ ○

○    ○   

○    ○   

82 PLR11 

旅客氏名

表報告訂

正呼出し 

呼出し 

「旅客氏名表報告（ＰＬＲ）」業務での訂

正に先立ち、システムに登録した旅客氏

名表情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○       

○       

83 NLR 
乗組員氏

名表報告 

登録・訂

正・取消 

到着時及び出発時に関する乗組員氏名表

の報告を行う。 

税関以外の官庁に対しても提出可能であ

る。 

本業務により訂正及び取消しも可能であ

る。 

乗組員携帯品申告も併せて行うことが可

能である。 

○ ○ ○ ○

○    ○   

○    ○   
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項

番 

業務 

コード 
業務名 機能 業務概要 海

上 

航
空 

鉄
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ラ
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上段：入力者 

下段：出力先 
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税 

関 
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ア 
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出
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者 
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係
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業 

銀
行 
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C
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M
L
 

W
C
O
税
関
 

デ
ー
タ
モ
デ
ル
 

84 NLR11 

乗組員氏

名表報告

訂正呼出

し 

呼出し 

「乗組員氏名表報告（ＮＬＲ）」業務での

訂正に先立ち、システムに登録した旅客

氏名表情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○       

○       

85 INP 

旅客情

報・乗組員

照会 

照会 旅客情報及び乗組員情報を照会する。 ○ ○ ○ ○

○ ○       

○ ○       

【政府関連シングルウィンドウ】    

801 IFA 等   食品等輸入届出等 ○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

802 IPA 等   植物等輸入検査申請等 ○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

803 ILA 等   輸入畜産物検査申請等 ○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

86 IXX 

関連省庁

申告・申請

状況照会 

照会 
輸入申告と当該輸入申告に関する関連省

庁の手続状況等を照会する。 
○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

87 SWA 

シングル

ウィンド

ウ輸入申

告事項登

録 

登録 

輸入申告と当該輸入申告に関する関連省

庁手続きについての事項登録を同時に行

うことができる。 

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

88 SWB 

シングル

ウィンド

ウ輸入申

告事項呼

出し 

呼出し 

「シングルウィンドウ輸入申告事項登録

（ＳＷＡ）」業務に先立ち、システムに登

録済みの輸入申告、関連省庁手続きの情

報を呼び出す。 

なお、システムに登録されているマニフ

ェスト情報、インボイス・パッキングリ

スト情報のうち、利用しうる情報を呼び

出すこともできる。 

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

89 SWX 

シングル

ウィンド

ウ申告・申

請呼出し 

呼出し 

「シングルウィンドウ輸入申告（ＳＷ

Ｃ）」業務に先立ち、輸入申告番号を入力

することにより、関連省庁の手続きに関

する番号を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○     

90 SWC 

シングル

ウィンド

ウ輸入申

告 

登録 
輸入申告と当該輸入申告に関する関連省

庁の手続きを同時に行うことができる。
○ ○ ○ ○

○ ○     

○ ○ ○ ○    
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項

番 

業務 

コード 
業務名 機能 業務概要 海

上 

航
空 

鉄
道 

ト
ラ
ッ
ク 

上段：入力者 

下段：出力先 

上段：入力

下段：出力

税 

関 

キ
ャ
リ
ア 

輸
出
入
者 

物
流
関
係
企
業 

銀
行 

E
D
I
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A
C
T
 

X
M
L
 

W
C
O
税
関
 

デ
ー
タ
モ
デ
ル
 

【保税運送申告】    

91 OLA 

保税運送

申告事項

登録 

登録・変更 

「保税運送申告（ＯＬＣ）」業務に先立ち、

保税運送申告に関する事項を登録または

変更する。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

92 OLB 

保税運送

申告事項

呼出し 

呼出し 

「保税運送申告事項登録（ＯＬＡ）」業務

での変更に先立ち、システムに登録した

保税運送申告に関する情報を呼び出す。

なお、マニフェスト情報のうち、利用し

うる情報を呼び出すこともできる。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

93 OLC 
保税運送

申告 
登録 

「保税運送申告事項登録（ＯＬＡ）｣業務

後、保税運送申告の手続きを行う。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

94 CET 

保税運送

申告審査

終了 

登録 

保税運送申告に関する審査終了の情報を

登録する。 

保税運送承認後の訂正及び取消に関する

承認入力も本業務で行う。 

○ ○ ○ ○

○       

○ ○ ○ ○     

95 COT 

保税運送

申告（承

認）訂正 

訂正 

保税運送申告の訂正及び取消を行う。 

保税運送承認後の訂正及び取消も本業務

で行う。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

96 COT11 

保税運送

申告（承

認）訂正呼

出し 

呼出し 

「保税運送申告訂正・承認訂正（ＣＯＴ）」

業務に先立ち、保税運送申告情報及び保

税運送承認情報を呼び出す。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○     

97 BOA 
保税運送

発送登録 
登録 

保税運送承認済みの貨物についての発送

情報を登録する。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

98 BIA 
保税運送

到着登録 
登録 

保税運送が行われた貨物についての到着

情報を登録する。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

99 BIA11 

保税運送

到着登録

呼出し 

呼出し 
「保税運送到着登録（ＢＩＡ）」業務に先

立ち、保税運送情報を呼び出す。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

100 ITF 

保税運送

申告情報

照会 

照会 

保税運送申告情報及び保税運送承認情報

を照会する。 

なお、税関は保税運送申告にて承認され

た期間を経過した未着貨物についても照

会可能である。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     
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【審査選定処理管理業務】     

101 ZBU 

通関審査

選定処理

情報緊急

設定 

 
通関関連の審査選定処理情報を緊急で設

定する。 
○ ○ ○ ○

      

      

102 ZHA 

監視保税

審査選定

処理管理 

照会・登

録・変更・

削除 

保税運送申告関連の審査選定処理情報を

設定する。 
○ ○ ○ ○

○       

○       

【その他】     

201 DCL 

卸コンテ

ナ情報提

出 

登録・訂正 

税関に対し、卸コンテナリストの提出を

行う。 

本業務により提出後の訂正も可能であ

る。 

○

○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

202 DCL11 

卸コンテ

ナ情報呼

出し 

呼出し 

「卸コンテナ情報提出（ＤＣＬ）」業務で

の訂正に先立ち、システムに登録した卸

コンテナ情報の呼出しを行う。 

なお、ＤＣＬ業務に先立ち、システムに

登録されているマニフェスト情報よりコ

ンテナ番号を呼び出すこともできる。 

○

○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

203 HYS 

電子ファ

イル添付

申請 

登録 

申請に関する情報及び申請手続種別等を

入力した電子ファイルを添付し、税関手

続を行う。 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

204 HYE 

電子ファ

イル添付

申請変更 

訂正 

「電子ファイル添付申請（ＨＹＳ）」業務

によりシステムに登録された電子ファイ

ル添付申請情報の変更を行う｡ 

○ ○ ○ ○

○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

205 CHY 

電子ファ

イル添付

申請審査

終了 

登録 
電子ファイル添付申請について審査が終

了した旨を登録する｡ 
○ ○ ○ ○

○       

○ ○ ○ ○     

206 IHY 

電子ファ

イル添付

申請照会 

照会 
電子ファイル添付申請の内容について照

会する。 
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

207 CUF 
手数料予

納登録 
 予納された手数料を登録する。 ○ ○ ○ ○

○       

○       
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208 ICF 
手数料予

納照会 
 予納手数料を照会する。 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○     

○ ○ ○ ○     

107 ROT 再出力  
出力情報を再出力する。再出力可能期間

及び対象とする出力情報は別途定める。
○ ○ ○ ○

○       

○       

108 TCC 開通確認  電文の送受信を行い、開通確認を行う。 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○    

○ ○ ○ ○ ○    

109 CNO 
原本訂正

登録・変更 
登録・訂正 原本情報の訂正を行う。 ○ ○ ○ ○

○       

○       

110 CNO11 
原本訂正

呼出し 
呼出し 

原本情報訂正のために原本情報を呼び出

す。 
○ ○ ○ ○

○       

○       

111 DLG01 

税関手続

き関係原

本検索 

依頼情報

登録・変更 

検索 
税関手続きに関する原本情報を検索す

る。 
○ ○ ○ ○

○       

○       

114 DLG11 

電子ファ

イル添付

申請原本

検索 

依頼情報

登録・変更 

検索 
電子ファイル添付申請に関する原本情報

を検索する。 
○ ○ ○ ○

○       

○       

116 DLG22 

マニフェ

スト情報

原本 

検索依頼

情報登

録・変更 

検索 
マニフェスト情報に関する原本情報を検

索する。 
○ ○ ○

○       

○       
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表３－３ VNACCS バッチ業務一覧 

項

番 
管理資料名 周期 区分 業務概要 

1 輸入通関事務日別取扱件数表 日報 税関 

前日中に行われた輸入申告等に係る輸入通関事

務取扱件数を税関官署別の部門単位に出力す

る。 

2 輸出通関事務日別取扱件数表 日報 税関 

前日中に行われた輸出申告等に係る輸出通関事

務取扱件数を税関官署別の部門単位に出力す

る。 

3 システム統計日次リスト 日報 運営組織 
前日中に行われた業務件数を利用者単位、業務

単位及び利用者業務単位に集計して出力する。

4 システム統計月次リスト 月報 運営組織 
前月中に行われた業務件数を利用者単位、業務

単位及び利用者業務単位に集計して出力する。

5 システムトラフィック日次リスト 日報 運営組織 

前日中に行われた業務件数を入力方式別（ＳＭ

ＴＰ、ＨＴＴＰ等）及び終了コード別（正常、

異常）に集計して出力する。 

6 システムトラフィック月次リスト 月報 運営組織 

前月中に行われた業務件数を入力方式別（ＳＭ

ＴＰ、ＨＴＴＰ等）及び終了コード別（正常、

異常）に集計して出力する。 

 

表３－４ VCIS オンライン業務一覧 

項番 カテゴリ 業務数 

1 通関業務系 4 

2 通関審査系 8 

3 輸出入者管理系 2 

4 犯則調査系 1 

 

表３－５ VCIS バッチ業務一覧 

項番 カテゴリ 業務数 

1 通関業務系 4 

2 通関審査系 2 

3 輸出入者管理系 3 
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（３）オンライン処理方式設計 

B/D 第 3 章に示されているオンライン処理方式は、①オープン系プラットフォームの

採用、②通常時 24 時間オンライン運転、③電文長 100Kbyte 程度、④原本管理、⑤添

付ファイル送信機能、⑥NACCS-EDI 電文フォーマットの採用及び XML、EDIFACT への一

部対応、⑦リッチクライアント方式の採用及び 3階層 C/S（クライアント・サーバ）方

式の採用、⑧フロントエンド・サーバ群、業務処理サーバ群及び運用サーバ群による

システム構成並びに各機能毎のサーバ配置、⑨システム負荷の分散・軽減のための仕

組みの実装、⑩半角英数字及びベトナム語対応、となっている。また、処理方式とし

ては、インタラクティブ処理方式（SMTP 双方向）、インタラクティブ処理方式（HTTP）、

メール処理方式（EDIFACT）が採用されている。オープン系プラットフォームの採用、

24 時間オンライン運転、NACCS-EDI 電文フォーマット、原本管理、リッチクライアン

ト方式及び 3 階層 C/S 方式の採用等は我が国の NACCS/CIS においても採用されている

処理方式であり、我が国の NACCS/CIS 技術・機能を前提とするという方針に合致する

ことから、本オンライン処理方式は、VNACCS/VCIS のオンライン処理方式として概ね適

当である。したがって、VNACCS/VCIS のオンライン処理方式は、基本的に B/D 第 3 章に

従うこととし、概要次のとおりとする。 

 

① オンライン処理方式設計方針 

 オープン系サーバで構築する。 

 通常時のオンライン運転を 24 時間運転とする。（保守日として毎週 1日、3 時

間程度の計画停止を行う。） 

 電文長は 100Kbyte 程度とする。 

 原本は NAS6に保存し、原本が出力できる仕組みを導入する。 

 専用業務により添付ファイルの送信を可能とする。 

 NACCS-EDI 形式電文のほか、一部業務において XML 形式電文及び EDIFACT 形式

電文を採用する。 

 処理方式については、リッチクライアント方式を採用し、3階層 C/S（クライ

アント・サーバ）方式とする。 

 対利用者間及び対システム間の通信を行うフロントエンド・サーバ群、業務

処理及びデータアクセスを行う業務処理サーバ群、データセンター内の運転

やデータ管理等の機能を実装する運用サーバ群でシステムを構成し、各機能

毎にサーバを配置する。 

 同時に多数の処理要求電文が到着した場合等のシステム過負荷に備え、処理

を分散及び軽減するための仕組みを実装する。 

 半角英数字及びベトナム語に対応する。 

 

② オンライン処理方式（VNACCS） 

 VNACCS において実現するシステム処理方式は、表３－６に示すとおり。 

                                                  
6 Network Attached Storage （ネットワーク接続記憶装置）。ネットワークに直接接続する形式の記憶装

置で、ファイルサーバ及びバックアップサーバとして使用される。 
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表３－６ システム処理方式一覧 

項

番 
処理方式 

対応有無 使用ネット

ワーク 
電文の種類 

利用 

プロトコルVNACCS/VCIS

1 イ

ン

タ

ラ

ク

テ

ィ

ブ

処

理

方

式 

SMTP 双方向 

（VCIS 機能接続） 
○ 

税関ネット

ワーク 

NACCS-EDI 形式 

XML 形式 

添付ファイル形

式 

SMTP, MIME

SMTP 双方向 

（民間利用者  

EDI 接続） 

○ 

インターネ

ッ ト （ VPN

網） 

SMTP, MIME

2 HTTP 

（端末接続） ○ 

インターネ

ット 

NACCS-EDI 形式 

添付ファイル形

式 

HTTPS, 

MIME 

HTTP 

（民間利用者  

EDI 接続） 
○ 

インターネ

ット 

XML 形式 

 

HTTPS, 

MIME 

3 メ

ー

ル

処

理

方

式 

EDIFACT 

（民間利用者  

EDI 接続） 

○ 

インターネ

ッ ト （ VPN

網） 

EDIFACT 形式 SMTP/POP3, 

MIME 

 

 利用者の接続方式別の対応電文フォーマット及び添付ファイル対応の有無は、

表３－７に示すとおり。 

 

表３－７ 接続方式別対応電文フォーマット 

接続方式 
電文形式 

添付ファイル形式
NACCS-EDI EDIFACT XML 

SMTP 双方向 

（VCIS 機能接続） 
○ × ○ ○ 

SMTP 双方向 

（民間利用者 EDI 接続） 
○ × ○ ○ 

HTTP 

（端末接続） 
○ × × ○ 

HTTP 

（民間利用者 EDI 接続） 
× × ○ × 

EDIFACT 

（民間利用者 EDI 接続） 
× ○ × × 
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③ オンライン機能概要（VCIS） 

 VCIS 基幹系オンライン処理は、主に、業務処理を担う AP サーバ（VCIS）と、

データベース接続処理を担う DB サーバ（VCIS）が連携することで実現する。 

 VNACCS 業務連携系オンライン処理は、主に、VNACCS 連携処理を担うインター

フェース AP サーバ（VCIS）と、データベース接続処理を担うインターフェー

ス DB サーバ（VCIS）が、AP サーバ（VCIS）と連携することで実現する。 

 利用者に対するシングルサインオン認証機能を、認証サーバ（VCIS）に実装

する。 

 

（４）バッチ処理方式設計 

B/D 第 4 章に示されているバッチ処理方式では、管理資料情報の作成・配信、原本業

務、CSF7業務支援機能等が実現されている。また、本バッチ処理方式においては、VNACCS

においてオンライン稼働中のバッチメンテナンスや CSF メンテナンス中の論理的妥当

性チェック機能を実現している。管理資料情報の作成・配信機能、原本業務機能、CSF

業務支援機能等は、我が国の NACCS においてもバッチ処理方式の中核機能として実現

されている機能であり、我が国の NACCS 技術・機能を実現する上で必須の機能である

ことから、VNACCS/VCIS のバッチ処理方式として概ね適当である。したがって、

VNACCS/VCIS のバッチ処理方式は、基本的に B/D 第 4 章に従うこととし、概要次のとお

りとする。 

 

① バッチ処理方式（VNACCS） 

 バッチ処理対象データの抽出 

- バッチ処理の運用は、自動で毎日午前 0時から開始する。前日にオンライ

ン業務で処理した情報を抽出し、その情報を元にバッチ処理を行う。 

 管理資料情報作成処理方式 

- 前日のオンラインデータを仕様に基づき編集し日報の管理資料情報を作

成する。管理資料の作成要否設定情報はテーブルで管理する。 

- 各管理資料情報の編集処理で作成された管理資料情報や原本検索処理に

て抽出された原本情報等の配信情報は、直接 NAS に保存される。各利用者

は端末ソフトウェアまたは自社システムから、NAS 経由で直接情報を取得

する。 

- システム運用者に依頼することなく、利用者による管理資料情報の再取り

出しを可能とする。 

 原本処理方式 

- オンライン業務で発生する原本情報を収集対象とし、システム内に保存す

る。 

- 保存された原本情報は利用者からの検索依頼により取出しを可能とする。 

- 必要に応じて原本訂正情報の登録・変更、新規原本対象の情報の追加・変

                                                  
7 Center Setup File。ファイル・テーブル等のメンテナンス（レコードの追加、修正、削除等）を行う際

の設定ファイル。 
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更に伴う帳票テンプレート情報の登録・保守、原本保存期限の到達に伴う

原本情報の削除を行う。 

 

② CSF 業務方式（VNACCS） 

 あらかじめ作成した大量の変更データ（以下、更新用データ）を基に、オン

ラインサービスを停止することなくオンライン稼動中のバッチメンテナンス

を実現する。 

 バッチメンテナンスはオンライン業務に影響を与えないように、排他制御等

の仕組みを活用することでオンライン稼動中の処理を実現する。 

 CSF の組込を行うにあたり、本番環境の CSF データと更新用データとの不整合

が生じないように、CSF メンテナンスの中で論理的妥当性チェック機能を実現

する。 

 テスト組込環境を設けて事前に更新用データの内容検証が行える仕組みを実

現する。このテスト組込環境にて妥当性の検証を終えた更新用データを本番

環境へ組み込むことにより、本番環境への組込時の安全性を高める。 

 

③ 口座及び直納関連処理方式（VNACCS） 

 銀行から送信される残高情報を口座テーブルに設定し、口座利用時間帯にお

ける業務の関税引落を可能とする。 

 口座利用時間帯終了後に、口座利用実績である決済情報及び納付書情報を作

成し、各銀行にて当該情報を受信し、その折り返しとして残高情報を VNACCS

に送信する。 

 

④ 統計関連業務処理方式（VNACCS） 

 利用者単位、業務単位及び利用者業務単位に、業務件数を日次・月次で管理

資料情報として集計して出力する。 

 利用者毎の業務単位件数を日次・月次で管理資料情報として集計（端末種別

（SMTP・HTTP・EDIFACT）と終了コード別（正常、異常））して出力する。 

 

⑤ バッチ処理方式設計（VCIS） 

 オンライン業務等、他の処理にできる限り影響を与えないバッチ処理方式を

採用する。 

 データベースの更新を伴う処理の場合には、原則として処理の終了と同時に

他のバッチ業務、オンライン業務に更新結果を反映する。 

 

⑥ バッチ機能概要（VCIS） 

 VNACCS から輸出入通関実績情報を取得し、情報系データベース向けの形式変

換、及び編集を施した後、データベースに登録する。 

 システム内部処理で利用するファイルや、テーブル等のメンテナンス機能を

実現する。 
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（５）外部インターフェース設計 

B/D 第 5 章に示されている外部システムとの接続方式及び接続要件は、本プロジェク

ト期間内に接続を想定している各外部システム（①我が国の NACCS（国際連携受付サー

バ）（インボイス情報送受信機能）、②「ベ」国税関システム（統計機能）、③銀行シス

テム、④KTT559/e-Payment、⑤e-Customs、⑥GTT01）との接続方式等が示されている。

これらの要件は B/D 第 2 章で示されているオンライン業務及びバッチ業務を実現する

上で必要な外部インターフェース要件を満たしていることから、本設計は外部インタ

ーフェース設計として概ね適当である。したがって、VNACCS/VCIS の外部システムとの

接続方式及び接続要件は、基本的に B/D 第 5 章に従うこととし、概要次のとおりとす

る。 

 

① 我が国の NACCS（国際連携受付サーバ）（インボイス情報送受信機能）との接続 

 オンライン接続（インボイス情報） 

 バッチ接続は行わない。 

 

② 「ベ」国税関システム（統計機能）との接続 

 オンライン接続（統計基礎情報） 

 バッチ接続は行わない。 

 

③ 銀行システムとの接続 

 オンライン接続は行わない。 

 バッチ接続（決済情報、納付書情報及び残高情報） 

 

④ KTT559/e-Payment との接続 

 オンライン接続（税額情報、領収情報、担保情報） 

 バッチ接続（未納税者情報） 

 

⑤ e-Customs との接続 

 オンライン接続（輸出入許可情報） 

 バッチ接続は行わない。 

 

⑥ GTT01 との接続 

 オンライン接続（輸出入許可情報） 

 バッチ接続は行わない。 
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（６）信頼性設計 

B/D 第 6 章に示されている信頼性要件（VNACCS 稼働率 99.9%、VCIS 稼働率 99.4%）、

信頼性確保の手段（①サーバ構成、②ストレージ構成、③ネットワーク機器構成）、障

害時対応（①サーバノード8障害、②ネットワーク障害、③ソフトウェア障害）等は、

我が国の NACCS/CIS と同水準の信頼性向上のための対策（冗長構成等）が採用されて

いる。また、VNACCS の稼働率 99.9%、VCIS の稼働率 99.4%といった具体的な目標値が

定められており、ミッションクリティカルシステムとして VNACCS/VCIS に求められる

信頼性の水準を満たしていることから、VNACCS/VCIS の信頼性要件、信頼性確保の手段、

障害時対応等として概ね適当である。したがって、VNACCS/VCIS の信頼性要件、信頼性

確保の手段、障害時対応は、基本的に B/D 第 6 章に従うこととし、概要次のとおりと

する。 

 

① 信頼性要件 

 システムにおいて確保する信頼性要件（信頼性項目・評価サイクル・目標値）

は、表３－８に示すとおり。 

 

表３－８ システムにおいて確保する信頼性要件 

項目 評価サイクル 目標値 

稼動率(注) 年次 
VNACCS 99.9% 

VCIS 99.4% 

(注) 稼動率の算出方法は、以下による。稼動率は、業務ノードのサーバに限定した

稼動率ではなく、システム全体の稼動率と定義する。また、稼動率の基となる障

害の範囲には、ネットワークの障害、企業システム、民間システム等 VNACCS/VCIS

の運用に起因しないものは含まない。 

 

稼動率 ＝ （運用時間9－停止時間10） ÷ 運用時間 

 

② 信頼性確保の手段 

 サーバ構成 

- 各サーバはそれぞれデュプレックス構成または全機現用構成を採用し、冗

長化する。 

- デュプレックス構成の各サーバについては目的や用途に応じて 2つの組

み合わせを構成し、お互いの予備機能を兼ね備える相互スタンバイ構成と

する。 

- 各サーバの構成は、表３－９に示すとおり。 

 

 

                                                  
8 ネットワークに接続されているコンピュータやルータ等の機器のことを示す。 
9 運用時間には、メンテナンス時間と計画停止時間を含めない。 
10 大規模被災時の場合はこの限りではない。 
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表３－９ 各サーバの冗長構成 

項番 サーバ名 構成 

1 AP サーバ、インターフェースサーバ

（VNACCS） 

全機現用構成 

2 業務 DB サーバ（VNACCS） デュプレックス構成 

3 データトランスレートサーバ、SMTP

双方向サーバ（VNACCS） 

デュプレックス構成 

4 HTTP インタラクティブサーバ

（VNACCS） 

・会話、Web 処理方式：全機現用構成 

・管理資料、銀行接続機能：デュプレッ

クス構成 

5 統合運用監視／バッチ運転サーバ、

ファイル連携／シングルウィンド

ウサーバ(VNACCS) 

デュプレックス構成 

6 税関システム接続 AP／税関用認証

サーバ(VCIS) 

全機現用構成 

7 税関システム接続 DB サーバ(VCIS) デュプレックス構成 

8 基幹 WebAP サーバ(VCIS) 全機現用構成 

9 基幹 DB サーバ(VCIS) デュプレックス構成 

10 基幹バッチサーバ(VCIS) デュプレックス構成 

11 運用管理・監視サーバ(VCIS) デュプレックス構成 

12 PKI 運用サーバ（電子署名） デュプレックス構成 

 

 ストレージ構成 

- オンライン及びバッチ処理で使用する各種データは、ストレージにおいて

統合管理する。 

- ストレージは装置的に 2台構成とし、格納データに応じて RAID110+1 また

は RAID5 による冗長化を行う。 

 ネットワーク機器構成 

- LAN 構成は、オンライン処理に関連する全ての経路を二重化以上の構成と

することとし、ネットワーク機器（スイッチングハブ、レイヤ 3スイッチ、

負荷分散装置等）の単一故障が発生した場合でも、オンライン処理を継続

できる構成とする。 

 

③ 障害時対応 

 サーバノード障害 

- 全機現用構成を採用したサーバ群においてノード障害が発生した場合は、

当該ノードの切り離しを行うことで、引き続きシステム運転を継続する。 

                                                  
11 Redundant Array of Inexpensive Disks。複数のハードディスクをまとめて 1台のハードディスクとし

て管理する技術。高速性や安全性のレベルにより RAID0 から RAID6 まで 7つのレベルがある。 
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- デュプレックス構成を採用したサーバ群においてノード障害が発生した

場合は、系切替を行い待機系のノードでシステム運転を継続する。 

 ネットワーク障害 

- VNACCS/VCIS 内の LAN は経路を二重化し、特定のネットワーク機器に障害

が発生しても、自動的に系切替を行う設計とする。 

 ソフトウェア障害 

- サーバにおいて OS 及び P.P.12に障害が発生した場合は、全機現用構成の

場合は当該ノードの切り離しを行い、デュプレックス構成の場合は系切替

を行う設計とする。 

- 開発ソフトウェアに障害が発生した場合は、影響範囲を調査した上で対処

を行う必要があるため、開発ソフトウェアは、障害の切り分けが容易とな

る設計を行うこととし、障害メッセージやログ等の出力内容についても調

査が容易となる設計を行う。 

 

④ 故障部品交換 

 各サーバにおいてハードウェア障害が発生した場合は、当該ノードの切り離

しまたは系切替を行った上で運転の継続が可能であるが、早急に部品交換を

行い、待機系として正常な状態に復旧させる。 

 待機系への作業中は、オンライン運転になるべく影響がない設計とする。 

 

（７）性能設計 

B/D 第 7 章に示されている性能要件（オンライン処理業務のトラフィック処理時間平

均 1秒以内等）、性能諸元値（①想定年間トラフィック数、②想定ピーク時トラフィッ

ク数、③格納データの論理容量）は、「ベ」国におけるピーク時のトラフィックを踏ま

えており、かつ、我が国の NACCS/CIS と同水準のトラフィック処理時間（平均 1 秒）

を目標値として設計していることから、VNACCS/VCIS の性能要件、性能諸元値として概

ね適当である。したがって、VNACCS/VCIS の性能要件、性能諸元値は、基本的に B/D 第

7 章に従うこととし、概要次のとおりとする。 

 

① 性能設計方針 

 オンライン業務処理は、表３－１０に示す性能要件を目標に設計する。 

 

  

                                                  
12 Program Product。既製品で販売やリースが可能となっているソフトウェア製品のこと。 
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表３－１０ 確保する性能要件 

項番 項目 目標値 

1 トラフィック処理時間

（VNACCS オンライン） 

平均 1秒以内 

2 トラフィック処理時間

（VCIS オンライン） 

平均 1秒以内 

（定型検索に限る） 

（注）トラフィック処理時間は、フロントサーバが電文を受信してから業務処理を行って、

送信し、トランザクションが終了するまでの時間とする。（EDIFACT 電文処理機能、XML

電文処理機能等、特殊な処理を利用したトラフィックについては除くこととし、インタ

ーネット等のネットワークでの通信に要する時間、外部システムでの処理時間は含めな

い。） 

 

 バッチ業務処理は、以下の性能要件を満たすように設計する。 

- バッチ業務処理が、業務に支障なく実施完了されること。 

- バッチ処理は、オンライン処理のバックグラウンドで処理可能なこと。 

- バッチ処理に起因して、オンライン処理レスポンスの著しい低下を招かな

いこと。 

 

② 性能諸元値（性能設計にあたり、基礎数値とする諸元値） 

 VNACCS/VCIS の設計条件となる想定年間トラフィック数は、表３－１１に示す

とおり。 

 

表３－１１ 想定年間トラフィック数 

年 
VNACCS/VCIS

（VNACCS） 

VNACCS/VCIS 

（VCIS） 

2014 年 51,572,653 24,535,168 

2015 年 55,492,174 26,399,841 

2016 年 59,709,580 28,406,228 

2017 年 64,247,508 30,565,102 

2018 年 69,130,318 32,888,050 

（単位：件） 

 

 

 

 

 トラフィックが最も集中したときのトラフィック数（民間利用者及び税関利

用者からの処理要求電文で発生する処理要求の件数）であるピーク時トラフ

ィック数の想定件数は、表３－１２に示すとおり。 

 

(算出式) 

トラフィック数＝申告件数×1 申告あたりの実施業務件数 
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表３－１２ 想定ピーク時トラフィック数 

年 
VNACCS/VCIS 

（VNACCS） 

VNACCS/VCIS 

（VCIS） 

2014 年 9.2 4.4 

2015 年 9.9 4.7 

2016 年 10.6 5.0 

2017 年 11.4 5.4 

2018 年 12.3 5.8 

（単位：件／秒） 

 

 

 

 

 プロトコル変換ノード別のピーク時トラフィックの予測件数は、表３－１３

に示すとおり。 

 

表３－１３ 想定ピーク時トラフィック数（プロトコル変換ノード） 

年 
VNACCS/VCIS（VNACCS） 

HTTP インタラクティブ SMTP インタラクティブ データトランスレート 

2014 年 7.8 0.9 0.5

2015 年 8.4 1.0 0.5

2016 年 9.0 1.1 0.5

2017 年 9.7 1.1 0.6

2018 年 10.5 1.2 0.6

（単位：件／秒） 

 

 

 

 

 

 VNACCS/VCIS における格納すべきデータの論理容量は、表３－１４に示すとお

り。 

 

  

(算出式) 
ピーク時トラフィック＝総トラフィック数×平日率×集中率 

(算出式) 

各プロトコル変換ノード別の比率は NACCS を参考に以下のように想定する。 

HTTP インタラクティブ：SMTP インタラクティブ：データトランスレート＝85：10：5 
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表３－１４ VNACCS/VCIS の規模要件 

年 

共用 DISK アレイ装置 NAS  

オンラインデータ

（VNACCS） 

添付ファイル 

（VNACCS） 

オンラインデータ

（VCIS） 

原本マスタ

（VNACCS） 

2014 年 17.9 50.2 330.9 283.6

2015 年 19.2 54.1 356.1 305.1

2016 年 20.7 58.2 383.1 328.3

2017 年 22.3 62.6 412.3 353.3

2018 年 24.0 67.3 443.6 380.1

（単位：GB） 

 

 

 

 

 

 

（８）ネットワーク設計 

B/D 第 8 章に示されているデータセンター内ネットワークの設計方針（①ネットワー

クの高速化・シンプル化の実現、②通信プロトコルとして TCP/IP の採用、③冗長化構

成（原則）、④オンライン通信経路部分における 1Gbps の通信帯域確保）、主要実装機

能（①負荷分散機能、②ウィルスチェック機能、③セキュリティ監視機能、④パケッ

トフィルタリング機能、⑤インターネット接続機能、⑥ルーティング機能、⑦冗長化

機能、⑧死活監視13機能、⑨時刻同期機能、⑩パッチ等取得機能）、通信プロトコル設

計、通信帯域等諸元については、主要実装機能は我が国の NACCS とほぼ同様であり、

NACCS 技術を前提としたシステムを構築する上で必要な機能が満たされている。また、

通信帯域として 1Gbps の帯域が確保されており、現在のネットワークの技術水準と照

らして十分な帯域が確保されている。これらのことから、本ネットワーク設計は、NACCS

技術を前提としたシステムに求められるネットワークの設計水準を満たしており、

VNACCS/VCIS のネットワーク設計として概ね適当である。したがって、VNACCS/VCIS の

ネットワーク設計は、基本的に B/D 第 8 章に従うこととし、概要次のとおりとする。 

 

① データセンター内ネットワーク設計方針 

 高速化及びシンプル化を実現することを目標とし、これらの課題を克服する

ように設計を行う。 

 VNACCS/VCIS では TCP/IP を通信プロトコルとして採用する。 

 原則として冗長化構成を採用し、片側の経路で通信上の不具合が発生した場

合でも、瞬時にもう一方の経路に切り替わり、以後については、正常な通信

                                                  
13 サーバが稼働しているかどうかを、他のサーバから信号を送ってその応答を受け取ることによって確認

する仕組み。 

(算出式) 

オンラインデータ：登録件数×レコード長×保存日数 

添付ファイル：登録件数×平均添付ファイルサイズ×保存日数 

原本マスタ：登録件数×レコード長×保存日数 
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が可能となるようにすることで、システム全体の信頼性を向上する。ただし、

オンライン処理等に影響を与えない一部の運用系セグメント（具体的には、

ウィルスパターンファイルやパッチ情報の取得用セグメントやハードウェア

監視用セグメント等）についてはシングル構成とする。 

 システムトラフィック増加を考慮し、データセンター内ネットワークのオン

ライン通信経路部分については、1Gbps の通信帯域を確保（具体的には、主に

1000BASE-T を採用するため減衰あり）する。 

 

② データセンター内ネットワークにおける主な実装機能 

 データセンター内ネットワークにおいて実装する主な機能は、表３－１５に

示すとおり。 

 

表３－１５ データセンター内ネットワークにおける主な実装機能 

項番 機能概要 説明 対象機器 

1 負 荷 分 散
機能 

HTTP インタラクティブサーバ、インターフェースサーバ
（VNACCS）等全機現用構成をとるフロントエンド・サーバ
に対してクライアントからのセッションの振り分けを行
う。 

負荷分散装置 

2 ウ ィ ル ス
チ ェ ッ ク
機能 

民間及び税関利用者とセンターとの間でやりとりを行う
電文について、ウィルス感染していないかの監視を行う。
基本は添付ファイルが対象となる。 

ウィルスチェック機
器 

3 セ キ ュ リ
テ ィ 監 視
機能 

TCP/IP による外部との接続部分については、ファイアウ
ォールを設置し、フィルタリングルールに基づき定常監視
を行う。 

ファイアウォール 

4 パ ケ ッ ト
フ ィ ル タ
リ ン グ 機
能 

TCP/IP による外部との接続部分については、ファイアウ
ォールを設置し、フィルタリングルールに基づきパケット
の通過可否を制御する。 

ファイアウォール 
（ルータ、L3SWHUB）

5 イ ン タ ー
ネ ッ ト 接
続機能 

ウィルスパターンファイルやサーバパッチ等をインター
ネット上から取得するために、インターネットへの接続機
能を有する。 
インターネットへの直接接続は DMZ14上のサーバ及び機器
のみが行えるようにファイアウォールにて制御を行う。 
また、不正な侵入を検知するため、インターネットに接続
するセグメントに IDS15を設置する。 

ファイアウォール 
IDS 

6 ル ー テ ィ
ング機能 

宛先アドレスのサーバ及び機器まで通信パケットを適切
に配信する。 

ルータ 
ファイアウォール、他

7 冗 長 化 機
能 

冗長化構成部分において、機器の単一障害時に迂回通信経
路により接続経路を確保する。 

－ 

                                                  
14 DeMilitarized Zone（非武装地帯）。インターネットに接続されたネットワークにおいて、ファイアウォ

ールによって外部ネットワーク（インターネット）からも内部ネットワーク（組織内のネットワーク）

からも隔離された区域。 
15 Intrusion Detection System（侵入検知システム）。通信回線を監視し、ネットワークへの侵入を検知し

て管理者に通報するシステム。 
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項番 機能概要 説明 対象機器 

8 死 活 監 視
機能 

特定のサーバ、ノード、セグメントへの通信が切断された
際に監視画面上に表示する。 

運用監視端末 

9 時 刻 同 期
機能 

時刻同期装置、運用監視サーバを経由して、各ノードのシ
ステム時刻の同期を行う。 

時刻同期装置 
運用監視サーバ 

10 パ ッ チ 等
取得機能 

各サーバのセキュリティパッチ等をインターネット上か
ら取得する。 

Windows パッチ・ウィ
ルスパターン収集用
機器、 
Linuxパッチ収集用機
器 

 

③ 通信プロトコル設計 

 データセンター内ネットワークにて各通信を行う際の主なプロトコル（主に

アプリケーション層のもの）は、表３－１６に示すとおり。 

 

表３－１６ 使用する主な通信プロトコル 

項番 通信プロトコル名称 主な用途、使用箇所 

1 HTTP(S) インタラクティブ処理方式（HTTP（端末接続）） 

  管理資料情報取出 

  外部ウィルスパターンファイル受信 

  外部パッチファイル等受信 

2 SMTP メール処理方式（EDIFACT（民間利用者 EDI 接続）） 

  インタラクティブ処理方式（SMTP 双方向（VCIS 接続）） 

  
インタラクティブ処理方式（SMTP 双方向（民間利用者 EDI 接

続）） 

  「ベ」国税関システム（統計機能）への送信 

3 POP3 メール処理方式（EDIFACT（民間利用者 EDI 接続）） 

4 FTP システム内部ファイル連携通信 

5 SNMP 各ノード、ネットワーク機器～運用監視サーバ間 

6 ICMP 各ノード、ネットワーク機器～運用監視サーバ間 

7 NTP 時刻同期通信 

 

④ 通信帯域等諸元 

 オンライン系セグメントの通信帯域は、1Gbps とする。 

 

（９）セキュリティ設計 

B/D 第 9 章に示されているセキュリティ設計は、データへのアクセス制限、データバ

ックアップ、アクセスログ監視、システムへのアクセス制御、利用者教育、業務ログ

管理、パッチ適用、サーバの用途別分割、サーバの要塞化、制御情報の隠ぺい、電子

ドキュメントのアクセス制限を基本として確保することとしている。本設計において

は、脅威に対する対策、情報資産分析と対策、セキュリティ対策基本方針について我
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が国の NACCS/CIS と同水準の設計がなされており、我が国の NACCS/CIS と同レベルの

効率性及び安定性を確保するという VNACCS/VCIS の目的と合致することから、

VNACCS/VCIS のセキュリティ設計として概ね適当である。したがって、VNACCS/VCIS の

セキュリティ設計は、基本的に B/D 第 9 章に従うこととし、概要次のとおりとする。 

 

① セキュリティ設計方針 

 VNACCS/VCIS におけるセキュリティについては、データへのアクセス制限、デ

ータバックアップ、アクセスログ監視、システムへのアクセス制御、利用者

教育、業務ログ管理、パッチ適用、サーバの用途別分割、サーバの要塞化、

制御情報の隠蔽、電子ドキュメントのアクセス制限を基本として確保するこ

ととする。 

 脅威に対する対策は、表３－１７に示すとおり。 

 

表３－１７ 脅威に対する対策 

項

番 
脅威 脅威概要 対策 

1 情報資産に対する不

正アクセス（漏洩・破

壊・改竄）行為 

正規の手順、権限以外によりシステムの情報資産にア

クセスする行為。個人情報等、情報資産によっては、

システム内外に大きな損害が発生することも考えられ

ることから、情報資産の重要度に応じた暗号化やアク

セス権限の設定等により発生を防ぐべき脅威。 

・データへのアクセス制限 

・通信データの暗号化 

・データバックアップ 

・アクセスログ監視 

・電子署名 

2 なりすまし 正規の利用者になりすまし、システムサービスを不正

利用する行為。正規利用者への正しくない課金要求や

システム運用上の混乱等の影響が考えられることか

ら、利用者証明書認証や利用者教育（ソーシャルエン

ジニアリングの防止）等により発生を防ぐべき脅威。

・システムへのアクセス制御

・利用者教育 

3 事後否認 システム利用について、利用後にその事実を否認する

行為。場合によっては、システム運用上、不整合等の

問題が発生することも考えられるため、利用者署名や

ログ管理等により発生を防ぐべき脅威。 

・業務ログ管理 

4 システムへのサービ

ス停止攻撃 

システムの安定稼動を妨げるように意図し実行される

行為。攻撃によりシステムサービスが停止した場合、

貿易及びベトナム社会に対する影響はかなり大きいも

のと推測されることから、アクセス制御やパケット監

視等により発生を防ぐべき脅威。 

・システムへのアクセス制御

・システムデータバックアッ

プ 

・アクセスログ監視  

・パッチ適用 

・パケット監視 

・セキュアプログラム化 

5 添付ファイルのコン

ピュータウィルス感

染、 

ワーム感染 

バイナリファイルに対する不正コードの埋め込み行

為。システムを介在したウィルス等の拡散により利用

者システム側に大きな影響を与えることも考えられる

ことから、添付ファイルに対するウィルスチェック等

により拡散を防ぐべき脅威。 

・バイナリファイルに対する

ウィルスチェック（データセ

ンター側、利用者側） 

・パターンファイルの定常更

新 

6 不正利用 

（用途外使用、踏み

台） 

正規の手順、権限以外によりシステムの内部に侵入し、

サービスを不正に利用する行為。システムサービス用

途以外での使用をされることや外部システムに対する

セキュリティ侵害の踏み台として使用されること等が

考えられることから、アクセス制御等により発生を防

ぐべき脅威。 

・システムへのアクセス制御

・アクセスログ監視 

・サーバの要塞化 

・制御情報の隠蔽 

7 物理的破壊 ※1 システム内部への物理的侵入を行い、サーバ及び機器

等を物理的に破壊する行為。これによりシステムのサ

ービス停止等、大きな影響を受けることも考えられる

ことから、適切なマシン室への入退室管理やカメラ等

による常時監視等により発生を防ぐべき脅威。 

・マシン室への入退室管理 

（認証、監視、記録） 

・カメラ等による常時監視 
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項

番 
脅威 脅威概要 対策 

8 バッファオーバーフ

ロー 

メモリバッファに対して許容量を超えるデータを送り

付けてシステムを機能停止にしたり、あふれ出たデー

タを実行させてしまう行為。これがシステムへの不正

侵入や情報資産に対する不正アクセスへの引き金とな

ることから、適切なメモリバッファ管理を実行する等

のセキュアプログラム化を図ることにより発生を防ぐ

べき脅威。 

・セキュアプログラム化 

9 SQL インジェクション アプリケーションの脆弱性により、データベース内で

不正な SQL コードを実行する行為。これにより、情報

資産への不正アクセスや他サーバへの攻撃等が可能に

なるため、入力文字列を実行可能なステートメントと

して扱わないようなストアドプロシージャを使用する

等のセキュアプログラム化を図ることにより発生を防

ぐ脅威。 

・セキュアプログラム化 

10 正規化 ファイルやパス名等多くの異なる方法を使用して同じ

名前を表すことができるため、これを利用して本来は

アクセスさせる意図のない情報資産に対して不正にア

クセスをする行為。プログラムコードがファイル名の

入力を受け取らないようにする等のセキュアプログラ

ム化を図ることにより発生を防ぐべき脅威。 

・セキュアプログラム化 

※1 ハウジング（データセンター）で実現する必要がある。 

 

 VNACCS/VCIS にて取り扱う主な重要情報資産の概要及びセキュリティ侵害に

対する対策は、表３－１８に示すとおり。 

 

表３－１８ 情報資産分析と対策 

項

番 
情報分類 情報資産概要 想定される影響とセキュリティ対策方針 

1 個人情報 VNACCS/VCIS においては、個人情報保護

法における保護の対象に該当するような

情報を一部取り扱っている。 

特に情報漏洩を中心に考え、運用及びシステ

ムによる厳重な保護を行うよう、以下の対策

を実施する方針とする。 

・データへのアクセス制限 

・通信データの暗号化 

2 業務関連情報 輸出入申告及びその他貿易に関する税関

及び企業・個人からの様々な情報の総称。

当該情報が漏洩、消去もしくは改竄された場

合、システム運用上及び利用者利益に大きな

影響を与えることが推測されるため、以下の

対策を実施する方針とする。 

・データへのアクセス制限 

・通信データの暗号化 

・データバックアップ 

・電子署名 

3 システム制御関

連情報 

システムにて稼動するプログラムや環境

設定値、ログイン ID やパスワード等。 

当該情報が漏洩、消去もしくは改竄された場

合、システム全体のセキュリティ確保が難し

くなることが推測されるため、以下の対策を

実施する方針とする。 

・データへのアクセス制限 

・通信データの暗号化 

・データバックアップ 

・制御情報の隠蔽 

4 関連ドキュメン

ト 

VNACCS/VCIS の開発等にて作成されたド

キュメント類(システム設計情報、プログ

ラム情報、運転説明情報等）。 

当該情報が漏洩、消去もしくは改竄された場

合、システム全体のセキュリティ確保が難し

くなることが推測されるため、以下の対策を

実施する方針とする。 

・電子ドキュメントデータへのアクセス制限

・データバックアップ 
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② データセンター・セキュリティ設計 

 VNACCS/VCIS にて実装するセキュリティ対策の基本方針は、表３－１９に示す

とおり。 

 

表３－１９ セキュリティ対策基本方針 

項

番 
対策案 対策難易度 

脅威の発生

頻度を考慮

した効果 

対策概要 

1 データへの 

アクセス制限 

中 高 ID パスワード認証等によるデータセンター内保存データ

へのアクセス制御 

2 通信データの 

暗号化 ※2 

中 中 SSL や VPN 等による通信上データの暗号化 

3 データ 

バックアップ 

中 中 データセンター内保存データや関連ドキュメント等のバッ

クアップ取得 

4 アクセスログ監視 中 高 データセンター内機器へのアクセスログ監視 

5 システムへの 

アクセス制御 

中 高 ID パスワード認証等によるデータセンター内機器へのア

クセス制御 

6 利用者教育 中 高 利用者に対するセキュリティ教育 

7 業務ログ管理 中 中 業務アプリケーションログの保存、監視、管理 

8 パッチ適用 中 高 OS や P.P.に対するパッチやバージョンアップの適用 

9 パケット監視 中 高 ファイアウォールにおける通信パケット情報の保存、監視

10 セキュア 

プログラミング 

高 高 制御及び業務アプリケーションプログラム開発におけるセ

キュア化 

11 ウィルスチェック 中 高 通信電文（バイナリ添付ファイル）に対するウィルスチェ

ック 

12 パターンファイル

更新 

中 高 ウィルスチェック用パターンファイルの定常更新 

13 サーバの要塞化 中 高 不要なサービス、通信ポートの閉塞 

14 マシン室 

入退室管理 ※3 

低 中 マシン室への入退室管理、認証システムの実装 

15 カメラ監視 ※3 低 中 監視カメラ等によるマシン室及び周辺の定常監視、録画 

16 制御情報の 

隠蔽 

中 高 入力パスワード等重要情報の画面上におけるマスキング処

理 

17 電子ドキュメント

のアクセス制限 

低 中 ID パスワード認証等による電子ドキュメントに対するア

クセス制限 

※2 ネットワークで実現する必要がある。    

※3 ハウジング（データセンター）で実現する必要がある。   
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（１０）運用設計 

B/D 第 10 章に示されているシステム運用設計方針（①24 時間 365 日オンライン運転

の実現、②自動運転制御による省オペレーションの実現、③障害時解析等のためのロ

グ取得）、システム運転設計（①オンライン処理の自動運転、②バッチ処理の自動運転、

③時刻起動、メッセージ連動の仕組み）、データセンター運用監視設計（①監視の一か

所集中管理、②ネットワークセキュリティ等の監視）、開発維持環境は、24 時間 365 日

のオンライン運転の実現、自動運転制御による省オペレーションの実現、オンライン

処理、バッチ処理の自動運転等において、我が国の NACCS/CIS と同水準の運用設計が

なされており、NACCS/CIS と同レベルの効率性及び安定性を確保するという

VNACCS/VCIS の目的と合致することから、VNACCS/VCIS の安定稼働実現を図るうえで概

ね適当である。したがって、VNACCS/VCIS の運用設計は、基本的に B/D 第 10 章に従う

こととし、概要次のとおりとする。なお、運用作業自体は、我が国の無償資金協力の

範囲外である。 

 

① システム運用設計方針 

 通常時オンライン運転の 24 時間化を実現する。ただし、ハードウェアメンテ

ナンス等のために、定期的に保守日を設定する。 

 通常運転時において、運用監視サーバ及びバッチ運転サーバにより、オンラ

イン処理運転及びバッチ処理運転等について、可能な限り自動運転を実現す

る。 

 業務要件、各種サーバ要件にあわせたログを取得し、保存しておくこととす

る。これにより、VNACCS/VCIS 利用者からの調査依頼時に過去の業務状況や障

害状況の解析を行うことを可能とする。 

 

② システム運転設計 

 オンライン処理の自動運転 

- オンライン処理自動運転を実現する上で、運用監視サーバを使用した運転

を行う。運用監視サーバが、オンライン処理全てのジョブスケジュールを

管理することで、通常運転を完全自動化する。 

- 運転状況や障害状況の把握を容易に行うため、各サービスの状態を運用監

視端末で一か所集中管理をすることとする。 

 バッチ処理の自動運転 

- バッチ処理自動運転を実現する上で、バッチ運転サーバを使用した運転を

行う。バッチ運転サーバを使用することで、バッチ処理の処理順序に基づ

き処理を行い、事前の処理の結果を判断しながら完全自動で運転を続ける

ことを可能とする。 

- 各サービスの状態を運用監視端末で一か所集中管理することで、運転状況

や障害状況の把握を容易にする。 

 時刻起動、メッセージ連動の仕組み 

- 運用監視サーバに予め設定したスケジュール定義にしたがって、必要なコ
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マンドを時刻を契機に自動発行する。 

- 運用監視サーバに予め設定したメッセージ連動定義にしたがって、必要な

コマンドを他メッセージの出力を契機に自動発行する。 

 

③ データセンター運用監視設計 

 監視の一か所集中管理 

- 運用監視サーバを設置し、データセンター内の各サーバ、ネットワーク及

び業務稼動状況の監視・運用を一か所で集中管理する。 

- バッチ運転に関する情報出力や操作も、運用監視端末にて行う。 

 ネットワークセキュリティ等の監視 

- ファイアウォールやウィルスチェック用機器等のセキュリティ機器の監

視は、専用の監視端末を設置する。 

 

④ 開発維持環境 

 オンライン通常運転時においては、データセンター内の開発維持環境におい

て、システム機能追加案件等に対応するための開発・試験作業等を行う。デ

ータセンター内に別に開発環境を用意することによって、データセンターの

オンライン運転に影響を与えないようにする。 

 

（１１）保守設計 

B/D 第 11 章に示されている保守設計は、24 時間 365 日運転を基本としたうえで定期

的な保守日を設定し、週 1 回各 3 時間程度のシステムの計画停止を行うこととしてい

るほか、種々のシステム監視（①死活監視、②プロセス監視、③システムリソース監

視、④性能監視、⑤ウィルス監視、⑥メッセージ監視）を行うこととしている。我が

国の NACCS/CIS と同様に 24 時間 365 日運転を基本としており、システム監視の項目は

NACCS/CIS と同水準であることから、VNACCS/VCIS の保守設計として概ね適当である。

したがって、VNACCS/VCIS の保守設計は、基本的に B/D 第 11 章に従うこととし、概要

次のとおりとする。なお、保守作業自体は、我が国の無償資金協力の範囲外である。 

 

① 保守日 

 前提条件 

- VNACCS/VCIS は基本的に 24 時間 365 日運転であるが、定期的な保守日を

設定し、システム計画停止を行うことを前提とする。 

- 周期は 1回/週、時間は 3時間程度になることを前提に設計を行う。 

 計画停止時の作業 

- 計画停止時においては、プログラムリリースやハードウェアメンテナンス、

OS 及びミドルウェアのパッチ、データ構造の変更等、システムを一時停

止する必要がある作業を行う。 
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- VNACCS/VCIS においては、オンラインの安定稼動を実現することを目的と

して、保守日等を利用して定期的に各サーバ類をリブート（再起動）する

運用を導入する。 

 

② システム監視 

 死活監視 

- 運用監視サーバよりシステムの各サーバに対し死活監視を行い、各サーバ

の状態を一括して管理する。 

 プロセス監視 

- OS プロセス、アプリケーションプロセスについて状態監視を行い、異常

時はメッセージや警告音等にて通知する。なお、監視対象プロセスの指定

も容易に行えることとする。 

 システムリソース監視 

- CPU 使用率を監視することで、短期的または長期的な CPU 使用率の増大に

よる不具合に対し、事前に予測し対策を実施する。 

- メモリ使用率を監視することで、短期的または長期的なメモリ使用率の増

大による不具合に対し、事前に予測し対策を実施する。 

- データベースの使用率を監視することで、レコードのオーバーフローによ

る障害を防止する。また、各テーブルにおいて収容率が極端に想定と異な

るような場合の対処を迅速に行う。 

 性能監視 

- 通常運転時、定期的にトラフィックの量を監視、計測する設計とする。 

 ウィルス監視 

- システムに送信された添付ファイル付きの電文について、フロントサーバ

群が受信する前にウィルスチェック用機器にてウィルスチェックを行う

設計とする。 

- ウィルスに感染した電文については、後続のフロントサーバに対しては転

送せずに、ウィルスチェック用機器内部で隔離する。 

- 隔離した感染電文は、事後の解析等に使用した後、削除する。 

 メッセージ監視 

- 障害メッセージを運用監視サーバで検知した際は、警告音で通報する等の

仕組みをとる。 

 

（１２）安全性設計 

B/D 第 12 章に示されている安全性設計方針（①システムセキュリティの確保、②デ

ータバックアップ運用の実施）、データバックアップ設計（①フルバックアップ、②シ

ステムボリュームバックアップ）、バックアップサーバの主要制御機能（①バックアッ

プ取得機能、②バックアップ運転制御機能、③ログ出力機能）は、我が国の NACCS/CIS

と同水準の機能が設計されており、NACCS/CIS と同レベルの安定性を確保するという

VNACCS/VCIS の目的と合致することから、VNACCS/VCIS の安全性設計として概ね適当で
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ある。したがって、VNACCS/VCIS の安全性設計は、基本的に B/D 第 12 章に従うことと

し、概要次のとおりとする。 

 

① 安全性設計方針 

 システムセキュリティの確保 

- VNACCS/VCIS におけるセキュリティについては、十分にその確保にあたる

こととする。 

 データバックアップ運用の実施 

- 不測の事態に備え、データのバックアップを取得する。 

 

② データバックアップ設計 

 フルバックアップ 

- オンライン及びバッチ用データに不具合が生じた場合も、データセンター

内で迅速に復旧するために、オンライン及びバッチ DB についてデータの

フルバックアップをデータセンター内で取得する。 

- バックアップには、ストレージ内で管理されるデータが全て含まれる。 

- 以上により、ストレージ装置が障害になった場合もデータの復旧を可能と

するとともに、コストを抑えて長期保存することを可能とする。 

 システムボリュームバックアップ 

- 各ノードのシステムボリュームを DAT にバックアップする。 

- バックアップの取得タイミングはシステムボリュームに変更が入ったと

きのみとし、環境を戻す必要が生じた際に使用することを目的とする。 

- 本バックアップを実現するにあたり、バックアップ媒体の世代管理を行う。 

 

③ バックアップサーバの主要制御機能 

 バックアップサーバにおける主な制御機能は、表３－２０に示すとおり。 

 

表３－２０ バックアップサーバ 主要制御機能一覧 

項番 機能項目 機能概要 

1 バックアップ取得機能 

 

システムにおけるデータのバックアップを取得する機能 

 

2 バックアップ運転制御機能 

 

システムバックアップ処理に係る各種運用処理を自動運転す

る機能 

 

3 ログ出力機能 

 

システムバックアップ処理の処理結果等をログとして記録す

る機能 
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（１３）端末設計 

B/D 第 13 章に示されている端末設計は、ネットワークへの負荷の軽減及び利便性を

考慮して端末ソフトウェア構築にリッチクライアント方式を採用することとしている。

端末ソフトウェア構築にリッチクライアント方式を採用することは、我が国の

NACCS/CIS と同様の考え方であり、NACCS/CIS 技術を前提としたシステムを構築すると

いう VNACCS/VCIS の方針と合致することから、VNACCS/VCIS の端末設計として概ね適当

である。したがって、VNACCS/VCIS の端末設計は、基本的に B/D 第 13 章に従うことと

し、リッチクライアント方式を採用することとする。 

 

（１４）ハードウェア、OS、ミドルウェア 

VNACCS/VCISのソフトウェアは我が国のNACCS/CISのソフトウェアを基に開発される

ことから、同ソフトウェアを稼働させるに必要とされるハードウェア、OS、ミドルウ

ェアについては、性能、セキュリティ、安全性も含めた品質確保の観点等から、基本

的に我が国の NACCS/CIS において使用実績のあるもの（NACCS/CIS ソフトウェアが正常

に動作することが実証されているもの）と同等以上のものを調達することが適当であ

る。具体的には、表３－２１に示すとおりである（入札図書の作成に当たり、更新が

ありうる。）。 
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、
S
M
T
P
双
方
向
サ
ー
バ
 

構
成
 

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
2
台

 

 
 

2
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

3
.
 
D
A
T
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
O
S
 

 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
I
t
a
n
i
u
m
 
9
3
4
0
 
1
.
6
G
H
z
 
3
C
P
U
(
1
2
C
o
r
e
)
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
3
2
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
G
B
以
上
（
二
重
化
後
の
実
行
容
量
）
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
1
0
0
0
B
A
S
E
-
T
×
6
ポ
ー
ト
以
上
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
2
ポ

ー
ト
以
上
 

 
 

2
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

3
.
 
D
A
T
装
置
 

 

 
 

4
.
 
O
S
 

:
 
H
P
 
U
X
1
1
i
 
v
3
 



3-
46

 
 

番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
H
P
 
A
N
S
I
 
C
+
+
/
C
-
L
 

 
 

 
:
 
H
P
 
S
e
r
v
i
c
e
g
u
a
r
d
-
L
 

 
 

 
:
 
M
i
r
r
o
r
D
i
s
k
/
U
X
-
L
 

 
 

 
:
 
E
M
S
 
H
A
 
M
o
n
i
t
o
r
s
-
L
 

 
 

 
:
 
H
A
/
R
e
s
o
u
r
c
e
S
a
v
e
r
 

 
 

 
:
 
H
A
/
S
t
o
r
a
g
e
S
a
v
e
r
 

 
 

 
:
 
T
P
B
A
S
E
 
(
I
P
F
)
 
R
8
.
1
 

 
 

 
:
 
T
P
-
L
i
s
t
e
n
e
r
/
O
L
F
-
U
T
 
(
I
P
F
)
 
R
8
.
1
 

 
 

 
:
 
A
n
y
T
r
a
n
 

 
 

 
 

4
 

H
T
T
P
イ
ン
タ

ラ
ク
テ
ィ
ブ
サ
ー
バ
 

構
成
 

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
4
台

 

 
 

2
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
4
台

 

 
 

3
.
 
D
A
T
装
置
 

:
 
4
台

 

 
 

4
.
 
O
S
 

 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
X
e
o
n
E
5
6
2
0
 
2
C
P
U
(
8
C
o
r
e
)
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
2
4
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
3
0
0
G
B
以
上
（
二
重
化
後
の
実
行
容
量
）
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
1
0
0
0
B
A
S
E
-
T
×
6
ポ
ー
ト
以
上
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
2
ポ

ー
ト
以
上
 

 
 

2
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

3
.
 
D
A
T
装
置
 

 

 
 

4
.
 
O
S
 

:
 
R
e
d
 
H
a
t
 
E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
 
L
i
n
u
x
 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
T
P
B
A
S
E
 
M
e
d
i
a
 
(
L
i
n
u
x
)
 
R
9
.
1
 

 
 

 
:
 
T
P
-
L
i
s
t
e
n
e
r
/
O
L
F
-
U
T
 
R
9
.
1
 

 
 

 
:
 
C
L
U
S
T
E
R
P
R
O
 
X
 
3
.
0
 
f
o
r
 
L
i
n
u
x
 

 
 

 
:
 
C
L
U
S
T
E
R
P
R
O
 
X
 
R
e
p
l
i
c
a
t
o
r
 
3
.
0
 
f
o
r
 
L
i
n
u
x
 

 
 

 
:
 
W
e
b
O
T
X
 
A
p
p
l
i
c
a
t
i
o
n
 
S
e
r
v
e
r
 
S
t
a
n
d
a
r
d
 
V
8
.
3
 

 
 

 
:
 
W
e
b
O
T
X
 
A
p
p
l
i
c
a
t
i
o
n
 
S
e
r
v
e
r
 
S
t
a
n
d
a
r
d
 
V
8
.
3
 
C
U
 
L
i
c
e
n
s
e
 

 
 

 
:
 
W
e
b
O
T
X
 
D
e
v
e
l
o
p
e
r
 
(
f
o
r
 
C
O
R
B
A
 
A
p
p
l
i
c
a
t
i
o
n
)
 
V
8
.
3
 

 
 

 
 

5
 

統
合
運
用
監
視
／
バ
ッ
チ
運
転
 
サ
ー
バ
、
 

構
成
 

 

 
フ
ァ
イ
ル
連
携
／
シ
ン
グ
ル
ウ
ィ
ン
ド
ウ
 
サ
ー
バ
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
2
台

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

2
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
2
台

 



3-
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番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

 
 

3
.
 
D
A
T
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
O
S
 

 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
I
t
a
n
i
u
m
 
9
3
4
0
 
1
.
6
G
H
z
 
2
C
P
U
(
8
C
o
r
e
)
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
2
4
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
G
B
以
上
（
二
重
化
後
の
実
行
容
量
）
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
1
0
0
0
B
A
S
E
-
T
×
6
ポ
ー
ト
以
上
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
2
ポ

ー
ト
以
上
 

 
 

2
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

3
.
 
D
A
T
装
置
 

 

 
 

4
.
 
O
S
 

:
 
H
P
 
U
X
1
1
i
 
v
3
 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
H
P
 
A
N
S
I
 
C
+
+
/
C
-
L
 

 
 

 
:
 
H
P
 
S
e
r
v
i
c
e
g
u
a
r
d
-
L
 

 
 

 
:
 
M
i
r
r
o
r
D
i
s
k
/
U
X
-
L
 

 
 

 
:
 
E
M
S
 
H
A
 
M
o
n
i
t
o
r
s
-
L
 

 
 

 
:
 
M
C
/
S
e
r
v
i
c
e
G
u
a
r
d
 
N
F
S
 
T
o
o
l
k
i
t
-
L
 
 

 
 

 
:
 
H
A
/
R
e
s
o
u
r
c
e
S
a
v
e
r
 

 
 

 
:
 
H
A
/
S
t
o
r
a
g
e
S
a
v
e
r
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
B
a
s
e
 
M
a
n
a
g
e
r
 
f
o
r
 
H
P
-
U
X
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
W
o
r
k
f
l
o
w
 
M
a
n
a
g
e
r
 
f
o
r
 
H
P
-
U
X
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
M
a
n
a
g
e
r
 
f
o
r
 
H
P
-
U
X
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
B
a
s
e
 
A
g
e
n
t
 
f
o
r
 
H
P
-
U
X
/
S
o
l
a
r
i
s
/
A
I
X
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
A
g
e
n
t
 
f
o
r
 
H
P
-
U
X
/
S
o
l
a
r
i
s
/
A
I
X
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
W
o
r
k
f
l
o
w
 
A
g
e
n
t
 
f
o
r
 
H
P
-
U
X
/
S
o
l
a
r
i
s
/
A
I
X
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
H
A
 
O
p
t
i
o
n
 
A
g
e
n
t
 
f
o
r
 
H
P
-
U
X
/
S
o
l
a
r
i
s
/
A
I
X
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
B
a
s
e
 
A
g
e
n
t
 
f
o
r
 
W
i
n
/
L
i
n
u
x
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
A
g
e
n
t
 
f
o
r
 
W
i
n
/
L
i
n
u
x
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
W
o
r
k
f
l
o
w
 
A
g
e
n
t
 
f
o
r
 
W
i
n
/
L
i
n
u
x
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
H
A
 
O
p
t
i
o
n
 
A
g
e
n
t
 
f
o
r
 
W
i
n
/
L
i
n
u
x
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
N
e
t
v
i
s
o
r
P
r
o
 
V
 
5
.
0
 
f
o
r
 
H
P
-
U
X
 

 
 

 
:
 
S
O
R
T
K
I
T
 
(
I
P
F
)
 

 
 

 
:
 
D
i
o
s
a
G
l
o
b
e
 
A
P
B
A
S
E
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
J
o
b
C
e
n
t
e
r
 
S
V
 
(
T
1
)
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
J
o
b
C
e
n
t
e
r
 
C
J
C
 
O
p
t
i
o
n
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番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

6
 

統
合
運
用
監
視
端
末
 

構
成
 

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

1
.
 
端
末
 

:
 
3
台

 

 
 

2
.
 
D
V
D
ス
ー
パ
ー
マ
ル
チ
ド
ラ
イ
ブ
装
置
 

:
 
3
台
 

 
 

3
.
 
外
付
け

H
D
D
(
1
T
B
)
 

:
 
3
台

 

 
 

4
.
 
モ
ニ
タ
（
1
7
イ
ン
チ
以
上
）
 

:
 
3
台

 

 
 

5
.
 
警
告
灯
装
置
 

:
 
3
台

 

 
 

6
.
 
O
S
 

 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
端
末
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
C
o
r
e
 
i
3
 
2
1
2
0
 
3
.
3
G
H
z
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
2
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
2
5
0
G
B
以
上
 

 
 

2
.
 
D
V
D
ス
ー
パ
ー
マ
ル
チ
ド
ラ
イ
ブ
装
置
 

 

 
 

3
.
 
外
付
け

H
D
D
(
1
T
B
)
 

 

 
 

4
.
 
モ
ニ
タ
（
1
7
イ
ン
チ
以
上
）
 

 

 
 

5
.
 
警
告
灯
装
置
 

 

 
 

6
.
 
O
S
 

:
 
M
i
c
r
o
s
o
f
t
 
W
i
n
d
o
w
s
7
 
P
r
o
f
e
s
s
i
o
n
a
l
 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
W
e
b
O
T
X
 
A
d
m
i
n
i
s
t
r
a
t
o
r
 
V
8
.
3
 

 
 

 
:
 
W
e
b
S
A
M
 
M
C
O
p
e
r
a
t
i
o
n
s
 
–
 
V
i
e
w
 

 
 

 
:
 
A
S
T
E
C
-
X
7
.
0
 

 
 

 
:
 
E
x
p
r
e
s
s
 
S
y
m
a
n
t
e
c
 
G
h
o
s
t
 
S
o
l
u
t
i
o
n
 
S
u
i
t
e
 
2
.
5
 

 
 

 
 

7
 

税
関
シ
ス
テ
ム
接
続

A
P
／
税
関
用
認
証
サ
ー
バ
 

構
成
 

 

 
[
V
C
I
S
]
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
2
台

 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

:
 
2
台

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
D
A
T
1
6
0
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

:
 
2
台

 

 
 

6
.
 
O
S
 

 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
S
P
A
R
C
6
4
 
V
I
I
+
 
プ
ロ
セ
ッ
サ
 
2
,
8
6
G
H
ｚ
 
1
C
P
U
（
4
C
o
r
e
）
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
1
6
G
B
以
上
 



3-
49

 
 

番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
3
0
0
G
B
以
上
（
1
0
0
0
0
r
p
m
、
S
A
S
デ
ィ
ス
ク
）
×
2
個
 

 
 

 
 
 
拡
張

L
A
N
イ

ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
D
u
a
l
ポ
ー
ト
（
1
0
B
a
s
e
T
／
1
0
0
B
a
s
e
-
T
／
1
0
0
0
B
a
s
e
-
T
）
×
4
枚
以
上
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
な
し
 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

4
.
 
D
A
T
1
6
0
装
置
 

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

 

 
 

6
.
 
O
S
 

:
 
S
o
l
a
r
i
s
 
1
0
 
O
S
 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
P
R
I
M
E
C
L
U
S
T
E
R
 
G
D
S
 

 
 

 
:
 
P
R
I
M
E
C
L
U
S
T
E
R
 
G
L
S
 

 
 

 
:
 
S
o
p
h
o
s
 
A
n
t
i
-
V
i
r
u
s
 

 
 

 
 

8
 

税
関
シ
ス
テ
ム
接
続

D
B
サ
ー
バ

 
構
成
 

 

 
[
V
C
I
S
]
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
2
台

 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

:
 
2
台

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

:
 
2
台

 

 
 

6
.
 
O
S
 

 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
X
e
o
n
 
プ
ロ
セ
ッ
サ
 
2
.
1
3
G
H
ｚ
 
１
C
P
U
（
4
C
o
r
e
）
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
1
6
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
G
B
以
上
×
4
個
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
D
u
a
l
ポ
ー
ト
（
1
0
0
0
B
a
s
e
-
T
）
×
2
枚
以
上
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
8
G
b
p
s
×
2
ポ
ー
ト
以
上
 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

 

 
 

6
.
 
O
S
 

:
 
R
e
d
 
H
a
t
 
E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
 
L
i
n
u
x
 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
P
R
I
M
E
C
L
U
S
T
E
R
 
H
A
 

 
 

 
:
 
P
R
I
M
E
C
L
U
S
T
E
R
 
W
i
z
a
r
d
 
f
o
r
 
O
r
a
c
l
e
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番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

 
 

 
:
 
E
T
E
R
N
U
S
 
マ
ル
チ
パ
ス
ド
ラ
イ
バ
 

 
 

 
:
 
O
r
a
c
l
e
 
D
a
t
a
b
a
s
e
 
1
1
g
 
R
e
l
e
a
s
e
2
 
 

 
 

 
:
 
O
r
a
c
l
e
 
D
a
t
a
b
a
s
e
 
E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
 
E
d
i
t
i
o
n
 

 
 

 
:
 
E
T
E
R
N
U
S
 
S
F
 
R
e
c
o
v
e
r
y
 
M
a
n
a
g
e
r
 
f
o
r
 
O
r
a
c
l
e
 
E
E
 

 
 

 
:
 
S
o
p
h
o
s
 
A
n
t
i
-
V
i
r
u
s
 

 
 

 
 

9
 

基
幹
 
W
e
b
 
A
P
サ
ー
バ
 

構
成
 

 

 
[
V
C
I
S
]
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
2
台

 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

:
 
2
台

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

:
 
2
台

 

 
 

6
.
 
O
S
 

 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
X
e
o
n
 
プ
ロ
セ
ッ
サ
 
2
.
1
3
G
H
ｚ
 
１
C
P
U
（
4
C
o
r
e
）
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
8
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
G
B
以
上
（
1
5
0
0
0
r
p
m
、
S
A
S
デ
ィ
ス
ク
）
×
4
個
 

 
 

 
 
 
拡
張

L
A
N
イ

ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
シ
ン

グ
ル
ポ
ー
ト
（
1
0
B
a
s
e
T
／
1
0
0
B
a
s
e
-
T
／
1
0
0
0
B
a
s
e
-
T
）
×
2
枚
以
上
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
な
し
 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

 

 
 

6
.
 
O
S
 

:
 
R
e
d
 
H
a
t
 
E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
 
L
i
n
u
x
 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
P
R
I
M
E
C
L
U
S
T
E
R
 
G
L
S
 

 
 

 
:
 
S
o
p
h
o
s
 
A
n
t
i
-
V
i
r
u
s
 

 
 

 
 

1
0
 

基
幹

D
B
サ
ー
バ

 
構
成
 

 

 
[
V
C
I
S
]
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
2
台

 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

:
 
2
台

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

:
 
2
台

 



3-
51

 
 

番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

:
 
2
台

 

 
 

6
.
 
O
S
 

 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
X
e
o
n
 
プ
ロ
セ
ッ
サ
 
2
.
4
0
G
H
ｚ
 
１
C
P
U
（
6
C
o
r
e
）
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
3
2
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
G
B
以
上
（
S
A
S
デ
ィ
ス
ク
、
1
5
0
0
0
r
p
m
）
×
2
個
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
D
u
a
l
ポ
ー
ト
（
1
0
0
0
B
a
s
e
-
T
）
×
2
枚
以
上
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
8
G
b
p
s
×
2
ポ
ー
ト
以
上
 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

 

 
 

6
.
 
O
S
 

:
 
R
e
d
 
H
a
t
 
E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
 
L
i
n
u
x
 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
P
R
I
M
E
C
L
U
S
T
E
R
 
H
A
 
S
e
r
v
e
r
 

 
 

 
:
 
E
T
E
R
N
U
S
 
マ
ル
チ
パ
ス
ド
ラ
イ
バ
 

 
 

 
:
 
S
o
p
h
o
s
 
A
n
t
i
-
V
i
r
u
s
 

 
 

 
:
 
T
e
x
t
P
o
r
t
e
r
 
V
4
.
1
x
 

 
 

 
 

1
1
 

基
幹
バ
ッ
チ
サ
ー
バ
 
 

構
成
 

 

 
[
V
C
I
S
]
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
2
台

 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

:
 
2
台

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

:
 
2
台

 

 
 

6
.
 
O
S
 

 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
X
e
o
n
 
プ
ロ
セ
ッ
サ
 
2
.
1
3
G
H
z
 
１
C
P
U
（
4
C
o
r
e
）
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
8
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
G
B
以
上
（
S
A
S
デ
ィ
ス
ク
、
1
5
0
0
0
r
p
m
）
×
4
個
以
上
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
D
u
a
l
ポ
ー
ト
（
1
0
0
0
B
a
s
e
-
T
）
×
2
ポ
ー
ト
以
上
 



3-
52

 
 

番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
8
G
b
p
s
×
2
ポ
ー
ト
以
上
 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

 

 
 

6
.
 
O
S
 

:
 
R
e
d
 
H
a
t
 
E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
 
L
i
n
u
x
 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
P
R
I
M
E
C
L
U
S
T
E
R
 
H
A
 

 
 

 
:
 
E
T
E
R
N
U
S
 
マ
ル
チ
パ
ス
ド
ラ
イ
バ
 

 
 

 
:
 
S
o
p
h
o
s
 
A
n
t
i
-
V
i
r
u
s
 

 
 

 
 

1
2
 

運
用
監
視
端

末
 

構
成
 

 

 
[
V
C
I
S
]
 

1
.
 
端
末
 

:
 
1
台

 

 
 

2
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
1
台

 

 
 

3
.
 
警
告
灯
装
置
 

:
 
1
台

 

 
 

4
.
 
ペ
ー
ジ
プ
リ
ン
タ
ー
 

:
 
1
台

 

 
 

5
.
 
O
S
 

 

 
 

6
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
端
末
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
イ
ン
テ
ル
®
 
C
o
r
e
™
 
i
5
-
5
2
0
M
（
2
.
4
0
G
H
z
）
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
8
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
8
0
G
B
以
上
（
S
A
T
A
）
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
オ
ン
ボ
ー
ド
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
な
し
 

 
 

2
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

3
.
 
警
告
灯
装
置
 

 

 
 

4
.
 
ペ
ー
ジ
プ
リ
ン
タ
ー
 

 

 
 

5
.
 
O
S
 

:
 
W
i
n
d
o
w
s
®
 
7
 
P
r
o
f
e
s
s
i
o
n
a
l
 
（
6
4
b
i
t
版
）
 

 
 

6
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
S
o
p
h
o
s
 
A
n
t
i
-
V
i
r
u
s
 
(
E
n
d
p
o
i
n
t
 
s
e
c
u
r
i
t
y
 
a
n
d
 
c
o
n
t
r
o
l
)
 

 
 

 
 

1
3
 

運
用
管
理
・

監
視
サ
ー
バ
 

構
成
 

 

 
[
V
C
I
S
]
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

:
 
2
台

 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

:
 
2
台

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

:
 
2
台

 



3-
53

 
 

番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

:
 
2
台

 

 
 

6
.
 
O
S
 

 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
サ
ー
バ
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
X
e
o
n
 
プ
ロ
セ
ッ
サ
 
2
.
1
3
G
H
z
 
2
C
P
U
（
8
C
o
r
e
）
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
1
6
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
G
B
以
上
（
S
A
S
デ
ィ
ス
ク
、
1
5
0
0
0
r
p
m
）
×
2
個
以
上
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
シ
ン
グ
ル
ポ
ー
ト
（
1
0
0
B
a
s
e
-
T
）
×
2
枚
以
上
 

 
 

 
 
 
F
C
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
な
し
 

 
 

2
.
 
コ
ン
ソ
ー
ル
関
連
装
置
 

 

 
 

 
 
（
他
サ
ー
バ
と
共
有
可
能
）
 

 

 
 

3
.
 
D
V
D
-
R
O
M
装
置
 

 

 
 

4
.
 
D
A
T
7
2
装
置
 

 

 
 

5
.
 
機
器
接
続
ケ
ー
ブ
ル
 

 

 
 

6
.
 
O
S
 

:
 
R
e
d
 
H
a
t
 
E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
 
L
i
n
u
x
 

 
 

7
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
P
R
I
M
E
C
L
U
S
T
E
R
 
G
L
S
 

 
 

 
:
 
S
o
p
h
o
s
 
A
n
t
i
-
V
i
r
u
s
 

 
 

 
 

1
4
 

L
i
n
u
x
パ
ッ
チ
収
集
用
機
器
 

構
成
 

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

1
.
 
機
器
 

:
 
1
台

 

 
 

2
.
 
内
蔵

D
V
D
-
R
O
M
 

:
 
1
台

 

 
 

3
.
 
内
蔵

D
A
T
 

:
 
1
台

 

 
 

4
.
 
O
S
 

 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
機
器
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
P
e
n
t
i
u
m
 
G
6
2
0
 
2
.
6
G
H
z
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
2
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
.
5
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
1
0
0
0
B
A
S
E
-
T
接
続
ボ
ー
ド
(
2
c
h
)
 

 
 

2
.
 
内
蔵

D
V
D
-
R
O
M
 

 

 
 

3
.
 
内
蔵

D
A
T
 

 

 
 

4
.
 
O
S
 

:
 
R
e
d
 
H
a
t
 
E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
 
L
i
n
u
x
5
 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
I
n
t
e
r
S
c
a
n
 
W
e
b
 
S
e
c
u
r
i
t
y
 
S
u
i
t
e
 

 
 

 
 



3-
54

 
 

番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

1
5
 

W
i
n
d
o
w
s
パ
ッ
チ
・
ウ
イ
ル
ス
パ
タ
ー
ン
収
集
用
機
器
 

構
成
 

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

1
.
 
機
器
 

:
 
1
台

 

 
 

2
.
 
内
蔵

D
V
D
-
R
O
M
 

:
 
1
台

 

 
 

3
.
 
内
蔵

D
A
T
 

:
 
1
台

 

 
 

4
.
 
O
S
 

 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
機
器
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
P
e
n
t
i
u
m
 
G
6
2
0
 
2
.
6
G
H
z
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
2
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
.
5
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
1
0
0
0
B
A
S
E
-
T
接
続
ボ
ー
ド
(
2
c
h
)
 

 
 

2
.
 
内
蔵

D
V
D
-
R
O
M
 

 

 
 

3
.
 
内
蔵

D
A
T
 

 

 
 

4
.
 
O
S
 

:
 
M
i
c
r
o
s
o
f
t
 
W
i
n
d
o
w
s
 
S
e
r
v
e
r
 
2
0
0
8
 
R
2
 
S
t
a
n
d
a
r
d
 

 
 

5
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
C
A
 
A
R
C
s
e
r
v
e
 
B
a
c
k
u
p
 
r
1
5
 
f
o
r
 
W
i
n
d
o
w
s
 

 
 

 
:
 
ウ
ィ
ル
ス
バ
ス
タ
ー
C
l
i
e
n
t
/
S
e
r
v
e
r
 
S
u
i
t
e
 

 
 

 
 

1
6
 

フ
ァ
イ
ア
ウ
ォ
ー
ル
監
視
端
末
 

構
成
 

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

1
.
 
端
末
 

:
 
1
台

 

 
 

2
.
 
内
蔵

D
V
D
-
R
O
M
 

:
 
1
台

 

 
 

3
.
 
内
蔵

D
A
T
 

:
 
1
台

 

 
 

4
.
 
モ
ニ
タ
（
1
7
イ
ン
チ
以
上
）
 

:
 
1
台

 

 
 

5
.
 
O
S
 

 

 
 

6
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
端
末
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
P
e
n
t
i
u
m
 
G
6
2
0
 
2
.
6
G
H
z
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
2
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
.
5
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

:
 
1
0
0
0
B
A
S
E
-
T
接
続
ボ
ー
ド
(
2
c
h
)
 

 
 

2
.
 
内
蔵

D
V
D
-
R
O
M
 

 

 
 

3
.
 
内
蔵

D
A
T
 

 

 
 

4
.
 
モ
ニ
タ
（
1
7
イ
ン
チ
以
上
）
 

 

 
 

5
.
 
O
S
 

:
 
M
i
c
r
o
s
o
f
t
 
W
i
n
d
o
w
s
 
S
e
r
v
e
r
 
2
0
0
8
 
R
2
 
S
t
a
n
d
a
r
d
 

 
 

6
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
C
A
 
A
R
C
s
e
r
v
e
 
B
a
c
k
u
p
 
r
1
5
 
f
o
r
 
W
i
n
d
o
w
s
 



3-
55

 
 

番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

 
 

 
 

1
7
 

シ
ス
テ
ム
運
用
課
用
端
末
 

構
成
 

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

1
.
 
端
末
 

:
 
1
台

 

 
 

2
.
 
D
V
D
ス
ー
パ
ー
マ
ル
チ
ド
ラ
イ
ブ
装
置
 

:
 
1
台
 

 
 

3
.
 
外
付
け

H
D
D
(
1
T
B
以
上
)
 

:
 
1
台

 

 
 

4
.
 
モ
ニ
タ
（
1
7
イ
ン
チ
以
上
）
 

:
 
1
台

 

 
 

5
.
 
O
S
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
端
末
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
C
o
r
e
 
i
3
 
2
1
2
0
 
3
.
3
G
H
z
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
2
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
2
5
0
G
B
以
上
 

 
 

2
.
 
D
V
D
ス
ー
パ
ー
マ
ル
チ
ド
ラ
イ
ブ
装
置
 

 

 
 

3
.
 
外
付
け

H
D
D
(
1
T
B
以
上
)
 

 

 
 

4
.
 
モ
ニ
タ
（
1
7
イ
ン
チ
以
上
）
 

 

 
 

5
.
 
O
S
 

:
 
M
i
c
r
o
s
o
f
t
 
W
i
n
d
o
w
s
7
 
P
r
o
f
e
s
s
i
o
n
a
l
 

 
 

 
 

1
8
 

統
合
コ
ン
ソ
ー
ル
端
末
 

構
成
 

 

 
[
V
N
A
C
C
S
]
 

1
.
 
端
末
 

:
 
2
台

 

 
 

2
.
 
D
V
D
ス
ー
パ
ー
マ
ル
チ
ド
ラ
イ
ブ
装
置
 

:
 
2
台
 

 
 

3
.
 
内
蔵

D
A
T
 

:
 
2
台

 

 
 

4
.
 
モ
ニ
タ
（
1
9
イ
ン
チ
以
上
）
 

:
 
2
台

 

 
 

5
.
 
O
S
 

 

 
 

6
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
仕
様
 

 

 
 

1
.
 
端
末
 

 

 
 

 
 
 
C
P
U
 

:
 
P
e
n
t
i
u
m
 
G
6
9
5
0
 
2
.
8
G
H
z
相
当
以
上
 

 
 

 
 
 
メ
モ
リ
 

:
 
2
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
内
蔵
デ
ィ
ス
ク
 

:
 
1
4
6
.
5
G
B
以
上
 

 
 

 
 
 
L
A
N
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
 

 
:
 
1
0
0
0
B
A
S
E
-
T
接
続
ボ
ー
ド
(
2
c
h
)
 

 
 

2
.
 
D
V
D
ス
ー
パ
ー
マ
ル
チ
ド
ラ
イ
ブ
装
置
 

 

 
 

3
.
 
内
蔵

D
A
T
 

 

 
 

4
.
 
モ
ニ
タ
（
1
9
イ
ン
チ
以
上
）
 

 

 
 

5
.
 
O
S
 

:
 
M
i
c
r
o
s
o
f
t
 
W
i
n
d
o
w
s
 
S
e
r
v
e
r
 
2
0
0
8
 
R
2
 
S
t
a
n
d
a
r
d
 

 
 

6
.
 
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
 

:
 
C
A
 
A
R
C
s
e
r
v
e
 
B
a
c
k
u
p
 
r
1
5
 
f
o
r
 
W
i
n
d
o
w
s
 

 
 

 
 



3-
56

 
 

番
号
 

サ
ー
バ
 

構
成
及
び
主
仕
様
 

1
9
 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
用
端
末
 

構
成
 

 

 
[
V
C
I
S
]
 

1
.
 
端
末
 

:
 
1
台

（
A
4
ノ

ー
ト
型
）
 

 
 

2
.
 
ス
ー
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.
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置
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台

 

 
 

4
.
 
O
S
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.
 
ミ
ド
ル
ウ
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ア
 

 

 
 

 
 

 
 

主
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様
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末
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:
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C
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2
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コ
ン
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（
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（
注
）
上
記
の
ほ
か
、
関
連
機
器
（
ス
ト
レ
ー
ジ
装
置
、
L
T
O
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
器
、
ラ
ッ
ク
、
時
刻
同
期
装
置
、
プ

リ
ン
タ
ー
）
も
調
達
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
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 ３－２－３ 概略設計図 

 

（１）システム構成図 

VNACCS/VCIS のシステム構成図は、図３－３に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ システム構成図 

 

（注）上記構成図は論理構成図であり、実際の物理構成図とは一致しない。また、対外

接続に係るネットワーク部分及び外部接続先は、本設計の範囲外。 

 

（２）ソフトウェア構成図 

VNACCS/VCIS における各サーバのソフトウェア構成（概念構成）は、基本的に図３－

４から図３－１３に示すとおりである。 

 

  

VNACCS/VCIS 
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図３－４ システム概要 
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図３－５ フロントエンド・サーバ（１／３） 
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図３－６ フロントエンド・サーバ（２／３） 
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図３－７ フロントエンド・サーバ（３／３） 

 

 

Data Center

3/3

System Name Figure Description Category Version Date of Creation Page No.

[FE]Front End Servers [FE]VNACCS / VCIS

B2B / G2G Messaging [MS]

Front End Servers [FE]

Application Servers [AP]

Database Servers [DB] System Operation Servers [OP]

Client Software [CL]
(Rich Client Software)

Assistant Servers [AS]

[FE-O1] Interface Server (VNACCS)
[FE-O2] Interface AP Server (VCIS)
[FE-O3] SMTP Interactive Server
[FE-O4] HTTP Interactive Server
[FE-O5] Data Translation Server
             (EDIFACT Server / XML Translation Server)
[FE-O6] Authentication Server

[FE-B1] File Server / Single Window Server
[FE-B2] Documents on Statistical Record Server / Bank Connection 
Server
[FE-B3] Log Collection Server / Sorry Server / Distribution Server / 
FTP Server

[FE-B1] File Server / Single Window Server

System Operation Monitoring 
Terminal [MO]

[FE-B2] Documents on Statistical Record Server / 
Bank Connection Server

[FE-B3] Log Collection Server / Sorry 
Server / Distribution Server / FTP Server
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図３－８ アプリケーション・サーバ 
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図３－９ データベース・サーバ 

 

 

Data Center

1/1

System Name Figure Description Category Version Date of Creation Page No.

[DB]Database Servers [DB]VNACCS / VCIS

B2B / G2G Messaging [MS]

Front End Servers [FE]

Application Servers [AP]

Database Servers [DB] System Operation Servers [OP]

Client Software [CL]
(Rich Client Software)

Assistant Servers [AS]

[DB-1] DB Server (VNACCS)
[DB-2] Interface DB Server (VCIS)
[DB-3] DB Server (VCIS)

[DB-1] DB Server (VNACCS)

System Operation Monitoring 
Terminal [MO]

[DB-2] Interface DB Server (VCIS)

[DB-3] DB Server (VCIS)
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図３－１０ システムオペレーション・サーバ 

 

 

Data Center

1/1

System Name Figure Description Category Version Date of Creation Page No.

[OP]System Operation Servers [OP]VNACCS / VCIS

B2B / G2G Messaging [MS]

Front End Servers [FE]

Application Servers [AP]

Database Servers [DB] System Operation Servers [OP]

Client Software [CL]
(Rich Client Software)

Assistant Servers [AS]

[OP-1] System Operation Server /  Batch Operation Server (VNACCS)
[OP-2] System Operation Server (VCIS)

[OP-1] System Operation Server /  Batch 
Operation Server (VNACCS)

System Operation Monitoring 
Terminal [MO]

[OP-2] System Operation Server (VCIS)
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図３－１１ アシスタント・サーバ 
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図３－１２ システム・オペレーション・モニタリング・ターミナル 
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図３－１３ クライアント・ソフトウェア、B2B/G2G メッセージング 

  

Data Center

1/1

System Name Figure Description Category Version Date of Creation Page No.

[CL]
[MS]

Client Software [CL]
B2B / G2G Messaging [MS]

VNACCS / VCIS

B2B / G2G Messaging [MS]

Front End Servers [FE]

Application Servers [AP]

Database Servers [DB] System Operation Servers [OP]

Client Software [CL]
(Rich Client Software)

Assistant Servers [AS]

[CL-1] Client Software for Private Users (VNACCS)
[CL-2] Client Software for Customs Officials (VNACCS / VCIS)
[MS-1] B2B / G2G Messaging

[CL-1] Client Software for Private Users (VNACCS)
[CL-2] Client Software for Customs Officials (VNACCS / VCIS)

System Operation Monitoring 
Terminal [MO]

Software Architecture of connecting systems to VNACCS 
depends on system developer of each connecting system.
Connecting systems are required to connect with following 
rules;

(A) EDI format: EDIFACT
       EDI protocols: SMTP/POP3

(B) EDI format: NACCS-EDI
       EDI protocols: SMTP interactive

(A)  EDI format: XML
        EDI protocols: PAA Interconnection Specification
                           (ebXML, SOAP, http(s))

[MS-1] B2B / G2G Messaging
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（３）ネットワーク構成図 

VNACCS/VCIS におけるデータセンター内ネットワークの構成は、基本的に図３－１４

に示すとおりである。（太線枠内が本システムの範囲である。） 

 

 

図３－１４ ネットワーク構成図 
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 ３－２－４ 調達計画 

 

  ３－２－４－１ 調達方針 

 

本プロジェクトにおけるソフトウェアの開発については、「ベ」国からの随意契約に

かかる要請及び NACCS/CIS の開発経験を有するベンダーが 1 社しか存在しないという

事実を踏まえ、我が国の NACCS/CIS の技術を活用した「ベ」国における通関 IT システ

ムである VNACCS/VCIS という本プロジェクトの目的物が持つ特殊性、目的物の完成ま

での時間的制約及び本プロジェクトの実施にかかるトータルコストからみた経済的合

理性について、技術的な視点から検討を行った結果、現行 NACCS/CIS の開発ベンダー

と随意契約を行うことが合理的である。（上記３－２－１（４）のとおり、無償資金協

力調達ガイドラインの規定に合致すると判断。） 

他方、本プロジェクトにおけるハードウェア、OS、ミドルウェアの調達については、

本来的にはソフトウェアと一体的に行われることが望ましいが、無償資金協力案件で

は、経済性・効率性・公平性の観点から競争による調達が求められているという原則

に鑑み、ソフトウェアの調達とは切離し、一般競争入札により調達する方針とする。

ただし、その場合には、ソフトウェアの開発業者とは異なる業者がハードウェア、OS、

ミドルウェアの調達業者となる可能性があることから、本プロジェクトの円滑な実施

を確保するため、調達仕様書を適切に作成すること（サーバの仕様に具体的な OS 及び

ミドルウェアに関する情報を含め、業者間の責任分担・責任範囲を明確化すること）

により、リスクの極小化を図ることが適当である。また、入札図書には、参考資料と

してソフトウェア仕様書を付すこととする。 

なお、ハードウェア、OS、ミドルウェアについては、いずれも基本的に「ベ」国に

おいて調達可能であるが、「ベ」国において生産されてはおらず、原産国は本邦または

第三国となる。また、価格については、業界慣行としてグローバル・プライシングが

行われていることから、調達国による顕著な差異は認められない。 

 

  ３－２－４－２ 調達上の留意事項 

 

本プロジェクトにおいては、VNACCS/VCIS 運用開始後、「ベ」国においてベンダー（現

地代理店を含む。）から保守サービスが適時・適切に受けられることが極めて重要であ

るが、ベンダーの事業方針から、「ベ」国以外で調達された製品については「ベ」国に

おける同製品の正規ベンダーから保守サービスを受けられないおそれがある。したが

って、ハードウェア、OS、ミドルウェアの調達においては、「ベ」国において正規ベン

ダーから保守サービスの提供を適時・適切に受けられることを条件とする方針とする。 

また、「ベ」国におけるハードウェア、OS、ミドルウェアの導入にかかるリードタイ

ムについては、製品によりばらつきがあるが、最長で調達に 8～10 週間、その後現地

調整に 2週間、合計で 10～12 週間必要となる。したがって、ハードウェア、OS、ミド

ルウェアの一般競争入札による調達にあたっては、このリードタイムを考慮した調達

スケジュールを設定する必要がある。 
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更に、ハードウェアの据付を行うデータセンターは、「ベ」国側費用負担により新規

に建設中であることから、同データセンターの竣工時期を踏まえて、ハードウェアの

調達・搬入・据付時期を調整する必要がある。 

 

  ３－２－４－３ 調達・据付区分 

 

本プロジェクトにおける、我が国の負担事項は、我が国の NACCS/CIS の技術を活用

した VNACCS/VCIS の構築のために必要なソフトウェアの開発及び当該ソフトウェアを

稼働させるためのハードウェア、OS、ミドルウェア、関連機器の調達である。当該開

発ソフトウェアにより行われる業務の詳細については、表３－２から表３－５（いず

れも前掲）に示すとおりであり、調達機材については前掲表３－２１に示すとおりで

ある。 

他方、VNACCS/VCIS の円滑な導入・運用を可能とするため、VNACCS/VCIS の開発期間

中に、「ベ」国側（GDVC）が実施することとされている項目及び実施時期は、表３－２

２（B/D 第 17 章から転載）のとおりである。 

 

表３－２２ VNACCS/VCIS 開発期間中における「ベ」国側実施事項 

No. 区分 実施項目 実施時期 

1 調達 データセンターの調達・構築 ハードウェア設置工

事前までに 

2  各拠点間のネットワークの調達・構

築 

ハードウェア設置工

事前までに 

3  オペレーションベンダーの調達・決

定 

総合運転試験開始前

までに 

4  ソフトウェア保守ベンダーの調達・

決定 

総合運転試験開始前

までに 

5  ハードウェア保守ベンダーの調達・

決定 

総合運転試験開始前

までに 

6  税関利用者用の推奨スペックの端末

の用意 

総合運転試験開始前

までに 

7  「ベ」国国内の拠点支局へのファイ

ルサーバの用意 

総合運転試験開始前

までに 

8 調整・連絡 他省庁との連絡・調整 開発期間中随時 

9  ベンダー間の連絡・調整・とりまと

め（ソフトウェア開発ベンダー、ハ

ードウェアベンダー、ネットワーク

ベンダー、データセンターベンダー

間のとりまとめ） 

開発期間中随時 
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No. 区分 実施項目 実施時期 

10 組織・環境整備 システム運用・利用者からの問合せ

窓口となる組織を「ベ」国税関内に

整備 

総合運転試験開始前

までに 

11  リスク分析等を行う組織を「ベ」国

税関内に整備 

総合運転試験開始前

までに 

12  利用者周知、ダウンロード機能を備

えたホームページの作成 

総合運転試験開始前

までに 

13 利用者情報、品目

など CSF 作成関

連 

利用者コード体系（コードの付与方

法）の決定 

外部設計終了時まで

に 

14  民間利用者からの利用申込みの受

付・集約 

総合運転試験開始 3

カ月前までに 

15  利用者、品目など各種 CSF の作成 総合運転試験開始前

までに 

16  民間利用者・税関利用者情報の管理

組織及び方法の決定 

総合運転試験開始前

までに 

17 説明会 

端末の配布 

民間利用者・税関利用者への各種周

知活動 

開発期間中随時 

18  民間利用者向けの説明会の実施 

説明会向けドキュメントの作成・印

刷・配布（業務仕様・EDI 接続仕様

について） 

外部設計凍結後速や

かに 

19  民間利用者・税関利用者向け説明会

の実施 

説明会向けドキュメントの作成・印

刷・配布（総合運転試験の実施方法

について） 

総合運転試験開始前

までに 

20  端末ソフトウェアを民間利用者、税

関利用者へ配布 

総合運転試験開始前

までに 

21  総合運転試験時の民間利用者・税関

利用者からの問合せ窓口対応 

総合運転試験期間中

随時 

22 事務処理要領 事務処理要領の作成（システムで実

現する業務と法制度の関連を示した

ドキュメント） 

総合運転試験開始前

までに 

23 データ移行 旧システムからのデータ移行 移行するデータ内容

に応じて、実施時期

を検討 
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３－２－４－４ 調達監理計画 

 

本プロジェクトにおける VNACCS/VCIS ソフトウェアの開発については、現行

NACCS/CIS の開発ベンダーが随意契約により行う場合には、要件定義／外部設計に 2カ

月、内部設計に 4 カ月、製造に 5 カ月、試験（結合試験／総合試験）に 6 カ月、総合

運転試験に 5 カ月弱を要すると見込まれ、22 カ月目に導入（引渡）を完了する計画で

ある。なお、コンサルタントによるソフトウェア開発の進捗監理については、現地常

駐監理者は設置せず、基本的に我が国において EVM（Earned Value Management）によ

り行うこととし、現地監理については、定期的に現地出張を行うことにより対応する

こととする。 

本プロジェクトにおけるハードウェア、OS、ミドルウェア、関連機器の調達につい

ては、一般競争入札により行うこととしているところ、調達にかかるリードタイムを

考慮しつつ、入札図書の作成、実施機関名での入札会の開催等を適時・適切に行い、

開発ソフトウェアにかかる試験実施の遅延要因とならないようにする。 

なお、「ベ」国側負担事項ではあるが、データセンターの建設・整備状況についても、

本プロジェクト全体に与える影響の大きさに鑑み、適宜フォローを行うことが適当で

ある。 

 

  ３－２－４－５ 品質管理計画 

 

本プロジェクトにより「ベ」国に新たに導入する VNACCS/VCIS の円滑な稼働開始を

実現するため、ソフトウェア製造後の試験（結合試験／総合試験）に十分な時間を充

てることとする（6 カ月間を想定）。また、同試験終了後、全利用者（キャリア、輸出

入者、物流関係企業、銀行、税関及びその他の政府機関）を対象として、利用者の業

務習熟訓練を目的とした総合運転試験を約 5 カ月間行うこととする。なお、総合運転

試験は、GDVC が主催者となり、本番環境で以下の項目を実施する。 

 全利用者が、業務の確認、業務の習熟を行う。 

 上流業務から下流業務まで業務を行い、正常稼働を確認する。 

また、VNACCS/VCIS 稼働開始後に発見されるおそれのあるバグへの対策として、ソフ

トウェア開発業者に対して、本システム導入（引渡）後 1 年間の瑕疵担保責任を課す

ることとする。 

更に、コンサルタントによるソフトウェア開発の進捗監理の一環として、試験工程

において品質管理指標（試験密度及びバグ密度）を用いた定量的な品質管理を行うこ

ととする。 

 

  ３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

本プロジェクトにおけるハードウェア、OS、ミドルウェアについては、いずれも基

本的に「ベ」国において調達可能であるが、「ベ」国において生産されてはおらず、原

産国は本邦または第三国（全世界）となる。また、価格については、業界慣行として
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グローバル・プライシングが行われていることから、調達国による顕著な差異は認め

られない。 

また、本プロジェクトにおいては、VNACCS/VCIS 運用開始後、「ベ」国においてベン

ダー（現地代理店を含む。）から保守サービスが適時・適切に受けられることが極めて

重要であるが、ベンダーの事業方針から、「ベ」国以外で調達された製品については「ベ」

国における同製品の正規ベンダーから保守サービスを受けられないおそれがある。し

たがって、ハードウェア、OS、ミドルウェアの調達においては、「ベ」国において正規

ベンダーから保守サービスの提供を適時・適切に受けられることを条件とする。 

 

  ３－２－４－７ 初期操作指導・運用指導等計画 

 

VNACCS/VCIS の円滑な稼働開始を実現するためには、実際に VNACCS/VCIS を利用して

業務を行う「ベ」国税関職員がその利用方法等を十分理解することが肝要である。し

たがって、「ベ」国税関の VNACCS/VCIS 開発専門チームの職員が、実際に業務を行う他

の税関職員に VNACCS/VCIS の利用方法等を教えることを可能とするため、ソフトウェ

ア開発業者は、B/D 第 16 章のとおり、VNACCS/VCIS の総合運転試験実施前に、①端末

操作説明書を作成し電子媒体で納品するとともに、②同開発専門チーム職員に対して

以下の内容の研修を行うこととする。 

 端末操作方法 

 VNACCS/VCIS に実装された税関業務の利用方法 

 VNACCS/VCIS 運用方法の説明 

また、上記研修は、ハノイにおいて集合研修方式で行うこととし、期間は合わせて 1

週間（5日間）とする。なお、同研修の所要経費については、ソフトウェア開発業者に

かかるもの（人件費、宿泊費等）のみを無償資金協力の対象とし、その他の経費（会

場費、地方税関職員の出張費、資料印刷費等）は、「ベ」国側負担とする。 

なお、ソフトウェア開発業者は、上記研修後の総合運転試験期間中においても、「ベ」

国税関利用者に対する操作・運用指導（問合せ対応等）を適宜行うこととする。 

また、機材調達業者が手配する技術者も、総合運転試験期間中、機材関連の操作・

運用指導（問合せ対応等）を適宜行うこととする。 

 

３－２－４－８ ソフトコンポーネント計画  

 

 本プロジェクトが実現するシステムは、官民共同利用のシステムとして、利用者が

行う行政手続きを支援するとともに、国際物流の効率化・迅速化に寄与することを目

的とした「べ」国にとっては全く新しいコンセプトに基づき開発されるものである。

したがって、本プロジェクトにより実現する VNACCS/VCIS が、「べ」国において継続的

に利用され、所期の目的を達成するためには、(1) VNACCS/VCIS が提供する業務のベー

スとなる法制度・業務プロセスの見直し及びその適切な運用、(2) VNACCS/VCIS の運用・

保守体制の確立及びその円滑な運営、(3)税関利用者及び民間利用者による

VNACCS/VCIS の利用方法の十分な理解を確保していくことが重要である。 
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このうち、(1)の法制度・業務プロセスの見直しについては、極めて重要な分野であ

るが、現在我が国財務省関税局の支援(技術協力)により、これらの見直し作業が進めら

れており、「べ」国では、同関税局からの継続的な支援を受けるべく、我が国（JICA）

に対して VNACCS/VCIS の円滑な稼働・維持管理を行うための環境整備を目標とした技術

協力プロジェクトを要請しているところ、引続き本分野について極めて高い専門性を有

する同関税局によって支援が行われることが効果的であることから、同プロジェクトに

よる支援に委ね、ソフトコンポーネントとはしない方針とする。 

また、(2)の運用・保守体制の確立及びその円滑な運営についても、①同関税局の協

力を受けて作成された B/D 第 10 章(運用設計)及び第 11 章（保守設計）において既に構

築すべき運用・保守体制及び運用・保守上の役割分担が示されていること、②同 B/D 第

10 章及び第 11 章において運用・保守作業自体については無償資金協力の対象外とする

とされていること、③VNACCS/VCIS の運用・維持管理・更新のための GDVC の能力向上

のために必要とされる支援については上記の技術協力プロジェクト要請に含まれてい

るところ、同技術協力プロジェクトによる包括的な支援に委ねることが適当であること

から、ソフトコンポーネントとはしない方針とする。 

更に、(3)利用方法の理解の確保についても、①B/D 第 16 章(ベトナム税関職員研修)

においてソフトウェア開発業者が「ベ」国税関の VNACCS/VCIS 開発チーム職員への研修

を行い、当該職員が他の税関職員への研修を行うこととされていること、②B/D 第 17

章（VNACCS/VCIS 導入・運用のために「ベ」国税関が実施する作業）において利用者へ

の各種周知活動や説明会の実施等が「ベ」国側実施事項として盛り込まれていること、

③上記の技術協力プロジェクト要請において税関職員及び民間関係者への研修等 GDVC

が必要とする支援が含まれているところ、同技術協力プロジェクトによる包括的な支援

に委ねることが有効であることから、ソフトコンポーネントの対象とはしない方針とす

る。 

 

３－２－４－９ 実施工程 

 

上記３－２－４－３のとおり、本プロジェクトにおける我が国の負担事項は、我が

国の NACCS/CIS の技術を活用した VNACCS/VCIS の構築のために必要なソフトウェアの

開発及び当該ソフトウェアを稼働させるためのハードウェア、OS、ミドルウェア、関

連機器の調達であり、VNACCS/VCIS の円滑な導入・運用を可能とするため、VNACCS/VCIS

の開発期間中に「ベ」国側（GDVC）が実施することとされている項目及び実施時期は、

前掲表３－２２のとおりである。 

なお、我が国負担事項にかかる実施工程表は、表３－２３に示すとおりである。 
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３－３ 相手国側分担事業の概要 

 

（１）手続き事項 

本プロジェクトにおいて「ベ」国側負担とされる手続き事項は、次のとおりである。 

 本邦または第三国で調達される物品に関する「ベ」国積卸港における免税措置及

び通関 

 「ベ」国における物品または役務の調達にかかる免税措置 

 物品または役務の提供のために必要とされる日本国民の入国及び滞在にかかる便

宜供与 

 施設・機材の適切かつ効果的な維持・利用の確保 

 我が国の無償資金協力の対象とはならない、本プロジェクトの実施上必要とされ

る経費の負担 

 銀行取極めに基づき本邦の銀行に支払うべき役務手数料（支払授権書発給通知手

数料及び支払手数料）の負担 

 本プロジェクトの実施が環境及び社会に与える影響への配慮 

 

（２）分担事業 

本プロジェクトの円滑な実施のために必要とされる「ベ」国側の分担事業及びその

実施時期については、前掲表３－２２のとおりである。 

なお、税関利用者及び民間利用者による VNACCS/VCIS の利用方法の十分な理解を確

保していくことが重要であるところ、税関利用者向け及び民間利用者向けの説明会の

実施に関する推奨事項は、次のとおりである。 

 

① 民間利用者向け説明会（業務仕様・EDI 接続仕様について） 

(a) 実施時期 

 外部設計凍結後速やかに実施すること。 

 ソフトウェア開発作業の進捗状況を把握し、十分な周知期間を確保したう

えで実施日を設定すること。 

(b) 実施単位 

 利用予定者の便宜を考慮し、実施単位を決定すること（例：地方税関の管

区毎に実施）。 

 対象者数の多い実施単位においては、複数回開催や業種別開催とすること。

なお、一社当たりの参加者数を制限することも許容される（例：一社当た

り 2名まで）。 

(c) 実施内容 

 質疑応答の時間を十分確保すること。 

(d) その他 

 GDVC は、事前に想定問答集を作成し、説明者に配布すること。 

 質疑応答の内容は GDVC において集約し、全地方管区税関で共有すること。 
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 GDVC は説明会に参加できなかった利用者のために、説明資料及び質疑応答

の内容のうち広く参考となるものをホームページに掲載すること。 

② 民間利用者向け説明会（総合運転試験の実施方法について） 

(a) 実施時期 

 総合運転試験の開始前（可能であれば開始 1 カ月程度前）までに実施する

こと。 

 ソフトウェア開発作業の進捗状況を把握し、十分な周知期間を確保したう

えで実施日を設定すること。 

(b) 実施単位 

 利用予定者の便宜を考慮し、実施単位を決定すること（例：地方税関の管

区毎に実施）。 

 対象者数の多い実施単位においては、複数回開催や業種別開催とすること。

なお、一社当たりの参加者数を制限することも許容される（例：一社当た

り 2名まで）。 

(c) 実施内容 

 質疑応答の時間を十分確保すること。 

(d) その他 

 GDVC は、事前に想定問答集を作成し、説明者に配布すること。 

 質疑応答の内容は GDVC において集約し、全地方管区税関で共有すること。 

 GDVC は説明会に参加できなかった利用者のために、説明資料及び質疑応答

の内容のうち広く参考となるものをホームページに掲載すること。 

③ 税関利用者向け説明会（総合運転試験の実施方法について） 

(a) 実施時期 

 総合運転試験の開始前までに実施すること。 

 ソフトウェア開発業者による本システム開発専門チーム職員向け研修の実

施後、速やかに実施すること。 

(b) 実施単位 

 地方税関の管区毎に実施すること。 

 通常業務に支障が生じないよう、複数回開催として、交代受講を可能とす

ること。 

(c) 実施内容 

 質疑応答の時間を十分確保すること。 

(d) その他 

 質疑応答の内容は GDVC において集約し、全地方管区税関で共有すること。 
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３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

本プロジェクトにより新たに導入される VNACCS/VCIS の運用・維持管理については、

上記２－１－１のとおり、GDVC の中では税関情報技術・統計局（職員数 91 人）が担当

予定となっており、同局を中心として各ベンダーと連携を図りつつ、運用・保守が実

施されることとなる。また、現在想定されている運用体制、運用上の役割分担及び保

守体制は、それぞれ図３－１５、表３－２４、図３－１６のとおりであるが、これら

は日本の NACCS/CIS の運用・保守体制を踏まえたものとなっており、妥当なものとな

っている。したがって、GDVC においては、これらの運用体制及び保守体制の整備並び

に関係者間の役割分担についての認識の共有を速やかに図ることが重要である。 

 

図３－１５ 運用体制イメージ図 

 

  

ベトナム税関

ソフトウェア
保守ベンダー

ハードウェア
保守ベンダー

ネットワーク
ベンダー

データセンター
ベンダー

※運用全体に対する統括者としての責任
　（全体の品質管理、障害防止策の横展開など）
※ベンダー間の調整、意見集約・とりまとめ
※民間利用者・税関利用者からの問い合わせ窓口・

回答集約

※開発ソフトウェアの維持
管理に関する責任
※開発ソフトウェアの障害
発生時の対応

（注意）
開発ソフトウェアの機能追
加は運用作業の範囲外で
ある。
日本国のソフトウェア開発
ベンダーは、ベトナム税関
総局とベトナム国ＩＴベンダ
ーと協力しながらシステム
を開発することにより
VNACCS/VCISのソフトウ
ェアのスキルトランスファ
ーを行う。

※ハードウェアの維持管
理に関する責任
※ハードウェアの障害発
生時の対応

（注意）
ハードウェアの拡張は、
運用作業の範囲外であ
る。

※ネットワークの品質に
関する責任
※ネットワーク、ネットワ
ーク機器の障害時対応

（注意）
ネットワークの拡張は、
運用作業の範囲外であ
る。

※データセンター設備に
関する責任
※データセンター設備の
障害時対応

（注意）
データセンターの拡張
は、運用作業の範囲外
である。

民間利用者・税関利用者

オペレーション
ベンダー

※システム運用管理業
務に関する責任
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表３－２４ 運用における役割分担 

 

【凡例】 ◎：主担当・・・各作業項目の主担当業者（当該事項の責任者） 

  ○：副担当・・・必要に応じ主担当と協力して作業を行う業者 

  △：報告先 

 

大

分

類 

中分類 小分類 作業項目 

ベ
ト
ナ
ム
税
関 

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
ベ
ン
ダ
ー 

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
保
守
ベ
ン
ダ
ー 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
保
守
ベ
ン
ダ
ー 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ベ
ン
ダ
ー 

デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
ベ
ン
ダ
ー 

シ

ス

テ

ム

運

用

管

理 

システム

運用計画 

運転計画立

案 

システム運転計画立案  ◎ ○ ○ ○ ○  

システム運転計画承認 ◎      

システム

運用状況

の管理 

運転状況管

理 

システム運転状況の確認 △ ◎     

運用関連の調査 ◎      

運用計画の見直し、反映及び履歴管理 ◎      

特異な運用に対する検討 ◎      

システム

の障害状

況の管理 

再発防止策

への対応 

ハードウェア障害、ソフトウェア障害、データ障害

の履歴管理 

◎      

再発防止策の検討、実施 △ ◎ ◎ ◎   

データセンター故障対応演習 ◎ ◎ ◎ ◎   

システム

資源の管

理状況の

管理 

センター性

能管理 

基礎数値の収集（各サーバ毎）  ◎     

性能調査、分析、性能評価  ◎     

評価結果の報告 △ ◎     

性能に関する問合せ対応 △ ◎ ◎ ◎   

デ

｜

タ

管

理 

機密保護

対策 

セキュリテ

ィ管理 

セキュリティ計画立案（VNACCS/VCIS のセキュリテ

ィポリシー) 

◎      

セキュリティ対策実施（VNACCS/VCIS のセキュリテ

ィポリシー) 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

データ資

源の管理 

センターデ

ータ管理 

テーブル（CSF）の変更（税関の機構変更、利用者

の新規参加・移転、品目テーブル変更 等） 

◎      

ファイル収容及び保管方法等の管理 ◎      

シ

ス

テ

ム

運

用 

運用スケ

ジュール

の作成 

運転状況管

理 

ジョブスケジュール登録(オンライン・バッチ） △ ◎     

バックアッ

プ管理 

バックアップ計画の立案 ◎      

オペレー

ション 

運転状況管

理 

各種オペレーション実施（ハンドリング作業、媒体

へのデータ出力等） 

△ ◎     

バックアッ

プ管理 

バックアップの実施・監視 △ ◎     

バックアップメディア交換 △ ◎     

障害対応 障害状況管

理及び対応 

障害状況の分析（一次切分け） △ ◎     

一次障害対応方法提案 △ ◎     

ハードウェア障害 △   ◎   

ソフトウェア障害 △  ◎    

データ障害 △  ◎    

データセンターネットワーク障害対応 △   ◎   

税関ネットワーク障害対応 △    ◎  

ベンダー間の調整、連絡、とりまとめ ◎      

状態監視 状態監視 システム運転状況の監視 △ ◎     

各種サーバ状態監視 △ ◎     
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大

分

類 

中分類 小分類 作業項目 

ベ
ト
ナ
ム
税
関 

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
ベ
ン
ダ
ー 

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
保
守
ベ
ン
ダ
ー 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
保
守
ベ
ン
ダ
ー 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ベ
ン
ダ
ー 

デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
ベ
ン
ダ
ー 

シ

ス

テ

ム

資

源

管

理 

ハードウ

ェア資源

の管理 

データセン

ター機器管

理 

各種サーバ構成管理 △   ◎   

周辺機器管理 △   ◎   

データセンター設備の維持管理 △     ◎

ソフトウ

ェア資源

の管理 

法改正・制度

改正時の対

応 

影響調査、調査結果報告 △  ◎    

対応方針の決定 ◎      

利用者要望

等による機

能追加・変更

の対応 

影響調査、調査結果報告 △  ◎    

対応方針の決定 ◎      

関連システ

ムの機能追

加・変更の対

応 

影響調査、調査結果報告 △  ◎    

対応方針の決定 ◎      

ネットワ

ーク資源

の管理 

データセン

ター機器管

理 

データセンター内ネットワーク機器管理（ハードウ

ェアベンダー提供のネットワーク機器） 

△   ◎   

データセンター内ネットワーク機器管理（ネットワ

ークベンダー提供のネットワーク機器） 

△    ◎  

税関ネット

ワーク管理 

税関ネットワーク機器管理（ルーター） △    ◎  

利

用

者

支

援 

教育・訓練 利用者教育

訓練支援 

利用者教育・訓練計画立案  ◎      

利用者教育・訓練実施  ◎      

利用者か

らの問い

合わせ対

応 

利用者から

の問い合わ

せ対応 

問い合わせ窓口 ◎      

調査、回答書作成 ◎      

ベトナム税

関からの問

合せ対応 

ベトナム税関からの各種問合せに対する回答（レポ

ート等の提出を含む） 

△ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

利用者から

の業務問合

せ対応 

ヘルプデスクからエスカレーションしてくる利用

者からの業務問合せ対応 

△ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

管

理

資

料 

管理資料 管理資料運

用 

システム統計資料取出し実施  ◎     

トラフィック資料取出し実施  ◎     

資

源

管

理 

資源管理 資源管理計

画 

資源管理対象の決定（バックアップメディア） ◎      

資源の在庫管理（在庫チェック、発注、仕入） ◎      

メディアの廃棄実施 ◎      
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図３－１６ 保守体制イメージ図 

 

 

  

① 「ベ」国税関は、民間利用者・税関利用者から故障申告を受け付ける。 
② 「ベ」国税関は、故障連絡をオペレーションベンダーへ連絡する。 

オペレーションベンダーは、一次切り分けを行い、故障箇所を特定する。 
③ オペレーションベンダーは、故障箇所を「ベ」国税関へ連絡し、各保守ベンダーへの手配を

依頼する。 
④ ソフトウェア障害の場合、「ベ」国税関からソフトウェア保守ベンダーへ連絡する。 

ソフトウェア保守ベンダーは、原因調査・障害復旧対応を行う。 
⑤ ハードウェア障害の場合、「ベ」国税関からハードウェア保守ベンダーへ連絡する。 

ハードウェア保守ベンダーは、原因調査・障害復旧対応を行う。 
⑥ ソフトウェア保守ベンダー、ハードウェア保守ベンダーは、復旧連絡を「ベ」国税関へ連絡

する。 
⑦ 「ベ」国税関は、民間利用者・税関利用者へ復旧連絡を行う。 
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３－５ プロジェクトの概略事業費 

 

 ３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 

 （１）日本側負担経費 

 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

 （２）「ベ」国負担経費            1,260 億 VND（約 479 百万円） 

① データセンター構築  750 億 VND（約 285 百万円） 

② ネットワーク構築  500 億 VND（約 190 百万円） 

③ その他（銀行手数料等）  10 億 VND（約   4 百万円） 

 

このうち、データセンターについては所要予算を確保した上で既に着工されている。

また、上記２－１－２のとおり、2012 年から 2015 年までの GDVC の予算は当該年の GDVC

徴収目標額の 1.9%とされているところ、2012 年の GDVC 予算額は 4.2 兆 VND となる。

そのうち、税関情報技術費予算は約 3,830 億 VND と想定され、対前年比で 1,480 億 VND

増となるが、ネットワークの構築等その他の負担事項については、税関情報技術費予

算の対前年増加額の 3分の 1程度に過ぎない。また、GDVC は当該経費の予算確保を確

約しており、所要の「ベ」国負担経費の額を十分賄うことが可能である。 

 

（３）積算条件 

① 積算時点 ： 平成 23 年 10 月 

② 為替交換レート ： 1 US$ = 80.75 円 

 1 VND = 0.000048 US$ = 0.0038 円 

③ 調達期間 ： 詳細設計、ソフトウェア開発及び機材調達の期間は、施工

工程に示したとおり。 

④ その他 ： 積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行う

こととする。 
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３－５－２ 運営・維持管理費 

 

本プロジェクトにより新たに導入される VNACCS/VCIS にかかる「ベ」国側の年間運

営・維持管理費の概算額は、以下のとおり、1,050 億 VND（約 399 百万円）と見込まれ

る。当該経費が発生するのは、本プロジェクトにて機材が調達された後、開発された

ソフトウェアの試験やシステム総合運転試験が行われる 2013 年以降となる。上記２－

１－２のとおり、2015 年までの GDVC の年間予算額は当該年の徴収目標額の 1.9%とさ

れているところ、2013 年の GDVC の税関情報技術費予算は約 4,710 億 VND と想定され、

対 2011 年比 2,360 億 VND 増となるところ、当該年間運営・維持管理費概算額は、その

増加分の半分に満たない。また、GDVC は、当該経費の予算確保を確約している。した

がって、GDVC の予算において、VNACCS/VCIS にかかる年間運営・維持管理費を十分賄

うことが可能である。 

 

年間運営・維持管理費  1,050 億 VND（約 399 百万円） 

① データセンター   45 億 VND（約  17 百万円） 

② ネットワーク利用  150 億 VND（約  57 百万円） 

③ オペレーションベンダー  195 億 VND（約  74 百万円） 

④ ソフトウェア保守ベンダー 270 億 VND（約 103 百万円） 

⑤ ハードウェア保守ベンダー  390 億 VND（約 148 百万円） 

 

なお、VNACCS/VCIS にかかる年間運営・維持管理費として確保される具体的な予算額

については、GDVC が更に精査を行い、確定させることとなる。 

このほか、税関職員用の端末については、当面は既存の端末を利用することとされ

ているが、5年程度を目処に定期的に更新することが適当である。この費用は、職員 1

人当たり 21 百万 VND として 2,100 億 VND（約 798 百万円）程度と見込まれるが、更新

計画に則した予算措置を講じることにより十分対応可能である。 

また、我が国の NACCS においては稼働後 8 年を目処に更改を実施してきているとこ

ろ、VNACCS/VCIS についても、稼働後 8 年から 10 年程度を目処として更改を実施する

ことが適当である。更に、更改期限到来前においても、「ベ」国における関係法制度の

改正や税関手続きの変更等に対応するためのプログラム変更や OS、ミドルウェアのバ

ージョンアップに伴うソフトウェア改修、ハードウェアの更新が必要となることが想

定される。したがって、GDVC においては、これら将来的に発生する諸経費についても、

予め適切に見積りを行うとともに予算措置を計画的に講じることが必要である。 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

��� ��������� 
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第４章 プロジェクトの評価 

 

４－１ 事業実施のための前提条件 

 

本事業実施のための前提として、「ベ」国側が実施すべき手続き及び分担事業につい

ては、上記３－３のとおりである。特に、前掲表３－２２に示している「ベ」国側実

施事業の各項目については、各々所定時期までに実施されることが肝要である。なお、

データセンターについては既に着工済みであり、「ベ」国側は所定期限内の完工を確約

している。 

 

４－２ プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

 

本プロジェクトにおいては、上記３－３の「ベ」国側分担事業を、「ベ」国側が合意

したとおり、適切に実施することが不可欠である。 

また、上記３－２－４－８のとおり、本プロジェクトにより実現する VNACCS/VCIS

が、「べ」国において継続的に利用され、所期の目的を達成するためには、

(1)VNACCS/VCIS が提供する業務のベースとなる法制度・業務プロセスの見直し及びそ

の適切な運用、(2)VNACCS/VCIS の運用・保守体制の確立及びその円滑な運営、(3)税関

利用者及び民間利用者による VNACCS/VCIS の利用方法の十分な理解を確保していくこ

とが重要である。これらの点については、「ベ」国側もその重要性を十分認識しており、

「ベ」国からの要請に基づいて、我が国の技術協力プロジェクトによる支援も行われ

る予定であることから、いずれも適切に実施されることが見込まれる。 

  

４－３ 外部条件 

 

本プロジェクトの効果を発現・持続するための外部条件としては、以下が挙げられ

る。 

 「ベ」国政府において、通関電子化を含む税関近代化の重要性に対する認

識が継続されること。 

 GDVC の予算算出方法が維持されること。変更される場合には、現行の算出

方法による予算額と同等の額が確保されること。 

 税関手続きを利用する民間企業における業務処理の IT 化が引続き進展す

ること。 

 税関手続き以外の貿易関連手続きの電子化が進展し、本システムと接続さ

れる外部システムが増加すること。 
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４－４ プロジェクトの評価 

 

 ４－４－１ 妥当性 

 

「ベ」国は 2007 年 1 月に WTO に加盟するなど対外開放的経済政策を進めており、国

際貿易の拡大を通じた経済発展を目指している。我が国との間でも 2008 年 12 月に日・

ASEAN 包括的経済連携協定（EPA）が「ベ」国について発効し、二国間 EPA も 2009 年

10 月に発効している。また、「ベ」国を含む東南アジア地域各国は、2010 年 10 月 28

日にハノイで開催された第17回 ASEAN首脳会議において、ASEAN域内における物理的、

制度的及び人と人との連結性の強化を図る「ASEAN 連結性マスタープラン」を採択する

など、2015 年までの ASEAN 共同体実現のための取組みを継続的に進めているほか、「ア

ジアカーゴハイウェイ構想」を貿易円滑化の共通目標として我が国と共有している。

このような状況の下、「ベ」国においては、「2020 年までの税関近代化戦略」（2011 年 3

月 25 日付首相決定）に基づき、通関に関する法制度及び業務プロセスの見直し並びに

これに対応した ITシステムの導入を通じた税関の近代化が進められているところであ

る。 

本プロジェクトは、我が国の NACCS/CIS の技術を活用した利便性及び効率性に優れ

た通関 IT システムである VNACCS/VCIS の構築を行うものであり、「ベ」国の税関近代

化に向けた取組みの中核と位置づけられ、通関手続きの迅速化を通じた一層の貿易拡

大及び経済成長に極めて重要な役割を果たすものであることから、税関及び国際貿易

に直接関わる民間企業のみならず貧困層を含む一般国民に広く裨益するものである。 

また、本プロジェクトは「ベ」国税関における適切な取締りの実施に資するもので

あることから、不正薬物等の密輸防止及びテロ対策の改善等を通じて、民生の安定に

貢献するものである。 

更に、本プロジェクトは、我が国政府が積極的に支援する貿易円滑化を通じた「ア

ジアカーゴハイウェイ構想」の実現に資する案件であり、我が国政府が推進する「新

成長戦略」の下、我が国の官と民を挙げて途上国に対する我が国の事業実施を企図す

ることにより、相手国政府の開発戦略に資するとともに我が国の成長戦略に資するこ

とを狙いとした「インフラ海外展開の基盤整備支援」無償資金協力予算の対象とする

に適当な案件である。 

 

 ４－４－２ 有効性 

 

（１）定量的効果 

本プロジェクトの実施により、我が国の NACCS/CIS の技術を活用した利便性及び効

率性に優れた通関 IT システムである VNACCS/VCIS が「ベ」国に導入されることから、

「ベ」国において電子化された通関手続きの利用が促進されることを通じて、輸出入

貨物の通関手続きにかかる時間が短縮されることとなる。 

 

この通関手続きにかかる時間の短縮効果については、通関所要時間を調査すること
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により定量的に測定することが可能である。 

 

表４－１ 定量的効果指標 

効果 指標名 基準値 目標値 

通関手続き

時間の短縮 

平均通関所要時間（簡易審査） 15分（2010年） 3 分（2017 年）

平均通関所要時間（書類審査） 60分（2010年） 15 分（2017 年）

 

（２）定性的効果 

本プロジェクトの実施により、我が国の NACCS/CIS の技術を活用した利便性及び効

率性に優れた通関 IT システムである VNACCS/VCIS が「ベ」国に導入されることから、

「ベ」国において電子化された通関手続きの利用が促進されることを通じて、電子申

告による申告件数や申告金額が増加することとなる。また、個々の職員による恣意的

取扱いの機会が減少することと相俟って、「ベ」国における通関手続き全般の効率性が

改善されることとなる。 

なお、通関手続きの効率性の改善については、民間利用者の主観的評価による部分

が多く、本来的に定性的な効果指標と考えられるが、世界銀行が隔年公表しているロ

ジスティクス・パフォーマンス・インデックス（LPI）において、各国の通関手続きの

効率性に関する評価値が示されていることから、同評価値を参考指標として定量的に

効果を把握することも可能である。 

 

表４－２ 定性的効果指標（参考指標） 

効果 指標名 基準値 目標値 

通関手続きの

効率性の改善 

LPI（通関手続きの効率性） 2.68（2010 年） 3.00（2016 年）

3.20（2020 年）

 

（３）その他 

VNACCS/VCIS の導入及びそれに伴う「ベ」国税関手続関連規定の変更により期待され

る「ベ」国税関手続きの主な改善点は、次のとおりである。 

 税関に対して行われた輸出入申告が要件を充足しているか否かの判断は、添付書

類を確認することなく、VNACCS/VCIS で自動的に行われることとなることから、税

関職員の事務負担が軽減するとともに、申告処理時間の短縮を通じて物流の迅速

化が図られることとなる。 

 VNACCS/VCIS で受理された申告については、直ちに審査区分が判定され、簡易審査

となった申告については即時に許可されることとなることから、更に物流の迅速

化が図られることとなる。 

 「ベ」国では輸出入申告に際して手数料の納付が義務付けられているが、

VNACCS/VCIS により当該手数料の予納制化及び予納手数料の自動引落しが可能と

なることから、電子申告により審査区分が簡易審査となった申告貨物の迅速通関

が、手数料納付のマニュアル処理手続きによって妨げられるということがなくな
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ることとなる。 

 VNACCS/VCIS により輸出入申告を行う場合、所要情報を入力すれば税額が自動的に

計算されることとなることから、申告者の負担軽減及び誤申告の減少が図られる

こととなる。 

 輸出入申告が VNACCS/VCIS において受理された後は、税関が認めない限り当該申

告の撤回を行えなくなることから、審査区分が簡易審査以外となった場合に申告

を撤回して簡易審査となるまで申告を繰返すといった、システムを利用した不正

行為の防止が図られることとなる。 

 VNACCS/VCIS は保税運送にかかる担保管理機能及び運送先への未着情報照会機能

を有するものとなることから、保税運送にかかる担保制度の導入と相俟って、保

税運送制度の悪用が防止され、貿易秩序の維持及び歳入の確保が図られることと

なる。 

 VNACCS/VCIS においては、加工地区への搬入を行おうとする貨物について移入承認

申請と併せて保税運送申告を行うこと並びに輸出しようとする貨物について輸出

申告と併せて保税運送申告を行うことが可能となることから、当該併せ申告制度

の導入と相俟って、申告者の負担軽減が図られることとなる。 

 

４－４－３ 結論 

 

以上の検討に鑑み、本プロジェクトは、「ベ」国国民一般に広く裨益するとともに我

が国政府が推進する政策と整合的なものであることから、我が国の無償資金協力事業

として実施することの妥当性は極めて高く、また、「ベ」国税関の近代化を実現するう

えで、大いに有効性が見込まれると判断される。 
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１．調査団員・氏名 
 
（１）第１回現地調査（概略設計調査） 

 氏名 担当分野 所属 
1 山下 誠 総括 独立行政法人国際協力機構（JICA） 

東南アジア・大洋州部  
次長（東南アジア第一・第二課担当） 

2 辻 研介 計画管理 独立行政法人国際協力機構（JICA） 
産業開発・公共政策部 ガバナンスグループ 
行財政・金融課 主任調査役 

3 加藤 誠 業務主任 輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社 
企画部 企画第 3 課 

4 石川 浩司 通関業務計画 輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社 
企画部 企画第 3 課 

5 大橋 英博 機材計画 株式会社三菱総合研究所 
公共ソリューション本部 第 2 グループ 

（注）現地にて通訳（日⇔越）を MISAKA 社から調達。 
 
（２）第２回現地調査（報告書（案）説明） 

 氏名 担当分野 所属 
1 田中 資記 総括 独立行政法人国際協力機構（JICA） 

産業開発・公共政策部  
次長兼ガバナンスグループ長 

2 辻 研介 協力企画 独立行政法人国際協力機構（JICA） 
産業開発・公共政策部 ガバナンスグループ 
行財政・金融課 主任調査役 

3 小林 謙一 計画管理 独立行政法人国際協力機構（JICA） 
資金協力支援部 実施監理第一課 調査役 

4 加藤 誠 業務主任 輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社 
企画部 企画第 3 課 

5 石川 浩司 通関業務計画 輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社 
企画部 企画第 3 課 

6 大橋 英博 機材計画 株式会社三菱総合研究所 
公共ソリューション本部 第 2 グループ 

（注）現地にて通訳（日⇔越）を TranJV Consulting 社から調達。 
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２．調査行程 
 
（１）第１回現地調査（概略設計調査） 

日付 
（2011 年） 

JICA コンサルタント 
総括 

（山下 誠） 
計画管理 

（辻 研介）

業務主任 
（加藤 誠）

通関業務計画

（石川浩司）

機材計画 
（大橋英博） 

1 10/4 火 東京発→ハノイ着 
JICA ベトナム事務所訪問（調査概要報告） 

2 10/5 水 GDVC 総局長表敬訪問 
GDVC との協議 

3 10/6 木 GDVC 新庁舎及びデータセンター建設状況視察 
GDVC との協議 

4 10/7 金 ベトナム財務省との協議 
ベトナム財務省 TOAN 副大臣との面会 
討議議事録（M/D）内容確認、署名 
在ベトナム日本国大使館訪問（調査結果概要報告） 

5 10/8 土 ハノイ発→東京着 第 1 週調査結果整理 
6 10/9 日 N/A 第 2 週以降調査準備 
7 10/10 月 N/A GDVC との調査関係打合せ 

Fpt Information System 社ヒアリング（ソフ

トウェア開発事情等調査） 
8 10/11 火 N/A NTT データ・ベトナム社ヒアリング（ソフト

ウェア開発事情等調査） 
NTT コミュニケーションズ・ベトナム社ヒア

リング（ネットワーク・サービス事情等調査） 
9 10/12 水 N/A 友誼税関支署及びドンダン税関支署ヒアリン

グ・視察（陸上輸送貨物（中国国境）に関する

通関状況調査） 
10 10/13 木 N/A ディンヴー港税関支署及びチュアヴェ港税関

支署ヒアリング・視察（海上輸送貨物（ハイフ

ォン港）に関する通関状況調査 
11 10/14 金 N/A NEC ソリューションズ・ベトナム社ヒアリン

グ（ハードウェア調達事情等調査） 
GDVC との協議 
ノイバイ国際空港税関支署ヒアリング・視察

（航空輸送貨物に関する通関状況調査） 
12 10/15 土 N/A ハノイ発→ホーチミン着 

第 2 週調査結果整理 
13 10/16 日 N/A 第 3 週調査準備 
14 10/17 月 N/A タンソンニャット国際空港税関支署ヒアリン

グ・視察（航空輸送貨物に関する通関状況調査） 
カットライ税関支署ヒアリング・視察（海上輸

送貨物に関する通関状況調査） 
15 10/18 火 N/A モックバイ税関支署ヒアリング・視察（陸上輸

送貨物（カンボジア国境）に関する通関状況調

査） 
16 10/19 水 N/A 商船三井ロジスティクス・ベトナム社ヒアリン

グ（通関手続きに関する民間利用者の評価・見

解聴取） 
ホーチミン発→ハノイ着 
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日付 
（2011 年） 

JICA コンサルタント 
総括 

（山下 誠） 
計画管理 

（辻 研介）

業務主任 
（加藤 誠）

通関業務計画

（石川浩司）

機材計画 
（大橋英博） 

17 10/20 木 N/A ドラゴンロジスティクス社ヒアリング（通関手

続きに関する民間利用者の評価・見解聴取） 
GDS 社データセンター視察（データセンター

調査） 
18 10/21 金 N/A 越日税関当局による共同ワーキング・グループ

総括会合傍聴 
GDVC との協議 
データセンター建設状況視察 

19 10/22 土 N/A ハノイ発→東京着 
 
（２）第２回現地調査（報告書（案）説明） 

日付 
（2012 年） 

JICA コンサルタント 
総括 

（田中資記） 
協力企画 

（辻 研介）

計画管理 
（小林謙一）

業務主任 
（加藤 誠）

通関業務計画 
（石川浩司） 

機材計画 
（大橋英博）

1 2/5 日 東京発→ハノイ着 
 

2 2/6 月 GDVC との協議（協力準備調査報告書（案）説明、討議議事録（M/D）内容確認） 
 

3 2/7 火 GDVC との協議（同上）、M/D 署名 
 

4 2/8 水 別件業務 ハノイ発→東京着 
5 2/9 木 別件業務 ハノイ発→

東京着 
N/A 

6 2/10 金 別件業務 N/A N/A 
7 2/11 土 ハノイ発→東京着 

 
N/A N/A 
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３．関係者（面会者）リスト 
 

General Department of Viet Nam Customs (GDVC) 
 ベトナム税関総局 
Nguyen Ngoc Tuc  General Director 

 Vu Ngoc Anh  Deputy Director General 
Nguyen Van Can  Deputy Director General 

 Nguyen Toan  Director, International Cooperation Department 
 Nguyen Manh Tung  Deputy Director,  
 Customs Reform and Modernization Board 

Nguyen Cong Binh  Director,  
  Information Technology and Statistics Department 
Pham Quang Tuyen   Deputy Director,  
  Information Technology and Statistics Department 

 Nguyen Anh Tai Chief of Division,  
 International Cooperation Department 
 
 Ministry of Finance (MOF) 
 ベトナム財務省 
Do Hoang Anh Tuan        Vice Minister 

 Nguyen Ba Toan   Deputy Director General, 
  International Cooperation Department 
 Tran Nguyen Vu, MSC   Deputy General Director, 
  Department of Financial Informatics and Statistics 
 
Noibai International Airport Customs Office 

 ノイバイ国際空港税関支署（ハノイ） 
Dao Van Lien Chief of Customs Brigade 
Hoang Minh Tu  Vice Chief of Customs Brigade 

 
Dinh Vu Port Customs Office 

 ディンヴー港税関支署（ハイフォン） 
Le Duc Hai Chief  
 
Chua Ve Customs Office 

 チュアヴェ税関支署（ハイフォン） 
Dao Viet Dam Chief 
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Huu Nghi Customs Checkpoint 

 友誼税関支署（中国陸上国境：陸路） 
Vu Tuan Binh Chief 
Vu Van Toan   Deputy Chief 

 
Dong Dang Customs Checkpoint 

 ドンダン税関支署（中国陸上国境：鉄道） 
Be Thai Hung  Deputy Chief 
   
Tan Son Nhat International Airport Customs Office 

 タンソンニャット国際空港税関支署（ホーチミン） 
 Le Tuan Binh Deputy Manager 
 Pham Tri Dung Deputy Manager 
 Nguyen Duc Khanh Deputy Manager 
 
Sai Gon Port 1st District Customs Office (Cat Lai) 

 サイゴン港第 1 地区（カットライ）税関支署（ホーチミン） 
 Pham Minh Le Chief 
 Nguyen Thi Bong Deputy Chief 
 
Moc Bai Customs Checkpoint 

 モックバイ税関支署（カンボジア陸上国境：陸路） 
Do Quoc Khanh Chief 

 Ng. T. Kim Anh Deputy Chief 
 
 Fpt Information System 
 FPT 情報システム株式会社 
 Duong Dung Trieu President & CEO 
 Tran The Hien Managing Director 
 Nguyen Van Ba Director, IT Consultancy and Service Center 
 Tran Tuan Hai Director, FSE Software Solution Centre 
 Ngo Tuan Khiem Vice Director, IT Infrastructure Services Center 
 Nguyen Thi Phuong Mai  Partner Management Executive, Business Partner 

Group, Global Business Development Center 
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NTT DATA VIETNAM COMPANY LIMITED 
 NTT データ・ベトナム社 
 柳川 正宏 General Director 
 黒田 和宏 Manager 
 Pham Thi Huong Duyen Secretary & Business Planning Section 
 三輪 紀元 株式会社 NTT データ グローバルビジネス統括本部 
 グローバルビジネスユニット  
 セールスコラボレーション担当 課長代理 
 
NTT Communications (Vietnam) Ltd. 

 NTT コミュニケーションズ・ベトナム社 
 後藤 雅人 President & CEO 
 大瀧 浩一郎 Deputy General Director 
 
Global Data Service Joint Stock Company 

 グローバルデータサービス株式会社 
大瀧 浩一郎 General Director 
吉田 靖 Director, Data Center 

 
NEC Solutions Vietnam Co., Ltd. 

 NEC ソリューションズ・ベトナム社 
 笠井 尚 General Director 
 成田 英哉 General Manager, 1st System Integration Division 
 向後 一夫 General Manager, 2nd System Integration Division 
 Hoang Manh Chinh Team Leader, 1st System Integration Division 
 Do Thi Minh Nguyet Business Manager, 2nd System Integration Division 
 
MOL Logistics (Vietnam) Inc. 

 商船三井ロジスティクス・ベトナム社 
 平野 資富 General Director 
 遠藤 克也 Manager, Sales Department 
 Ton Nu Minh Thu General Manager 
 
Dragon Logistics Co., Ltd. 

 ドラゴン・ロジスティクス社 
 壱岐 健司 General Director 
 林 祥久 Manager, Marketing Department 
小中村 崇 Manager, Marketing Department 
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武内 勇人 Marketing Manager 
 
Embassy of Japan in Viet Nam 

 在ベトナム日本国大使館 
久山 淳爾  一等書記官 
 
Japan International Cooperation Agency (JICA) Vietnam Office 
独立行政法人国際協力機構 ベトナム事務所 
築野 元則  Chief Representative 

 室岡 直道  Representative 
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４．討議議事録（M/D） 
 
（１）第１回現地調査（概略設計調査） 
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（２）第２回現地調査（報告書（案）説明） 
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５．参考資料 
 
調査名 ベトナム国税関近代化のための通関電子化及びナショナル・シングルウィンドウ

導入計画準備調査 

番

号 
名称 

形態 
図書・ビデオ

地図・写真等

オリジナル 
・コピー 

発行機関 発行年

1 ベトナム税関近代化のための電

子通関及びナショナル・シング

ルウィンドウ構築プロジェクト

のブリーフデザイン（第 1.3 版）

図書 コピー GDVC 2011 

2 質問書回答 図書 コピー GDVC 2011 
3 2020 年までの税関近代化戦略

（No. 448/QD-TTg） 
図書 コピー ベトナム

国首相決

定 

2011 

4 「ナショナル・シングルウィン

ドウ税関制度の試験的実施につ

いて」（No. 48/2011/QD-TTg） 
【ベトナム語】 

図書 コピー ベトナム

国首相決

定 

2011 

5 「税関改革・近代化 5 ヵ年計画

（2011 年～2015 年）」 
（No. 1514/QD-BTC） 
【ベトナム語】 

図書 コピー ベトナム

国財務省 
2011 

6 「税関分野の歳出予算の編成等

手順の公布について」 
（No.915/QD-TCHQ） 
【ベトナム語】 

図書 コピー GDVC 2008 

7 入札法 
（No. 61-2005-QH11） 

図書 コピー ベトナム

国国会 
2005 

8 設備投資関連諸法の一部改正 
（No. 38/2009/QH12） 

図書 コピー ベトナム

国国会 
2009 

9 入札法及び建設法による建設業

者の調達に関する政令 
（No. 85/2009/ND-CP） 

図書 コピー ベトナム

国政府 
2009 

10 データセンター設計図 
【ベトナム語】 

図面 コピー サシデル

タ社 
2010、
2011 
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